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1. プロジェクトの概要 
1.1. プロジェクトの背景 

ボホール州はビサヤス地域の中央部に位置している。山間部から周辺海域に至る

まで豊かな自然が維持されており、同州を訪れる観光客は 2001 年の 81,040 人から

2014 年には 455,155 人に増加している。これに伴い空港の年間旅客数も急激に増加

しており、空港需要への対応が求められているが、州都タグビララン市の現空港は

滑走路周辺が住宅密集地に囲まれており、拡張が困難な状況である。係る状況から、

フィリピン国政府は 2012 年 10 月に STEP（本邦技術活用）条件を活用した新ボホ

ール空港建設のための円借款を要請、2013 年 3 月借款契約が調印され、円借款供与

による事業実施が 2015 年 6 月に開始された。その「新ボホール空港建設及び持続可

能型環境保全事業」は 2017 年後半から 2018 年前半に竣工の予定であり、ボホール

州のパングラオ島において国際的な安全基準を満たした新空港が建設される予定で

ある。同プロジェクトは地域の安全とボホール州の経済成長に寄与すると考えられ

る。しかし、新空港建設後には観光客及び観光に携わる住民の増加が見込まれるこ

とから、パングラオ島及び周辺ではダイバーやシュノーケラーの増加によるサンゴ

礁の破損、セプティックタンクからの汚水の流出、廃棄物の投棄などの環境負荷が

環境管理システムの不備に伴い増加し、生態系の劣化や景観・快適性等の悪化が加

速する可能性がある。最終的にこれらの問題は地域経済や住民の生活に負の影響を

与えることが懸念される。そのような事態を回避するため、新ボホール空港建設に

よる観光客及び住民の増加を考慮した環境負荷を抑制するシステムが不可欠である 

このため、新空港建設による観光客増加後も環境保全が持続可能なものとなるよ

う、フィリピン国政府は我が国に対し円借款付帯の技術協力プロジェクト「新ボホ

ール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト」（以下、本プロジェクト）の

要請を行い、2012 年 11 月にボホール州政府と JICA の間でプロジェクト実施の合意

文書（MOU）が締結され、プロジェクトは 2013 年 5 月に開始された。  

 
1.2. プロジェクトの全体構成 

本プロジェクトの活動は大きく「持続的な観光資源利用の展開」と「個別排水処

理施設の能力強化」の二つのコンポーネントに分かれている。このうち前者では各

成果を概ね段階的に達成したのに対し、後者では関連しあう各成果を並行して達成

した。これら二つのコンポーネントで成果を達成することにより、プロジェクト目

標を達成した。  
プロジェクトの上位目標、目標、及び成果の関係は以下の図の通りである。  
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図 1-1 プロジェクトの全体構成 

 
1.3. プロジェクト対象地域 

プロジェクトの対象地域は主にダウイス町とパングラオ町に構成されるパングラ

オ島及びバリカサグ島とその周辺海域である（巻頭のプロジェクト対象位置図参照）。

成果 3 については、空港が建設されるパングラオ島から観光客を分散させるために

ボホール本島の持続的観光開発を行ったことから、ボホール州全体を対象地域とし

た。  
「持続的な観光資源利用の展開」は成果毎に対象地域が異なっており、成果 1 は

パングラオ島及びバリカサグ島、成果 2 はパングラオ島及びバリカサグ島としなが

ら、プライオリティはバリカサグ島沿岸海域とした。成果 3 は上述の通りボホール

州全体である。「個別排水処理施設の能力強化」は成果 4 から成果 7 までパングラオ

島を対象地域とし、バリカサグ島やボホール本島は含まなかった。  
 

1.4. プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 
1.4.1. PDM ver.1 

PDM ver.1 は本円借付帯技術協力プロジェクトを実施するためにボホール州政府

と JICA が締結した MOU に添付された PDM を基に、インセプションレポート作成

個別排水処理施設の能力強化持続的な観光資源利用の展開

プロジェクト目標

新空港建設後に観光客の増加によってパングラオ島周辺に環境負荷がかかることが制御され
るとともに、個別排水処理施設の管理能力強化が行われる

上位目標
新空港建設後もパングラオ島周辺において持続可能な観光開発が達成される

連携

段階的達成

並行して達成

成果達成によりプロジェクト目標を達成

成果5：
個別排水処理施設管理のための効果的で現実的な管理
体制が確立される

成果4：

個別排水処理施設の建設及び管理に関する効果的で現
実的な規制方法が提案される

成果6：
個別排水処理施設（腐敗槽）の標準設計能力を満たし、越
流水質が改善される標準仕様案/設計例が提案される

成果1：
持続的な観光資源利用と環境管理
を進めていくための実施体制が構築
される

成果2：
パングラオ島でキャリングキャパシ
ティを踏まえた利用調整を含む順応
的管理が導入される

成果3：
パングラオ島周辺における順応的管
理を継続するためのボホール州全体
における持続的観光開発を検討する

成果7：
個別排水処理施設から発生する汚泥の処理施設の設計
及びその資金調達計画を含む持続的な管理体制の策定
支援
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の際に JICA 専門家チーム（JET）がボホールプロジェクトチーム（カウンターパー

ト：C/P）と協議を行い、2013 年 5 月に最終化した。表現を実現可能なものにする

とともに、具体的にした。  
 

1.4.2. PDM ver.2（2014 年 7 月改訂・最終版）  
2013 年 5 月からボホール州のプロジェクトチームと JICA 専門家チーム（JET）は

プロジェクト目標を達成するために活動してきたが、パングラオ島では既に過剰な

観光客が流入して人口も増加していること、対応する個別排水処理施設から発生す

る汚泥の処理施設がないことなど、当初想定した対策では対応が困難な課題が明ら

かになった。このためプロジェクト目標を達成するためには追加的な成果が求めら

れるとして、C/P と JET がボホール州政府（州知事）および JICA と協議した結果、

「パングラオ島周辺における順応的管理を継続するためのボホール州全体における

持続的観光開発を検討する」及び「個別排水処理施設から発生する汚泥の処理に関

して、処理施設の設計及びその資金調達計画を含む持続的な管理体制の策定支援等

を行う」の二つの成果およびそのための活動を追加することとなった。C/P と JET
は Project Design Matrix (PDM) ver.1 を改訂して PDM ver.2 を作成し（添付資料－1）、
ボホール州政府と JICA は PDM 修正の MOU を 2014 年 7 月に交わした。  

 
  



新ボホール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト 
業務完了報告書 

 

4 
 

2. 各成果の活動と達成状況 
本プロジェクトの各成果の活動は概ね予定通り実施された。各成果の活動内容と

達成状況は以下の通りである。  
 

【持続的な観光資源利用の展開】 
 
2.1. 成果 1：キャリングキャパシティに基づく利用調整管理を含む「順応的管理」実

施のための基礎的な実施体制が確立される  
2.1.1. 活動の概要  

プロジェクト期間における成果 1 の概略を以下に示す。  
(1) 成果品  

・ パングラオ地域連絡会議設立の州条例（実施方法 Implementing Rules and 
Regulations：IRR を含む） 

(2) 地方自治体関係職員が取得すべき知識・能力  
・ 順応的管理の概要について理解する 
・ ステークホルダー間で情報共有が可能になる 
・ 合意形成の重要性を理解しそれに資する議論に取り組む  

(3) 成果の完成時点での概要  
・ ボホール州及びパングラオ町、ダウイス町がパングラオ地域連絡会議の運営

にコミットしている 
・ パングラオ地域連絡会議の総会が年 1 回開催され、ワーキンググループ、科

学委員会、Board of Director が適時会議を開催している（各 1 回合計 4 回以

上）。 
 

2.1.2. 活動  
(1) 情報収集と分析（活動 1-1）  

C/P と JET は 2013 年 6 月～7 月にかけて関係機関を訪問し、環境保全に関する関

係機関の現状に関する情報を収集した。収集すべき情報をリストアップしたシート

を使用して情報収集を行い、課題と必要な対応を分析した。  
環境保全対策は国レベル（Department of Environment and Natural Resources：DENR

や Bureau of Fishery and Aquatic Resources：BFAR)、州レベル（Bohol Environment 
Management Office：BEMO）や町レベル（ダウイス町及びパングラオ町）で行われ

ているが、連携はあまりされていない。特に民間との連携や合意形成は十分でない。

既存の組織に環境保全に関する検討機関（合意形成を含む）が存在しないことが明

らかになり、順応的管理の実施体制としてパングラオ地域連絡会議設立の意義が高

いことが確認された。  
(2) パングラオ地域連絡会議の運営体制の策定（活動 1-2）  

収集情報の分析結果に基づき、パングラオ地域連絡会議の構成は図 2-1 のように

策定した。州知事から一般市民まで一堂に会して議論することは困難で現実的でな
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いことから、地域連絡会議はワーキンググループ（一般市民と行政職員：自治体の

環境対策案をステークホルダー間で議論し合意形成を行う）と Board of Director（ワ

ーキンググループ代表と州知事、2 町長：自治体の環境対策案について承認・提案

を行う）、科学委員会により構成される。ワーキンググループは当面はプロジェクト

のコンポーネントである観光保全と汚水・汚泥管理の 2 グループを形成することと

した。会議の開催は LGU が環境に関する計画案や条例案を作成する度にパングラ地

域連絡会議事務局と協議・調整した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 地域連絡会議の構成 

(3) 事業者との事業種別ワークショップの開催（活動 1-3）  
主要事業に対する事業種別ワークショップを 2013 年 9 月から 10 月に実施した。

ワークショップの目的は以下の通りである。  
 パングラオ地域連絡会議のメンバーに必要な能力と専門性の把握  
 想定される連絡会議メンバーの理解向上と連絡会議への参加促進  
ダイブショップやリゾートホテルなど 8 事業種に対して、適宜ダウイス町とパン

グラオ町に分けて 11 回開催した。事業種別ワークショップの概要は表 2-1 のとおり

である。  
事業種別ワークショップを通して各セクターの専門性とパングラオ地域連絡会議

への参加意思を効果的に把握した。また関係者は地域連絡会議に関して様々な発言

をし、それらは地域連絡会議の設立や運営に反映された。  

 

 

Board of Directors

Waste 
Management

Working Group

Tourism & 
Conservation 

Working Group

Scientific CouncilSupport 
Organizations

Scientific 
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Support & 
permission

ProposalProposal

Recommendation
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表  2-1 事業種別ワークショップの概要 

No. Date Sector Major Comment 
1 

September 18, 2013 

MFARMC/MAFC-Dauis  There should be public hearings 
upon the setting up of the executive 
committee & the drafting of policies 
such as provincial ordinances. 

 There should be information 
dissemination on the community 
level. 

2 MFARMC/MAFC-Panglao 

3 September 18, 2013 Dive Shops 
 More Filipinos should be involved. 
 PIEC should parallel with the 

implementation. 

4 September 19, 2013 Women, Youth & Fisher 
Folks-Panglao 

 There were numerous meetings & 
plans made in the past & yet no 
actions executed. 

 Look into the best practice of 
Palawan. 

 Provide copies of the roles and 
functions of each sector in the 
working group. 

5 September 20, 2013 Women, Youth & Fisher 
Folks-Dauis 

6 September 19, 2013 Tour Guides & Boat 
Operators-Panglao 

 Selected sectors should be able to 
identify problems & concerns in the 
community. 

7 

September 20, 2013 

Hotels, Restaurants & 
Resorts-Dauis 

 Base the percentage of 
representation to their contribution 
in the tourism industry. 

 The hotel sector should be present 
in both working groups (waste 
management and tourism).  

8 Hotels, Restaurants & 
Resorts-Panglao 

9 September 25, 2013 Provincial, Municipalities 
& Barangays 

 Marina & Coast Guards should be 
part of the solid waste management 
working group. 

 Philippine Navy and Marina & 
Coast Guards should be part of the 
working group because they have an 
enforcement power. 

 There should be a balance of both 
government and private sector 
representatives in the board level. 

10 September 26, 2013 NGOs, Scientific Council & 
Supporting Organizations 

 Review baseline studies on Panglao 
Island declared as protected 
seascape. 

 There should be a group who will 
focus on the continuation of the 
executive committee. 

 Secretariat should not be a member 
of the board & not in line of 
authority & should not be above the 
directors. 

11 October 1, 2013 
Regional Agencies and 

Cebu Based Partner 
Organizations 

 
(4) パングラオ地域連絡会議及び科学委員会の設立（活動 1-4、1-5）  

パングラオ地域連絡会議は当初の C/P 会議では州知事令により発足することを想

定しており PDM ver.1 にも州知事令を得ることを記載した。しかし、州知事と面談
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した際に同計画を相談したところ、持続的な枠組みとするためには州条例として法

的に位置付ける必要があると指摘された。このため、Provincial Legal Office を C/P
に加えて条例として適切な運営体制と方法の検討を重ね、科学委員会を含むパング

ラオ地域連絡会議設立に係る州条例案を作成した。条例案は 2013 年 10 月に州議会

に送られ、2014 年 1 月 13 日に地域連絡会議に関与するパングラオ町及びダウイス

町の町議会議員や町職員、州政府職員との合同会議が開催され、趣旨説明や意見交

換などが行われた。その後、条例案は 2014 年 1 月 24 日に州条例（Provincial Ordinance 
No. 2014-002）として可決された。2014 年 2 月 3 日には州知事が同条例に署名し、

科学委員会を含むパングラオ地域連絡会議は発足した。  
これを受けて、プロジェクトはパングラオ地域連絡会議第 1 回全体会合を開催し

た。会合ではパングラオ地域連絡会議の役割・運営等の説明、ワーキンググループ

等のメンバーの選定、今後のパングラオ地域連絡会議の活動について協議した。パ

ングラオ地域連絡会議の運営の詳細は、パングラオ地域連絡会議設立条例の実施細

則としてまとめた。  
ワーキンググループ等のメンバーは、条例に規定されている州知事を議長とする

Board of Directors が最終的に選定し、PIEC (Panglao Island Executive Committee) 
BOARD RESOLUTION No. 01-2014: A Resolution Finalizing the Composition and 
Appointing the Members of the Panglao Island Executive Committee for Sustainable 
Environmental Protection Project to Ensure Proper Implementation of Provincial 
Ordinance No. 2014-002 を発行して指名された。  

 
2.1.3. 成果 1 の達成状況  

PDM の指標に基づく成果 1 の達成状況は以下の表の通りである。  

表  2-2 成果 1 の指標と達成状況 

成果  指標  実績  
1．キャリングキャパ

シティに基づく利用

調整管理を含む「順応

的管理」実施のための

基礎的な実施体制が

確立される。 

1．パングラオ地

域連絡会議及び

科学委員会が設

立され、4 回以上

開催される。 

・ 2014 年 2 月に科学委員会を含むパング

ラオ地域連絡会議がボホール州条例と

して発足した。 
・ 2014 年 2 月以来、全体会合 2 回、Board 

of Director 会議 3 回、観光・保全ワーキ

ンググループ会議 6 回、汚水・汚泥管理

ワーキンググループ会議 5 回、科学委員

会 3 回を開催した。 
 
プロジェクト開始時には C/P やその他ステークホルダーは順応的管理に関してほ

とんど理解をしていなかった。情報共有は州や町の内部でも不十分であった。多様

なステークホルダー間での合意形成も形式的で機能していたとは言えなかった。  
順応的管理の枠組みであるパングラオ地域連絡会議の設立及び運営を経て、関与
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した C/P 及びその他ステークホルダーの上記の理解は大きく向上した。特にワーキ

ンググループのメンバーは、モニタリング結果や科学委員会の助言などを得ながら

議論を重ねるにつれて、現状を把握し管理の必要性とその手法について理解するよ

うになった。また立場の異なるステークホルダーの考えを理解して一定の妥協をし

ながら合意形成し、意思決定に協力するというように変化した。C/P は順応的管理

実施のための体制を確立した。  
 

2.2. 成果 2：「順応的管理」の基礎システムが確立された実施体制によってパングラオ

島周辺で実施される  
2.2.1. 活動の概要  

(1) 成果品：  
・ キャリングキャパシティ初期値を含む利用調整計画  
・ モニタリングマニュアル  
・ モニタリング結果の報告書  
・ 行政官用の管理ガイドライン  

(2) 地方自治体関係職員が取得すべき知識・能力：  
・ 順応的管理について理解する 
・ キャリングキャパシティについて理解する 
・ 順応的管理に必要なモニタリングについて理解する  
・ モニタリングマニュアルに従ったモニタリングが出来るようになる  
・ キャリングキャパシティに基づく利用調整計画を提案出来るようになる  
・ モニタリングに基づき利用調整計画を見直すことが出来るようになる  
・ ガイドを活用した観光資源の管理が出来るようになる  
・ 官民連携した活動が出来るようになる  

(3) 成果の完成時点での概要：  
・ パングラオ地域連絡会議が開催されキャリングキャパシティの値や利用調整

計画の協議及び見直しが行われる  
・ パングラオ島周辺でモニタリングマニュアルを活用したモニタリングが行わ

れる  
・ ガイドを活用した観光資源の管理が改善される 
 

2.2.2. 活動  
(1) キャリングキャパシティ設定に必要な情報収集（活動 2-1）  

プロジェクトは成果１の情報収集と同時に 2013 年 6 月から 7 月に関係者を訪問し、

パングラオ島周辺の環境（観光資源・観光利用・保全活動等）に関する研究報告や

モニタリング調査のデータを収集した。  
(2) 観光資源のベースライン調査（活動 2-2）  

観光資源のベースライン調査は現地再委託で SUAKCREM によって行われた。

2013年 7月から 11月に現地調査を行い、2013年 12月に報告書を提出して終了した。 
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調査は 12 箇所の保護区及び４箇所のダイブサイトにおける水際からリーフエッ

ジ 1までのベルトトランセクト、パングラオ島及びバリカサグ島全域のリーフエッ

ジ（マンタ法）、イルカが生息する周辺海域、砂浜、その他景観上重要な地点（景観

撮影）で行われた。調査結果の概要を表 2-3 に示す。  
これらの情報を 2014 年 4 月下旬に開催された観光・保全ワーキンググループ及び

5 月下旬に開催された科学委員会及びで説明し、キャリングキャパシティの検討材

料として活用した。  

表  2-3 観光資源のベースライン調査の概要 

No 項目  調査内容  調査項目 結果概要  
1 サンゴ礁調

査  
①ベルトト

ランセクト

法）  

主要なビーチや

Marine 
Sanctuary 等

16 地点にベル

トトランセクト

を設定し、観光

資源となるサン

ゴ礁、海藻草類、

魚類等の現況及

び水質について

の詳細を定量的

に把握する。  
 

 サンゴの形状・種名及

び被度（％） 

 死サンゴの被度（％） 

 ソフトコーラルの種名

及び被度（％） 

 海藻草類の種名及び被

度（％） 

 魚類の種名及び概略個

体数 

 その他の生物の種名及

び概略個体数 

 底質の概観 

 水質測定（水温・塩分・

COD・透明度・糞便性大

腸菌群数・油膜の有無） 

 写真撮影  

 サンゴの傾向としては台風の

波の影響を受けやすい東側の

被度が低かった。しかしアロ

ナビーチに面する Tawala MS
のリーフフラットで被度が高

いなど、水質汚濁に起因する

サンゴの劣化は現状では顕著

でないと考えられる。 

 海草、海藻、底生動物は様々

な種類が生育・生息しており、

生態系の多様さを示してい

る。魚類はバリカサグ島周辺

の 2 箇所でバイオマスが

1kg/m3 程度と高いが、パング

ラオ島周辺のその他 14 箇所

では概ね 0.1kg/m3 以下と低

い。個体数はバリカサグ島周

辺とその他でそれほど変わら

ないため、大型魚類（漁業対

象となる）がバリカサグ島周

辺以外では少ないと考えられ

る。 

 水質は大腸菌群数が DENR の

基準で海水浴に適したレベル

内にある。 

 ②マンタ法  マンタ法又はグ

ラスボートによ

り、パングラオ

島及びバリカサ

グ島の周辺リー

フ（下図参照）

について、サン

ゴ礁の概況を把

握する。  

 優占サンゴの形状・種

名及び被度（％） 

 その他の観光資源とな

る生物の種名 

 写真撮影  

 島の周辺のサンゴ礁を約 54km

にわたり観察。 

 サンゴの被度は島の西側で高

い 

 Massive corals と Branching 

corals が多い 

2 周辺海域調

査  
ダイビングショ

ップや観光業者

への聞き取りに

より、1 の調査

では把握できな

いクジラ、イル

 クジラ、イルカ等の生

息する位置・季節と状

況 

 

 イルカは 10 頭以上の群れが

年間を通して複数確認されて

いる。小型のクジラが生息し

ているが確認されるのはまれ

である。 

                                                   
 
1 陸域から最も離れた礁の縁。縁から外洋にかけては急速に水深が大きくなり、礁がなくなる。  
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カ、ウミガメ等

の周辺海域の環

境資源について

把握する。 

3 景観調査  主要な観光地点

20 地点程度か

らの眺望景観を

把握する。 

 写真撮影  景観としては 20 地点を GPS
で記録し、写真撮影した。 

 砂浜調査  主要な景観構成

要素となってい

る砂浜の分布状

況について把握

する。 

 砂浜分布状況 

 写真撮影  
 砂浜は主にパングラオ島の南

から南西部にかけて長さ 1km
から 3km、幅 20m 程度で見ら

れる。 

 
(3) 継続モニタリングの手順書作成と開始（活動 2-5）  

継続モニタリングは主に「観光利用に係る項目」と「観光資源に係る項目」に分

類した上で、PIEC という順応的管理運営体制の枠組みの中で、主として科学委員会

及びワーキンググループの毎回の報告事項・議題として取り上げることで、パング

ラオ島を取り巻く現状及び変化状況を定期的にチェック及びモニターしていくこと

ができる仕組みを構築した。それぞれの項目の実施状況を以下に記す。  
1) 観光利用に係る項目  
観光利用に関するモニタリングに関しては、「①空港及び港湾におけるインタビュー

調査」「②バリカサグ島周辺サイトにおけるダイビングのカウント調査」「③ダイブショ

ップのインタビュー調査」「③バリカサグ島周辺におけるスノーケリングのカウント調

査・インタビュー調査」「④ヒナグダナン洞くつにおけるインタビュー調査」「⑤アロナ

ビーチにおけるカウント調査・インタビュー調査・ビーチ利用調査」を実施した。これ

らの調査は、Bohol Tourism Office（BTO）や各町が中心となって、JET が支援して実

施している。①空港及び港湾調査は、従来から BTO で実施している調査をベースに、

調査項目拡充した形で行っている。 
具体的な実施日は以下のとおりである。今後どのような頻度でこれらのモニタリン

グ調査を実施していくかについて、BTO や各町のカウンターパートと検討・調整を行

った。 

表  2-4 自然利用に係るモニタリング調査の実施結果 

調査内容 これまでの実施日 

①空港及び港湾におけるインタビュー

調査 

 2013 年 11 月（インタビュー） 

 2014 年 5 月（インタビュー） 

 2014 年 9 月（インタビュー） 

 2014 年 11 月（インタビュー） 

 2015 年 5 月（インタビュー） 

②バリカサグ島周辺サイトにおけるダ

イビングのカウント調査 

 2013 年 9 月（カウント） 

 2014 年 9 月（カウント） 

 2015 年 3 月（カウント） 

③バリカサグ島周辺におけるスノーケ

リングのカウント調査・インタビュー

 2014 年 6～7 月（カウント・インタビュー） 

 2015 年 3 月（カウント） 
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調査 

③ダイブショップのインタビュー調査  2014 年 6～7 月（インタビュー） 

④ヒナグダナン洞くつにおけるインタ

ビュー調査 

 2014 年 5 月（インタビュー） 

 2014 年 9 月（インタビュー） 

 2015 年 3 月（インタビュー） 

 2015 年 4 月（インタビュー） 

⑤アロナビーチにおけるカウント調

査・インタビュー調査・ビーチ利用調

査 

 2013 年 9 月（カウント・インタビュー） 

 2014 年 5 月（カウント・インタビュー） 

 2014 年 7 月（ビーチ利用） 

 
2) 観光資源に係る項目  
2014 年 1 月までに観光資源モニタリングマニュアル案を作成し、2014 年 2 月にリ

ーフモニタリング（パングラオ島の観光資源の中で最も重要で技術力を必要とされ

るもの）を試行した。その後関係者と議論を重ねてマニュアルの内容を修正し、2015
年 2 月に継続モニタリングのベースラインとなるリーフモニタリングと水質モニタ

リングを実施した。  
a) 観光資源モニタリングマニュアルの作成  
2013 年に現地再委託で実施した観光資源のベースライン調査はパングラオ島周

辺の観光資源の状況を示すものとして将来にわたり参照出来るものである。しかし

調査方法が、特にリーフ調査については、複雑かつ詳細であり、ボホール州が自立

的・継続的に実施するのは難しい。このためボホール州で DENR と州の Marine 
Protected Area – Provincial Technical Working Group（MPA-PTWG）などにより不定期

に行われていた手法（Systematic Point Intercept Method：SPIM）を取り入れ、観

光資源モニタリングマニュアルでは現地再委託で実施したベースライン調査とは異

なる手法とした。また、利用調整検討に資するオニヒトデ（Crown of Thorns Starfish：
COTS）の調査などを追加した。リーフ調査の手法概要は以下の図の通りである。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 観光資源モニタリングマニュアルのリーフ調査手法概要 
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フィールド調査の実施機関は、当初、調査の実施経験がある州の MPA-PTWG を

中心に行うことを考えており、サンプリングサイトは MPA-PTWG の業務範囲であ

る海洋保護区（MPAs）から持続性を考慮して 6 か所とした。しかし、ダイビングの

利用調整やキャリングキャパシティの見直しに反映させるためには、ダイブサイト

で調査を行うことが望ましい。その後 MPA-PTWG 及びパングラオ町と協議を重ね、

フィールド調査はパングラオ町の Reef Rangers が MPA-PTWG の支援のもとに行う

こととし、サンプリングサイトを 6 ダイブサイトに変更した。  
調査結果のデータ管理は現在 Bohol Environment Management Office（BEMO）が担

当していることから、BEMO がデータベース化と分析を行い蓄積することとした。

しかし現状では BEMO はデータを PC に保管しているだけであり、データベースの

構築や分析は行われていない。このため 2015 年 2 月の継続モニタリングでは BEMO
に対してデータベース、分析、報告書作成のトレーニングを行った。  

観光資源モニタリングの実施機関と流れは表 2-5 及び図 2-3 の通りである。  

表  2-5 観光資源モニタリングの実施機関 

Activity  Implementing Organization 
Coral Reef Survey MPA-PTWG, LGUs of Panglao and Dauis, 

PADAYON-BMT 
Water Quality Survey Coral reef monitoring team (sampling), PHO and BEMO 

(analysis) 
Landscape Survey BEMO in collaboration with LGUs of Panglao and Dauis 
Sand Beach Survey BEMO in collaboration with LGUs of Panglao and Dauis 
Data handling BEMO, MDMTP and PADAYON BMT 
Reporting to SC, PIEC and LGUs BEMO 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3 観光資源モニタリングとフィードバックの流れ 

Field Survey
Database  

and 
Analysis

Interpreta-
tion and 

Reporting

Presenta-
tion at 
PIEC 

•MPA-PTWG
•LGU of Panglao
and Dauis
•BEMO 
•PHO

•BEMO

*All environmental 
data is stored in 
BEMO and 
analyzed 

•BEMO
•PPDO

*BEMO interpret 
monitoring results. 
Secretariat of PIEC 
prepare materials 
for PIEC meeting 
with BEMO and 
related 
organization 

•BEMO
•PPDO

*Monitoring 
results are 
presented by 
secretariat and/or 
implementing 
organization 

Monitoring Feedback
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図 2-4 モニタリングマニュアル 

b) 観光資源モニタリングの実施  
観光資源のモニタリングを表 2-6 の通り実施した。2015 年には C/P と協働でモニ

タリング報告書を作成した。  

表  2-6 観光資源モニタリングの実施状況 

Year Date 
/Period 

Item Implementing 
Organization 

Remarks 

2014 Feb. 24 Preparation DENR, MPA-PTWG, JET  
 Feb. 25-27 Field Survey DENR, MPA-PTWG, JET OJT 
 March Reporting JET  
2015 Feb. 5-6 Lecture/Preparation MPA-PTWG, LGU Panglao, JET Training 
 Feb. 9-12 Field work MPA-PTWG, LGU Panglao, JET Reef, OJT 
 Feb. 13 Field work MPA-PTWG, PHO, JET Water, OJT 
 Feb. 16-18 Database MPA-PTWG, LGU Panglao, JET OJT 
 Feb. 20-27 Report writing MPA-PTWG, JET OJT 

 
(4) キャリングキャパシティに基づく利用調整（活動 2-3、2-4、2-6、2-7）  

本活動は、成果 2 において核となる活動であり、地域住民や関連する民間事業者

などの利害関係者への情報共有・意見交換を慎重かつ適切に実施しながらプロジェ

クト期間を通して継続して進めた。  
カウンターパートのうち観光・保全に関するコアメンバー（州政府 BEMO、BTO、

パングラオ町及びダウイス町観光担当者からそれぞれ 1 名）を選定し、週 1 回程度

の定期的なミーティングを通じて対象テーマを絞り、各テーマのキャリングキャパ

シティに基づく利用調整（順応的管理）の実施計画案を作成した。同計画案は各種

モニタリング結果や既存文献に基づくキャリングキャパシティの初期値や利用調整

計画の詳細を記載し、テーマごとに具体的な内容とした。これらの計画案はワーキ

ンググループ会議や科学委員会に提示し、追記・修正等を行った。  
ワーキンググループによる継続的な議論の対象となった計画は図 2-5 の通りであ
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る。パングラオ町のダイビングとダウイス町のヒナグダナン洞窟を第 1 優先グルー

プとし、2014 年 8 月の Board of Director 会議で条例の改定による実施決議を得てパ

イロット活動として進めた。ダイビングは条例が改定され事前予約による利用調整

が行われている。ヒナグダナン洞窟は順応的管理のサイクルを 1 周し、2015 年 7 月

にはモニタリング結果に基づきキャリングキャパシティと利用調整を修正して条例

の再改定が行われた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  2-5 利用調整のテーマと順応的管理の進行状況 

以下 4 つの第 1 及び第 2 優先グループのテーマについてキャリングキャパシティ

の設定等の概要を記載する。  
1) ダイビング  
ダイビングの利用調整はパングラオ町が進めた。現在パングラオには 16 のダイブ

サイトが設定されているが、世界的に見ても質の高いバリカサグ島周辺の 5 つのダ

イブサイトに過剰に利用が集中しており、その利用の調整が急務となっている。  
2013 年 9 月に行ったダイビングのカウント調査によると、バリカサグ島周辺では

一つのダイブサイトあたり平均で年間 24,361 ダイブが行われている。既往文献によ

ると、現状のダイブ数ではおよそ 11%の珊瑚コロニーへのダメージを及ぼしている

と推測される。持続的に珊瑚コロニーを維持するためには、珊瑚の成長率を勘案し

て 4%のダメージ率に止める必要があり、科学委員会においてキャリングキャパシ

ティとして年間約 15,000 ダイブ（Stockwell et al., 2006 によりバリカサグ島で 4%以

下のダメージ率を維持出来る上限値）が推奨された。  
科学委員会の提言に基づき、パングラオ町では既存条例である「Environmental 

User’s Activity System に関する条例」を改定して各ダイブサイトの利用上限値を年

間 21,900 ダイブ/サイト（1 日 60 ダイブ/サイト）とした。推奨値である年間約 15,000
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ダイブと規制値とした年間 21,900 ダイブに乖離があるが、直接的な利害関係者であ

るダイブショップ等の理解を得るために、規制値は推奨値と現状値の中間値を採ら

ざるを得なかった。この規制値についても第 1 回科学委員会で議論し初期値として

は妥当と判断された。  
規制の方法は主にダイビングの事前予約システムの実施であり、2015 年 4 月に本

格的に導入された。導入に先立ち別途条例によりパングラオ町ダイブショップ組合

が形成され、事前予約システム実施の合意を得たこと、違反に対する罰金の科料を

徹底したことから、大きな混乱なく実施されている。2015 年 7 月までの予約状況で

は 60 ダイブに達しないことが大半で、サイトによっては半数程度になることもある。

このため上限は年間 21,900 ダイブ/サイトだが、現在の状況が続くと 17,000 ダイブ/
サイト程度にとどまり、キャリングキャパシティの推奨値である年間 15,000 ダイブ

/サイトに近くなると推定される。  
2) ヒナグダナン洞窟  
ヒナグダナン洞くつはダウイス町の Bingag Barangay が管理しており、2014 年 5

月 8 日に改定されたバランガイ条例（Barangay Ordinance No.03 Series of 2014：Known 
as Regulating Taking a Bath at Hinagdanan Cave）に 30 分間で 50 人を上限とすると規

定した。この数値について 5 月 22 日に開催された第 1 回科学委員会で議論したとこ

ろ、キャリングキャパシティの初期値として妥当と判断された。  
しかし規定が適切に施行されていないことから、プロジェクトはキャリングキャ

パシティの初期値に合わせてヒナグダナン洞くつの利用調整計画を策定し、Bingag 
Barangay の合意を得て 2014 年 5 月 19 日～5 月 25 日にヒナグダナン洞窟ガイドのト

レーニング（2 日間）と洞くつの利用調整トライアル（5 日間）を行った。さらに利

用調整トライアルを評価するためにトレーニングを実施する前（5 月 18 日）と利用

調整最終日（5 月 25 日）に洞くつ観光の満足度などに関するアンケート調査を訪問

客対象に行った。その結果、図 2-6 のように満足度が向上した。この結果を 2014 年

6 月 24 日の第 2 回観光・保全ワーキンググループ会議で議論し、8 月 1 日に開催し

た Board Meeting でバランガイ条例を改定して利用調整計画を継続的に実施するこ

とを勧告する決議（Resolution No.4）が出された。条例の改定は同一年に 1 回と規

定されているため、2015 年 3 月に条例の改定について Bingag Barangay と協議し 2015
年 7 月に条例が改定された。2015 年の改定条例ではキャリングキャパシティを規制

しやすいように洞窟内の人数を常時 30 人以内とし、ガイドによる規制の実施などを

具体的に記載した。  
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図  2-6 ヒナグダナン洞くつの観光地としての満足度 

3) スノーケリング  
スノーケリングも、ダイビングと同様、バリカサグ島周辺での利用が過剰に集中

しているとの関係者からの報告があった。スノーケリングは、ダイビングと異なり

ライセンス取得が課されておらず、事前のレクチャーなしに観光客が楽しめるアク

ティビティであるために、サンゴ礁への大きなダメージの要因となっている。  
2014 年 6 月 24 日、7 月 12 日にスノーケリング調査結果を実施した結果、2 日間

で 529 名のスノーケラーが確認されており、これに基づくと年間利用値は約 88,800
人と推定される。一方で同時に実施したスノーケラーによる珊瑚への影響モニタリ

ング調査に基づくと、スノーケラーのうち珊瑚に接触した率は 17%に止まったのに

対し、スノーケラーを誘導するガイドが珊瑚に接触した率が 81%と高く、ガイドへ

の意識啓発、ガイドシステムの向上がより重要であることが分かった。  
そこで、2014 年 9 月 12 日、10 月 1 日、10 月 29 日の計 3 回にわたり、スノーケ

リングガイドを対象にしたトレーニングワークショップを開催して、意識啓発を図

るとともに、ガイドが適切な案内を行うために、Instruction Manual for the Snorkeling 
Activity in Balicasag Island を作成した。  

キャリングキャパシティの初期値は、バリカサグ島周辺において 150m2/person と

いうボホール州内のパミラカン島で推奨された既往文献の数値が議論された。しか

し、科学委員会でスノーケラーによる実際のダメージの調査を先に行うことが強く

提言されたことから、設定には至っていない。  
4) ビーチ  
ビーチの利用調整はパングラオ町が対策を進めた。パングラオ島の西南端にある

アロナビーチは、パブリックビーチとして観光客のみならず地元住民にも高い人気

を誇るビーチである。ビーチ沿いには、レストラン、リゾートホテル、お土産屋、

ダイビングショップなどが軒を連ね、延長距離約 1km、白浜面積約 1.5ha のエリア

に、36 の商業施設が存在する。2013 年 9 月に行ったアロナビーチ利用状況調査によ

れば、年間延べ 100 万人を超える入込者数がある。アロナビーチ沖の海域は、多く

の商業施設からの排水により富栄養化が進み、他エリアよりも藻類などの繁殖が目

立って増えており、ボカライ島のような海域観光資源の喪失の方向に進みつつある。 
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一方で、国内法(National Water Code)に基づき、海岸線から 10m は砂浜のオープン

スペースとして確保され、20m は構造物の設置が認められないにもかかわらず、ビ

ーチ沿いのレストランは、水際まで営業用のテーブルやイスを設置するなどビーチ

の利用状況が著しく悪化している。2014 年 7 月 14 日に、パングラオ町、州政府、

JICA プロジェクトチームが合同でアロナビーチの海岸利用調査を実施した。その結

果、ビーチ沿いの施設のうち 12%が建築構造物を、12%が工作物（コンクリート施

設など）を 20m ビーチ内に設置しており、45%は営業用のテーブルやイスを設置し

ていることが明らかとなった（図 2－7）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  2-7 海岸線から 20m の状況 

このような状況の悪化を受け、2014 年 11 月に町長令（Executive Order No.9）が

発令され、パングラオ町が当面の策として 20m ビーチ内の移動可能なテーブルなど

の撤去と新規構造物の設置・建設の禁止を講じた。これに対してはレストラン等の

反発があり、2015 年 7 月時点では日没以降のみテーブル等の設置が黙認されている。 
(5) ガイドシステムの向上（活動 2-9、2-10）  

1) ヒナグダナン洞窟  
2014 年 5 月 19 日～5 月 25 日に洞くつのボランティアガイドグループに対するト

レーニングワークショップ（2 日間）と利用調整のトライアル（5 日間）を実施した。

ガイドへの評価を確認するためにトレーニングを実施する前（5 月 18 日）と利用調

整最終日（5 月 25 日）にガイドへの満足度についてアンケート調査を訪問客対象に

行った。その結果、図 2-8 のようにガイドへの評価が向上した。  
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図  2-8 ガイドのトレーニング・トライアル実施前後の評価 

しかし、2015 年 3 月に同じアンケート調査を実施したところ、図 2-9 のようにガ

イドへの評価は低下していた。このため Bingag Barangay と協議し、条例の改定にあ

たり以下のようなガイドシステム向上のための内容を盛り込んだ。  
Guide Policy 

 A group of tourists must enter the Cave with Guide(s) 
 It is prohibited to enter the Cave without guide(s) 

Number of Tourist in a Group Number of Guide 
1-10 persons 1 guide 
11-20 persons 2 guides 
21-30 persons 3 guides 

 
Establishment of Guide Team 

 A cave guide team shall be composed by existing trained volunteer guides 
 All guides must register as official guide in Bingag Barangay  
 New guide needs to have training 
 The guides shall receive compensation. The guides shall collect tickets from tourists, 

and ticketing office shall pay Ten Pesos per one ticket when the guides bring tickets 
to the office  

 

図  2-9 ガイドのトレーニングから 10 ヶ月後の評価の変化 
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2) バリカサグ島のスノーケリング  
バリカサグ島ではスノーケリングを楽しむ観光客を案内するガイドの組合として、

Balicasag Island Snorkeling Guide Association (BISGA)が存在する。しかし規約なども

無く名前だけの状況で機能していない。このため BISGA のシステム向上を支援する

取り組みを行った。  
ガイドを対象としたトレーニングワークショップ 

バリカサグ島のスノーケリングガイドは原則全て BISGA のメンバーである。この

ため BISGA のメンバーを対象としたトレーニングワークショップを表 2-7 の通り開

催した。  

表  2-7 BISGA と開催したトレーニングワークショップ 

No. Date Topics 
1 September 12, 2014 Snorkeling Protocols 
2 October 1, 2014 Snorkeling Manual 
3 October 29, 2014 Re-organization of BISGA and preparation of 

Constitution and By-law. 
 

既存ガイドシステムの修正 
上記トレーニングワークショップを重ねる過程で、ガイドが適切な案内を行うた

めに、Instruction Manual for the Snorkeling Activity in Balicasag Island を作成した。  
さらに、BISGA の規約（Constitution and By-law）をドラフトし、BISGA のガイド

と共に修正・合意の作業を行った。Constitution and By-law の概要は以下の通りであ

る。  
 Article 1: Name and Domicile 
 Article 2: Purpose and Objective 
 Article 3: Membership 
 Article 4: Officers 
 Article 5: Standing Committees 
 Article 6: General Membership Meeting 
 Article 7: Dues, Fees, Fines and other Payments 
 Article 8: Fiscal Year 
 Article 9: Amendments 
 Article 10: Effectivity 

(6) トレーニングプログラムの作成・実施（活動 2-11）  
C/P と協議を行い、キャリングキャパシティに基づく利用調整の優先順位が高く

順応的管理を実施する上で必要な能力の向上に資する以下の５トレーニングを選定

した。プロジェクト活動の進捗に応じて各トレーニングのプログラムを作成し、実

施した。  
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表  2-8 成果 2 のために実施したトレーニング 

No. 実施時期  トレーニング  
1 2014 年 3 月  キャリングキャパシティ・トレーニング  
2 2014 年 5 月  ヒナグダナン洞窟ガイドトレーニング  
3 2014 年 9 月～10 月  スノーケリングガイド・トレーニング  
4 2014 年 11 月  GIS トレーニング  
5 2015 年 2 月  観光資源モニタリングトレーニング  
 

(7) 行政官用管理ガイドラインの作成（活動 2-12）  
プロジェクト期間を通じて導入してきた順応的管理の

基礎システムを継続的に実施するための指針として、プロ

ジェクト終了前に行政官用の順応的管理ガイドラインを

作成した。順応的管理の基礎システムはパングラオ地域連

絡会議を通じて進めるものであり、パングラオ地域連絡会

議での議論の進め方などを記載した。同ガイドラインは

PIEC の第 3 回 Borad meeting（2015 年 8 月 12 日）で承認

され、プロジェクト終了時には公式なガイドラインとして

位置付けられるため州議会に提出された。  
(8) 観光利用調整に関するフィリピン国内の視察（スタディーツアー）（活動 2-13） 

2014 年 7 月 1 日から 7 月 4 日（4 日間）に、主にボホール島で導入しようとして

いる利用調整の参考例になるセブ島及びアポ島を対象にしたスタディーツアーを実

施した。研修員は主要カウンターパート機関である州政府（BEMO、BTO）、パング

ラオ町、ダウィス町、JET の専門家を含む計 9 名であった。副総括の平野が全行程

同行して研修員の理解促進を支援した。研修スケジュールは表 2-9 の通りである。  
研修員は研修の目的を踏まえて積極的に意見交換や視察を行うとともに、研修の

レビューワークショップを開催し、研修で得られた経験や知識を次の活動に活かす

ための議論も行い、研修目的は達成された。  

表  2-9 スタディーツアーのスケジュール 

Date Destination and Objective Schedule 
July1 

(Tue) 
Nalusuan Island (CEBU) 
 

Meet the mgt body 
Cordova, Mactan on privately run MPA 

July2 
(Wed) 

Malapascua Island (CEBU) Meet the mgt body 
Daan Bantayan to visit their best practices 

on beach management 
July3 

(Thu) 
Apo Island (NEGROS) Meet the mgt body @ 1:00 am onwards 

to see their carrying capacity practices and 
environmental user’s fee (EUF) system 

July4 
(Fri) 

Homeward bound  
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2.2.3. 成果 2 の達成状況  
PDM の指標に基づく成果 2 の達成状況は以下の表の通りである。  

表  2-10 成果 2 の指標と達成状況 

成果  指標  実績  

2. 「順応的管理」の

基礎シス テムが

確立され た実施

体制によ ってパ

ングラオ 島周辺

で実施される。  

2.1 モニタリング結果に基

づきキャリングキャパ

シティが設定され、地域

連絡会議で観光利用調

整に関する合意が行わ

れる。  

2.2 順応的管理の基礎シス

テムを含む行政官用管

理ガイドラインが作成

される  

・ モニタリング結果に基づくバ

リカサグ島のダイビングとヒ

ナグダナン洞窟のキャリング

キャパシティが設定され、利

用調整計画が地域連絡会議の

ワーキングループ会議及び

Board of Director 会議で合意

された。同計画を LGU に提言

し、LGU は計画を条例化して

実施した。  

・ 順応的管理の基礎システムを

含む行政官用管理ガイドライ

ン が 作 成 さ れ 、 州 議 会 の

Resolution を得て公式文書と

なった。  

 
C/P はプロジェクト開始時にキャリングキャパシティについて一定の知識は持っ

ていたが、設定することは出来なかった。このため適切な数値による利用調整が出

来なかった。プロジェクトで情報収集からキャリングキャパシティ初期値設定に関

する協議、トレーニング、モニタリング、パングラオ地域連絡会議での議論を経て、

キャリングキャパシティの設定が出来るようになり、その値に基づく利用調整計画

を策定及び見直しすることが出来た。  
モニタリングについても観光利用と観光資源のモニタリングをマニュアルに基づ

き定期的に行い、モニタリングの重要性を理解するとともに、モニタリングの実施

と活用が出来るようになった。  
パングラオ島で活動するガイドについては、スノーケリングのガイドとヒナグダ

ナン洞窟のガイドが存在していたが、ルールや指導体制などが存在せず、観光資源

に関する知識も不十分だった。このためトレーニングや規則の導入を図り、資源管

理状況が改善した。C/P は順応的管理の基礎システムを確立した。  
 

2.3. 成果 3：パングラオ島周辺における順応的管理を継続するためボホール州全体に

おける持続的観光開発を検討する  
2.3.1. 活動の概要  

プロジェクト期間における成果 3 の概略を以下に示す。  
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(1) 成果品  
・ 新たな観光振興コンセプトと宣言「Eco-tourism Bohol」 
・ 計 100 の個別エコサイト、計 10 の日帰りパッケージツアーの開発 
・ 観光情報を提供するポータルサイト 
・ 観光情報を提供するパンフレット、ポスター 

(2) 地方自治体関係職員が取得すべき知識・能力  
・ ボホール州の観光資源に関する知識を習得する 
・ エコツーリズムを理解する 
・ エコツアー開発の企画、施設・資材等の整備が検討出来るようになる  
・ エコツアーの広報が出来るようになる  
・ ウェブサイトを観光のために効果的に利用できるようになる  

(3) 成果の完成時点での概要  
・ 計 100 の個別エコサイト、計 10 の日帰りパッケージエコツアーをメニュ

ーとする新たなボホールの観光ブランドが確立されている  
・ ボホール州の観光を効果的に発信するポータルサイトが運営されている  

 
2.3.2. 活動  

(1) ボホール州の観光資源・観光開発に係る現状のレビュー（活動 3-1）  
ボホール州観光開発コンセプトの明確化やパイロット事業実施の準備として、既

存の観光ウェブサイトや BTO (Bohol Tourism Office)が数年前に収集した各町等が発

行している観光パンフレット等の情報を活用するとともに、現地調査を実施し、ボ

ホール州の観光資源・観光開発の現状についての情報収集を実施した。  
2014 年 8 月 4 日にボホール州内の全町の MTO (Municipal Tourism Officer)を対象と

したワークショップを開催し、エコツーリズム振興プログラムの活動内容、実施方

法、スケジュール等の説明を行った。それと同時に、MTO に対して、エコツアー・

観光資源のインフォメーションシートを用いて、エコツアー及び観光資源に関する

情報・データの収集を実施した。  
(2) ボホール州の観光に係るコンセプトの明確化（活動 3-2）  

観光振興に係る新たなコンセプト設定に向けて、2014 年 6 月 30 日に PTC 主催に

よる州全町の観光担当者の会合、前述の 2014 年 8 月 4 日開催の全町の MTO ワーク

ショップを開催した。これらの場で、本プロジェクトが目指すボホールの観光振興

に関する新たなコンセプトについて合意形成を図った。その後、2014 年 8 月 12 日

に民間観光セクターを対象としたワークショップを開催し上記のコンセプトを共有

した。  
本プロジェクトで設定した新たな観光振興コンセプトは「Eco-tourism Bohol」と

銘打ち、多くの自然・文化資源、地域産業に恵まれたボホールにおいて、これら潜

在的な観光資源を最大限に活用し、初期投資を抑えて地域に裨益するような観光形

態を目指すものとした。2014 年 11 月末には、マングローブと葉（魚）をモチーフ

とした「Eco-tourism Bohol」のロゴマークが完成した（図 2-10 及び図 2-11）。  
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図 2-10 エコツーリズムボホールのロゴ

デザイン 
図  2-11 エコツーリズムボホールのロゴ

をデザインした団扇 

 
(3) ボホール州全体の観光開発ガイドラインの作成（活動 3-3）  

新コンセプトに基づく活動を促すために、「エコツーリズム振興プログラム」を策

定して展開した（図 2-12）。全州下のエコツアーサイトに対して、ウェブサイト紹

介・案内板・横断幕の 3 点（QR コードを通じて相互に情報互換性を確保）の提供

を通じた支援を実施するものである（図 2-13）。加えて、同時並行的に USAID が実

施している「Visit Bohol 2015 プログラム」との連携も図った。  
また、エコツーリズム振興プログラム及びパイロット事業の実施体制として、2014

年 10 月に「エコツーリズム振興プログラム委員会 (Eco-tourism Promotion Program 
Committee)」を設立した。この委員会は、議長を民間の旅行代理店の代表者が務め、

官民交えてその他 10 名のメンバーで構成する。委員会の役割は、エコツアーサイト

の現地視察、ミーティング開催によるエコツアープログラムの検討、準備、実施の

支援、助言などである。この委員会を中心に、既存の PTC (Provincial Tourism 
Committee)、BTO、各町の MTO、民間事業者、JICA チームが連携して取組を進めた

（図 2-14）。  
また、BTO が中心となりエコツアーの開発・実施に当たって活用することができ

る「観光開発ガイドライン（エコツアー開発・運営ガイドライン）」を作成した。ガ

イドラインは、①各町から入手したエコサイト情報の整理、②エコサイトの現地視

察の実施、③マーケティングのための観光客インタビュー調査、④個別エコサイト

のパッケージ化、⑤エコツアーの商品化に向けた実施計画の作成（ハード、ソフト

の整備計画を含む）という構成で作成した。  
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図  2-12 エコツーリズム振興プログラムの実施フロー 

 

  

図 2-13 エコツーリズム振興プログラム

の支援フレームワーク 
図  2-14 エコツーリズム振興プログラムの

実施体制 

 
(4) 作成された観光開発ガイドラインに基づく個別のエコツアー開発の企画（活動

3-5）  
エコツアー開発の企画にあたって、関係者間で検討・合意した上で、100 の個別

エコツアーサイト、それら個別エコツアーサイトを組み合わせた 10 の日帰りパッケ

ージツアーを目標として設定した（図 2-15）。  
開発企画のスケジュールは、2014 年 7 月から、①各町からの個別サイトの情報収
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集、②個別サイトの現地確認調査、③ウェブ開発（詳しくは後述）、④個別サイトの

パッケージ化、⑤パッケージツアーの実証ツアー、⑥個別サイトのローカルガイド

のトレーニングに順次取り組んだ（図 2-16）。それらの作業工程の後に、2015 年 2
～3 月を重点にして、その後も継続する形でパイロット事業を展開した（詳しくは

後述）。2～3 月後にも、引き続き上記の①～⑤を進め、目標である 100 の個別エコ

ツアーサイト、10 のパッケージツアーの組成のための現地調査や検討を進め（表

2-11）、結果として、プロジェクトの現地調査終了時点の 9 月初旬までに 102 の個別

エコツアーサイト、12 のパッケージツアーを開発して目標を達成した。今後も、現

地で引き続きツアーの新たな開発と、ツアーの内容の充実が図られて行くこととな

る。なお、これらの開発された個別エコツアーサイトには、歓迎横断幕とエコツア

ー認定パネルが配布された（図 2-17、2-18）。  

 
 

図 2-15 エコツーリズム開発の目標設定 図 2-16 エコツーリズム開発の進め方 

 

表  2-11 エコツアー開発のための作業実施スケジュール 

日程 種別 対象地（町名称など） 

2014 年 8 月 4 日  関係者ワークショップ  プログラムの立ち上げ  
2014 年 8 月 6 日  関係者ワークショップ  （全般）  
2014 年 8 月 12 日  関係者ワークショップ  （全般）  
2014 年 9 月 2 日  個別サイト現地確認調査 Antequera, Catigbian, Sagbayan 
2014 年 9 月 23 日  関係者ワークショップ  （全般）  
2014 年 10 月 8 日  個別サイト現地確認調査 Cabilao 
2014 年 10 月 22 日  個別サイト現地確認調査 Batuan, Bilar 
2014 年 11 月 5 日  個別サイト現地確認調査 Baclayon 
2014 年 11 月 6 日  第一回委員会  （全般）  
2014 年 11 月 7 日  個別サイト現地確認調査 Bilar 
2014 年 11 月 24 日  パッケージ化（ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ） Site1 (Tubigon, Loon, Maribojoc) 
2014 年 11 月 27 日  パッケージ化（ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ） Site2 (Anda, Jagna, Loay) 
2014 年 11 月 27 日  パッケージ化（ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ） Site3 (Albur, Loay, Batuan, Bilar) 
2014 年 12 月 1 日  パッケージ実証ツアー  Site1 (Tubigon, Loon, Maribojoc) 
2014 年 12 月 12 日  パッケージ実証ツアー  Site3 (Albur, Loay, Batuan, Bilar) 
2014 年 12 月 15 日  パッケージ実証ツアー  Site2 (Anda, Jagna, Loay) 
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2014 年 12 月 17 日  パッケージ検証（ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ） Site1, Site2, Site3 
2015 年 2 月 3 日  ガイドトレーニング  Site1, Site2, Site3 
2015 年 2 月～  
（2～3 月に重点）  

パイロット事業（Eco-tourism Bohol Promotion Campaign） 
※詳しくは後述  

2015 年 4 月 8 日  レビューワークショップ Site1, Site2, Site3 
2015 年 5 月 13 日  個別サイト現地確認調査 Buenavista, Talibon, Ubay 
2015 年 5 月 22 日  個別サイト現地確認調査 Jagna, Duero, Candijay 
2015 年 5 月 27 日  個別サイト現地確認調査 Mabini, Alicia, Ubay 
2015 年 6 月 5 日  個別サイト現地確認調査 Corella, Sikatuna, Loboc 
2015 年 6 月 9 日  個別サイト現地確認調査 Tagbilaran 
2015 年 6 月 17 日  個別サイト現地確認調査 Inabanga 
2015 年 6 月 19 日  個別サイト現地確認調査 Calape, Antiquera 
2015 年 6 月 26 日  個別サイト現地確認調査 Dimiao, Lila 
2015 年 7 月 8 日  個別サイト現地確認調査 Cogtong Bay, Garcia Hernandez 
2015 年 7 月 10 日  個別サイト現地確認調査 Balilihan, Sevilla 
2015 年 8 月 10 日  パッケージ実証ツアー  Site9 (Corella, Sikatuna, Loboc) 
2015 年 8 月 12 日  パッケージ実証ツアー  Site8 (Danao, Carmen, Sevilla) 
2015 年 8 月 13 日  パッケージ実証ツアー  Site6 (Talibon, Ubay) 
2015 年 8 月 14 日  パッケージ実証ツアー  Site7 (Mabini, Duero, Dimiao) 
2015 年 8 月 17 日  パッケージ実証ツアー  Site4 (Loon, Antequera, Balilihan) 
2015 年 8 月 18 日  パッケージ実証ツアー  Site5 (Loon, Antequera, Balilihan) 
2015 年 9 月 2 日  関係者ワークショップ  （クロージング）  

 

  
図 2-17 個別エコツアーサイトに配布さ

れた歓迎横断幕（例） 
図 2-18 個別エコツアーサイトに配布され

た認定パネル（例） 

 
(5) パイロット事業の実施（活動 3-6）  

エコツーリズム振興プログラムの取り組みを盛大に旗揚げ・展開することをねら

いとして、2015 年 2 月からパイロット事業「Eco-tourism Bohol Promotion Campaign」
を開始した。特に 2～3 月を重点期間として設定した。このパイロット事業の実施方

法、スケジュール案は、11 月 6 日に開催した第 1 回エコツーリズム振興プログラム

委員会にて説明・合意を得た。  
このパイロット事業（2～3 月の重点期間）は、主に 2 つのコンポーネントで構成

した。1 つ目のコンポーネントは「キャンペーンツアー」であり、複数町でパッケ

ージ化された 3 つのエコツアーを対象に実際に観光客を招待してトライアルツアー

を実施した（図 2-19）。このトライアルツアーを通して受け入れ体制・受入れ環境
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の整備を図るとともに、ツアーガイド等の能力向上を図った。キャンペーンツアー

には、ツアー1（2015 年 2 月 19～21 日の計 3 日間）に 54 名の参加者、ツアー2（2
月 26～3 月 1 日の計 4 日間）に計 95 名、ツアー3（3 月 5～8 日の計 4 日間）に計 93
名、3 ツアー合計で 242 名が参加した（図 2-20）。  

 

図 2-19 3 つのキャンペーンツアーの対象地 

  
図 2-20 キャンペーンツアーの様子 

 
もう 1 つのコンポーネントは「プロモーションイベント＋レビューワークショッ

プ」の式典の開催であり、これはボホール州の知事及び州下の全ての市長及び MTO
や観光関係者を招待し、「エコツーリズムボホール」を盛大に立ち上げるとともに、

キャンペーンツアーで一部の町が得られたノウハウや課題を MTO 間で共有して、

今後の全島への展開を図るものとした。同式典は、2015 年 3 月 21 日に開催し、ボ

ホール州知事をはじめとする計 146 人が参加した。なお、同式典の様子は日刊マニ

ラ新聞や現地紙にも紹介された（図 2-21）。  
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図 2-21 エコツーリズムボホールの式典の記事（日刊マニラ新聞） 
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なお、上記のキャンペーンツアーは 3 つのパッケージツアーで実施したが、プロ

ジェクト対象のパングラオ島へのこれ以上の観光客の集中を他エリアに拡散してい

くための第一歩となる先駆的なツアーになることをねらいとした。そのため、キャ

ンペーンツアーの選定・企画にあたっては、①主要な観光目的地であるパングラオ

島の代替地として、パングラオ島と同じくボホール中心地である州都タグビララン

市から日帰りで 1～2 時間程度の移動で行けること、②トライアルとして多くの町を

巻き込むために、3 つのツアーの対象エリアはできる限り分散させること、1 つのパ

ッケージツアーにできる限り多くの町を含めること、③エコツーリズムというコン

セプトの下で、ボホールの潜在的な観光資源である「自然（山・海）」「文化」「芸能」

「工芸品」「海産物」「地形」などの多彩な魅力を含めること、に配慮した。また、

外国人観光客の受入可能なレベルとし、移動、資源の質、魅力、安全面などを考慮

してサイトでトイレや案内板の不備が確認できた場合は、最低限の改善支援を実施

した。キャンペーン終了後の 2015 年 4 月 8 日には、キャンペーンツアーのレビュー

を行い、今後の改善につなげるために、レビューワークショップを開催して、キャ

ンペーンツアーの実施関係者が出席した。  
2～3 月の重点期間後も継続してパイロット事業を進め、個別サイト現地確認調査

やパッケージ実証ツアーなどを通して、最終的に 102 の個別エコツアーサイト、12
のパッケージツアーを開発した。  

 
(6) ボホール州全体に対する観光開発ガイドラインの実践に向けた理解促進（活動

3-4）  
新たなコンセプトである「エコツーリズムボホール」の趣旨を、行政職員、観光

事業者等を中心とする受入れ側、そしてツアーに参加する観光客にしっかりと理解

をしてもらうために、「エコツーリズム宣言（Eco-tourism Bohol Commitment）」を検

討・作成し、式典の際に州知事が宣言を行った。フレーム入りの宣言書も州庁舎や

町役場など州内の主要各所に掲示した（図 2-22）。加えて、9 月 2 日に開催した関係

者ワークショップ（BTO、MTO、ガイド、観光事業者、エコツアーサイト管理者な

ど）では、出席者全員で宣言・サインを行った。  
その他、ポータルウェブサイトの構築、パンフレットの配布を行うとともに（詳

しくは後述）、2015 年 2～3 月のキャンペーンツアーの際には、市内 33 ヶ所に 3 色 1
セットの広告を掲示して、一般市民への理解促進を図った（図 2-23）  

上記に加え、(4) 等で既述のように、州町の MTO、観光事業者を交えたミーティ

ングやワークショップを数多く実施することによる理解促進も図った。  
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図 2-22 エコツーリズムボホール宣言 図  2-23 市内各所での広告の掲示 

 
(7) ボホール州全体の観光情報を提供するためのポータルサイトの構築（活動 3-7）  

本活動はポータルサイトの管理を行う BTO 職員が中心に作業を進めた。ウェブサ

イトの主要な構成や関係機関との調整は CP の 2 名の BTO 職員が行い、ウェブサイ

トの更新や情報収集は、上記 2 名の管理のもと 5 名程度の職員が担当した。  
以下は、このような BTO と JET の体制を中核とし適宜関係者と調整しながら進

めた作業の概要である。  
a. ポータルサイトのコンセプトの明確化  

ボホールの観光資源に係る既存ウェブサイトをレビューした上で、ウェブサイト

作成の基本コンセプトを明確にした。ボホールの観光資源に係る既存ウェブサイト

は大きく分けてボホール州や各自治体が運営するサイトと旅行代理店が運営するサ

イトが存在する。これら既存ウェブサイトの現状（長所と短所）を考慮し、新規作

成するウェブサイトでは、下記三点を基本コンセプトに据えた。  
 すでによく知られている観光スポットだけでなく、ボホール州全土の観光情

報の掲載  
 極力文字の量を減らして写真や動画などを使った視覚的なアピール  
 ツアーへの申込みなどの連絡先の明確化  

b. ウェブサイトのデザイン作成  
新規に作成するウェブサイトのドメイン名は、インターネット検索性等を考慮し

て、「www.boholtourismph.com」を購入し、州の観光情報を提供する正式なウェブサ

イトとした。内容は、①エコツアーだけでなくチョコレートヒルやダイビングなど

の情報も含めたボホール州全体の観光を紹介すること、②本プロジェクト終了後の

継続的な更新を考慮し使用言語は英語のみにすること、とした。JET は主に本ウェ

ブサイトの全体のデザインとエコツアーを紹介するサブページの作成支援を行った。 
本ウェブサイトは、トップページの下に 3 つのサブページを設け、トップページ

より各サブページへ移動できる構成とした。エコツアーに関する情報を紹介する

Ecotourism サブページでは、各エコツアーに関する魅力的な写真を一枚ずつ載せ、

それらの写真をクリックすると各エコツアーの詳細ページへ移行する構成とした。 
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ポータルサイトアドレス  
http:// www.boholtourismph.com  

トップページのスライドショー  

   
Homepage Ecotourism Sightseeing 

 

 

 

図  2-24 トップページのデザイン 

 

図  2-25 Ecotourism サブページのデザイン 

また、パイロット事業「Eco-tourism Bohol Promotion Campaign」のパッケージツ

エコツアー詳細ページ

Ecotourismサブページ
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アーを紹介するページを Ecotourism サブページの中に作成した。本ページ内には予

約システムも構築しており、ウェブサイトからツアーへの申し込みが可能である。

キャンペーン期間中は上記ページへリンクする QR コードがプリントされたパンフ

レットがホテルや観光客に配布された。その結果、本予約システムを通じてキャン

ペーンへ申し込みを行った観光客もみられ、機能が活用されることが確認された。 
c. ソーシャルメディアの活用  

ウェブサイトの閲覧者数を増加させるために、Facebook や Twitter 等のソーシャル

メディアも活用した。現代社会においてウェブサイト閲覧者の獲得にはソーシャル

メディアの活用が大きな鍵を握っており、活用次第では観光情報を拡散的に発信す

ることが可能である。今回 BTO は新規に作成したウェブページと連動する Facebook
ページを新たに作成し、ウェブサイト同様に BTO が一括して管理を行うことにした。

BTO 職員による対応を進め、大手検索エンジンである Google や Yahoo で”Bohol 
tourism”のキーワードでの検索ではランキングは 1 位であり、多くのインターネット

ユーザーが閲覧できる状態を保っている（2015 年 8 月 31 日現在）。  
Facebook アドレス  
https://www.facebook.com/Boholtourismph 

d. ウェブサイトの更新作業  
BTO 職員が中心となり、ボホール州全土の MTO に呼び掛け、各市町村のエコツ

アーに関する情報を収集した。収集した観光情報は BTO により精査され、新規エコ

ツアーページの作成と各ページの更新作業を行った。更新作業を進めた結果、2015
年 8 月 31 日現在で約 40 のエコツアー紹介ページと 12 のパッケージツアーのページ

が作成された。加えて、エコツアー以外のホテルや飲食店に関する観光情報につい

ても BTO が主体となってページの更新を継続している。  
e. 技術移転  

プロジェクト終了後もウェブサイトが継続的に

更新されるように、ウェブサイト運営に係る講習会

を全 5 回実施した（表 2-12）。講習会では更新方法

の習得だけでなく、今後どのようにウェブサイトを

更新していくのかその体制についても議論を重ね

た。講習会へ参加した BTO 職員は特にマーケティ

ングに係る部分に強い興味を持ち、多くの質問がな

された。  
 
 
 
 
 
 
 

講習会の様子  

https://www.facebook.com/Boholtourismph
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表  2-12 講習会の実施状況 

 
 

(8) ボホール州の観光情報の提供のためのパンフレットの作成支援（活動 3-8）  
観光情報の提供のためのパンフレットは主として 2 種類を作成支援した。1 種類

目はパイロット事業「Eco-tourism Bohol Promotion Campaign」を実施する際に、関

係者、ホテル・レストラン、観光客に配布したパンフレットである。これはキャン

ペーン対象地である 3 つのパッケージを紹介するものであり、計 10,000 部を準備し

た（図 2-24 で内容を前掲）。  
2 種類目はプロジェクト終了前に、それまでに開発された 102 の個別エコツアー

サイト、12 のパッケージツアーを紹介するとともに、エコツーリズムの趣旨やポー

タルウェブサイトを紹介するものであり、計 20,000 部を準備した（図 2-26）。  

     
図 2-26 最終パンフレット（表紙及び内容を一部抜粋） 

 
2.3.3. 成果 3 の達成状況  

PDM の指標に基づく成果 3 の達成状況は以下の表のとおりである。  

日時 場所 参加者 講習会テーマ

第1回講習会 2015/2/6 JET office 7名（BTO職員）
・ウェブサイトの概要
・ソーシャルメディアの活用
・データの共有方法

第2回講習会 2015/2/13 JET office 6名（BTO職員） ・ウェブサイトの更新手順

第3回講習会 2015/2/25 JET office 6名（BTO職員）
・ウェブサイト更新の演習
・今後の情報収集スケジュール

第4回講習会 2015/8/26 JET office 6名（BTO職員） ・ウェブサイトの更新手順の復習

第5回講習会 2015/8/27 JET office 6名（BTO職員） ・ウェブサイトの更新作業の実施
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表  2-13 成果 3 の指標と達成状況 

成果 指標 実績 
3. パングラオ島周

辺における順応的

管理を継続するた

めボホール州全体

における持続的観

光開発を検討する 

3.1 ボホール州観光開発

コンセプトが明確にな

り、パイロット事業によ

り拠点開発が試行され

る。 

・ 観 光 開 発 の 新 コ ン セ プ ト で あ る

「Eco-tourism Bohol」が明確化し、

州全域での理解が深まった。2015 年

3 月の式典にて同コンセプトの立ち

上げが州知事により宣言された。 
・ 新たなポータルウェブサイトが企

画・整備され、州政府 BTO によって

運用されている。 
・ 2015 年 2 月からパイロット事業が実

施 さ れ 、 2 ～ 3 月 の 「 Promotion 
Campaign」では計 242 名がトライア

ルツアーに参加した。新聞雑誌等での

反響も多くあった。 
・ 上記パイロット事業 3 パッケージツ

アーの対象となった計 13 の個別エコ

サイトでは、観光客の受入れ施設・機

材等の改善がなされ、拠点開発が進ん

だ。 
・ 最終的に計 102 の個別エコツアーサ

イト、計 12 のパッケージツアーが開

発され、それらサイトには歓迎横断幕

と認定パネルが配布されるとともに、

ウェブサイトで紹介された。 
 

【個別排水処理施設の能力強化】 
 
2.4. 成果 4：個別排水処理施設の建設及び管理に関する最適な規制方法が提案される  
2.4.1. 活動の概要  

プロジェクト期間における成果 4 の概略を以下に示す。  
(1) 成果品  

個別排水処理施設の建設及び管理に関する法規制として、「ボホール・サニテーシ

ョン・コード」及び町条例の追加/修正版（実施方法 IRR を含む）  
 
ボホール・サニテーションコード：下水道整備に係る修正案を追加したコードが

州議会で承認されたばかりであり、本編の修正は、行わず、実施要領(IRR)を添付す

ることで対処した（IRR は、技術協力成果品参照）  



新ボホール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト 
業務完了報告書 

 

35 
 

町条例：既存条例には、殆ど必要事項が考慮されていなかったことから、新たに

追加記述を行い、実施方法については、「ボホールサニテーション・コード」に従う

とした（内容が追加された条例は、成果品資料参照）。  
(2) 地方自治体関係職員が取得すべき知識・能力  

・ 個別排水処理施設の管理に関わる国家から町に至る関連法規に対する知

識 
・ 関係者に対する改定法規の説明と指導のための知識が取得される。 
・ 将来に亙って関連法規の必要改定を図る上での対応方法が理解される。  

(3) 成果の完成時点での概要  
・ 州及び町において修正/改定法規が施行される。 
・ 関係者により個別排水処理施設（セプティック・タンク）の本来の役割が

理解され、設計、建設、維持管理に亙って、少なくとも新規の個別排水処

理施設に対しては、適切な対応がなされる。 
・ 設計基準に見合った越流水水質の改善が促進される。 

 
2.4.2. 活動  

(1) 個別排水処理施設に係る作業実施方針・方法の確認・協議、C/P セミナー実施（活

動 4-1）  
2013 年 6 月中旬に技術支援開始後、7 月初旬まで、3 回に亙って、衛生・下水コ

ンポーネント関係者に対して、作業方針案を示し、協議・確認を行い、作業体制を

構築した。  
(2) 個別排水処理施設に係る既存の法・規制に関する情報の収集・整理  (活動 4-1） 

関係者に対するオリエンテーションを通じて、必要情報の収集を依頼し、関連法

規を収集整理した。  
(3) 関係者に対するインタビュー調査の実施  (活動 4-2）  

ダウイス町及びパングラオ町の C/P と詳細スケジュールを作成し、2013 年 7 月中

に、個別排水処理施設の設置、維持管理状況と問題点の把握のため、インタビュー

調査を一般家庭及び選定したホテルを訪問して、実施した。  
(4) 法・規制、中間検査、妥当な罰則を考慮した効果的なマネージメント・システ

ムの検討 (活動 4-3）  
個別排水処理に係る問題点及び、関連法規のレビュー結果に基づき、関連法規及

び実施方法に関する修正案を作成し、ワークショップでのたたき台とした。  
(5) 既存法・規制に基づくステージ別の担当職員必要作業に関するセミナーの実施 

(活動 4-4）  
既存法・規制について、必要な追加修正内容を整理し、関係者ワークショップを

開催した。個別排水処理施設（セプティック・タンク）の設計方法及び基準の考え

方に問題があることが確認され、パングラオ島の土壌条件を勘案したうえで、本来

の標準セプティック・タンクを適用するように、わかりやすい実施規定を作成した

他、町関係者の必要作業を計画から維持管理段階に亙り整理した。  
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(6) C/P による既存法・規制の改善案の検討 (活動 4-4）  
JICA 専門家が作成した法・規制修正案について、関係 C/P は、内容の理解と実施

細則を含む修正案を検討し、既存条例の修正準備を行った。  
(7) 関係者全員による既存法・規制の改善案に関する協議と最終化  (活動 4-4）  

州所管のボホール・サニテ―ション・コード及び町条例について、各 C/P により、

関連部署内での協議・調整が行われた。  
(8) 既存法・規制改善案に関するセミナー/ワークショップの開催 (活動 4-4）  

州関連法・規制の改善案については、関連部署の合意を得て、州議会への承認手

続きに入った。しかし町条例については、町 C/P による理解の他、町議員による協

力が必要であることから、各町別に趙町議員を対象として、説明・協議を 2013 年

10 月初旬に行った。  
(9) 現行の法・規制に係る修正案について、政府関連機関長との協議 (活動 4-4）  

町条例の修正の必要性と内容について、関連 2 町の町長に説明し、理解を得た。

しかし、既存のセプティック・タンクの大半が、既存法に示された標準仕様に反し

ていることから、新規建設が必要となる他、ペナルティー問題も関係して、町議員

によるさらなる理解と対応が必要となった。  
(10) 法・規制に係る修正提案について政府関連機関長からの大枠合意 (活動 4-5）  

2013 年 11 月中には、数回にわたる町長及び町議員へのフォローアップ説明・協

議を通じて、修正案の大枠について了解を得た。  
(11) C/P 及び町議員（サングニアン・メンバー）による既存法・規制の修正案最終化

支援  (活動 4-6）  
既存のセプティック・タンクの構造及び能力が、従来の標準タンクに合致してい

ないことから、JICA 専門家チームは、その是正を図るための条例案の策定支援を行

った。しかし、セプティック・タンクの建設・管理が個人によることから、所得の

格差、パングラオ島の土壌特性から、難しさが残り、さらなるフォローアップが必

要であると認識され、JICA 専門家チームは、関係者説明の継続、住民対話等の支援

にも介入することとなった。但し、新規セプティック・タンクの設計、建設チェッ

クに当たっては、本来の標準が適用され始めた（条例の変更なしで、対応が可能で

あることから）。  
(12) 比国既存セプテッジ処理施設視察結果を基に関連 LGU が適用している法・規制

を参照して条例改定案の見直し実施 (活動 4-6）  
州及び町関係者による比国内の既存セプテッジ・マネージメントシステム視察結

果を受けて、関連法規案の見直しを行った。基本としたのは、ドマゲテ市の事例で

ある。  
町条例に反映すべきセプテッジの収集・処理のための料金徴収メカニズムに関し

ては、セプテッジ処理施設の建設に関する F/S の中で議論されているが、給水量に

対応した各戸及びホテル等の商業施設からの徴収が望ましい。但し、公共による給

水が行われていない場合もあり、この場合には、前述したサンフェルナンド市が採

用しているように、固定資産税に上乗せする方法も考えられる。その他、バランガ
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イ毎に徴収する等の現実対策の検討が、必要である。条例の策定に当たっては、ド

マゲテ市の例を参考として、各戸別の徴収額と徴収時期、罰則等を考慮することに

なる。  
(13) 法・規制に係る修正提案についての説明・協議を通じて地域連絡協議会からの

合意を得る  (活動 4-7）  
2014 年 5 月に、廃棄物ワーキング・グループによる本会議提案が認められ、関連

町によって速やかに条例成立を図るよう指示が出された。  
(14) 現場作業のためのマニュアル/参考資料作成とトレーニング実施  (活動 4-8, 4-9） 

セプティック・タンクの計画、設計から、工事中の視察、施設の最終チェックに

亙る作業マニュアル及び参考資料を作成し、2014 年 5 月から 6 月にかけて、ダウイ

ス町及びパングラオ町別に、関連スタッフに対する説明と各作業段階での協働を通

じて、トレーニングを実施した。  
(15) 現行法・規制の修正手続の完了と現場フォローアップ (活動 4-10）  

現行法・規制の修正案が 6 月中に策定され、町議会に回され、7 月に議会での議

論が開始された。しかし、既存のセプティック・タンクが、本来の仕様に反してい

ることから各戸負担による新規セプティック・タンクの建設が必要となることが、

ネックとなって町議会による最終承認に至っていない。そこで、関連部局が中心と

なり、住民対話の機会を増やして、水質汚濁防止に対する理解を促進し、罰則を含

む条例の成立が急がれる。  
(16) 更なる効果的な個別排水処理施設の管理システム実現のための追加対策  (活動

4-11）  
上記のように大半の住民を対象としたセプティック・タンクの新規建設を指示す

ることの難しさから、町議会による修正条例案の承認に時間がかかっており、以下

のような複合的な対策が、必要となる。なお、新規セプティック・タンクの設計承

認及び使用開始許可においては、本来のセプティック・タンクの仕様に変更がない

ことから、条例改正とは無関係に州、町共に、認識を新たにした上で、採用を開始

している。  
・ 住民対話（バランガイ別）の機会を増やし、住民の協力を取り付ける 
・ 修正条例において、猶予期間を長めにとる。 
・ 地方政府の援助を考慮した共同トイレの建設及び的確なトイレの利用と維持

管理に関する理解を受益住民から得るための対策を講じる。 
・ トイレ建設に対する資金援助対策を考慮する。 

(17) 2014 年までの経験を基に関連法規の更なる改善提案 (活動 4-12）  
本来のセプティック・タンク仕様に反する既存タンクの廃止と新規建設を進める

ために、町条例の変更が必要となるが、罰則適用までの猶予期間の考慮、公共トイ

レの建設・利用、建設ファンドの準備等を含み複合的な対策を講じるように、ワー

クショップを開催して、関係者の意識改革を図った。また、将来に亙って、上位目

標を達成するためのロード・マップを作成・説明した結果、これに基づくアクショ

ン・プランが C/P によって作成された。  
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2.4.3. 成果 4 の達成状況  

PDM の指標に基づく成果 4 の達成状況は以下の表のとおりである。  

表  2-14 成果 4 の指標と達成状況 

成果 指標 実績 
4. 個別排水処

理施設の建設及

び管理に関する

最適な規制方法

が提案される。 

4. 観光施設と一

般家庭の両方に

ついて、個別排水

処理施設に関す

る規制、定期検

査、可能性のある

罰則等を含む効

果的な規制の改

定案が提案され、

地域連絡会議で

意思決定が行わ

れる。 

・ 観光施設と一般家庭の両方について、個別排水処理施

設に関する規制、定期検査、可能性のある罰則等を含

む効果的な規制の改定案が提案された (実施細則が州

サニテーション・コードに追加された)。 
・ 地方自治体関係者による関連法規全般に亙る理解が進

み、修正条例案の説明が可能になった他、将来に向け

たセプテッジ処理システムを勘案した条例変更アイデ

アも整理された。 
・ 廃棄物ワーキング・グループによる検討結果、改定案

が本会議に提出され、関連町による速やかな修正の必

要性が指摘された。これを受けて関連町による条例改

正案が作成され、最終化に向けた調整が進められてい

る。 
 
プロジェクト開始時には、個別排水処理に係る具体的な関連法規とそれらの内容

に関する知見が C/P にほとんどなかった。従って、セプティック・タンクの本来的

な処理目的と施設仕様に関して適切な認識がなく、従来パングラオ島内で行われて

きた設計、建設方法が踏襲されていた。  
プロジェクト実施期間中に行われた一連のワークショップと州及び関連町 C/P と

の個別会議、協働を通じて、国家レベルの関連コードから町レベルの条例に亙り、

特徴と内容が認識され、各々の役割と限界性が把握された。また、近い将来、セプ

テッジ処理システムを完結するために、セプティック・タンクの管理に係る法規と

共に、セプテッジ処理施設の建設、維持管理に係る法規制についても具体的な制御

項目と関連罰則を含み、C/P による案が作成された。  
 

2.5. 成果 5：個別排水処理施設管理のための効果的で現実的な管理体制が確立される  
2.5.1. 活動の概要  

プロジェクト期間における成果 5 の概略を以下に示す。なお、以下に示したのは、

作業開当時、明になった個別排水処理施設管理組織に関する問題点である。  

表  2-15 個別排水処理施設管理組織に関する問題点 

問題項目  問題内容  
1.セプティック・タンク 町計画部が、認可を得るために提出された ST の計画、設
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(ST)の計画、設計認可  計書類のレビューを必要に応じて行ってたが、関連法規の

内容理解ができておらず、従来から適用されてきた設計基

準を踏襲していた他、町担当から設計の修正が支持されて

も、施主による修正がなされておらず、町による対策も行

われていなかった。  
2.建設中の ST の施工管理  建設中 ST の設計と建設の整合性チェックが実施されてお

らず、机上の使用許可のみが実施されていた。また、計画

から建設管理に亙って、町関連部署間の連携が不十分であ

った。  
3.ST の計画から建設後の

使用許可までの一連の管

理  

ST の設置までに必要な対策を講ずるための町の正式な組

織が存在しておらず、必要に応じて、関連技術に関する知

識がない労働者を短期的に雇用し、ST の現場最終チェック

に立ち会わせていた。  
4.ST の所有者による ST
の設計、建設に必要な事

項に関する認識  

全関係者による ST 管理のための法規に対する認識がない

ばかりでなく、罰則も存在しないことから、担当している

町職員による住民に対する説明、指導が不十分であった。  
 

(1) 成果品  
・ 個別排水処理施設管理のための望ましい管理体制が確立される。 
・ 地方自治体職員の作業マニュアルが計画・設計から維持管理に亙って作成さ

れる。 
(2) 地方自治体関係職員が取得すべき知識・能力  

・ 個別排水処理施設管理に必要となる町職員の作業が、マニュアルに沿って実

施される。（セプティック・タンクの計画・設計チェック、建設中及び建設完

了時のチェック及び既存施設の維持管理チェック） 
・ 汚濁源及び海域の水質汚濁に係るモニタリングと対策の実施方法が理解され

る（下水水質試験室の有効利用含む）。 
・ 町政府内関連部署及び町―州間の関係者による連携が促進される。 
・ 将来に亙って技術能力向上及び組織的業務実施の必要性が理解される。  

(3) 成果の完成時点での概要  
・ 理想的な組織の早期設立は難しいことから、設立された管理体制において、

将来に向けて活動の強化、組織の拡充を図ることを念頭に置き、関係者に対

する個別排水処理施設管理に係る情報の伝播が開始される。 
・ 管理組織に対して、現場作業に必要な経費を含む年間を通した財務手配努力

がなされる。 
・ 地方自治体職員は、関係者からの理解と協力を得てセプティック・タンク越

流水水質の改善を図るべく、修正/改定法規に従ったマニュアルに沿って管理

作業を開始する。 
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2.5.2. 活動  
(1) 個別排水処理施設の管理に係る既存体制の下水道セクターへの予算配分の財務

状況を含む情報収集・整理（活動 5-1）  
個別排水処理施設の管理に係る管理体制について、州及び関連町の状況を C/P を

通じて調査した。この結果、個別排水処理施設の管理において、州の環境関連部署

と町との具体的な連携は無く、セプティック・タンクの計画レビュー及び利用許可

作業を町計画部が中心となり、必要に応じて、技術部及び衛生部と連携して実施し

ていた。従って、専属の個別排水処理施設管理組織は、存在せず、既存組織内のス

タッフが必要に応じて、兼務により作業を行っていた。  
関連町における下水道関連セクターに対する過去の予算配分についてみると、継

続的な投資は、行われていないことが明らかになった。但し、パングラオ町におい

て、2012 年単年度に海浜地区の環境改善費用として、1 千万ペソ程度を拠出してい

た。  
(2) 個別排水処理施設の管理に係る人員配置等を含む体制検討（活動 5-2）  

個別排水処理施設の管理に係る現状を踏まえ、必要な組織とスタッフについて理

想の改善案を提案した。  
(3) 下水の水質試験室設置対策検討と州関連部署との協議（活動 5-14）  

ボホール州においては、下水・水質試験機関が存在せず、他州の専門機関に委託

している状況であった。この結果、州外への外注による割高費用負担のみならず、

職員によるタイミングを考慮したサンプルの運送の煩雑さ、試験結果の入手期間が

長い上に、直接測定者との結果の協議ができないこと等の問題があった。そこで、

少なくとも最低限の水質指標に対して、簡易な試験ができるような試験室を州政府

関連部署に設置することができないか協議を行った。州政府の関連部署として、

BEMO(ボホール環境マネージメント・オフィス)及び PHO（州保健オフィス）が選

定され、水質試験室の設置は、敷地に余裕があり、水道試験室を運営する PHO で行

うこととし、必要スタッフの手配は、BEMO が引き受けることで合意された。なお、

必要機材については、JICA が提供することとなった。  
(4) 下水の簡易水質試験室設置に伴う組織改編検討・協議（活動 5-14）  

下水の水質試験室については、ボホール州では、簡易水質試験室であっても、初

めての経験であることから、ドマゲテ市水道区等の事例を参考とし、段階的な拡張

を図ることを前提として、2014 年 6 月には、ケミスト 1 人、サポート 2 人の配置が

決定され、比国内でのトレーニング対応が計画され、実施に移された。  
(5) 改定条例案を考慮の上、現行法に基づく個別排水処理施設の管理に係る現地ト

レーニングを実施し、現行組織及びスタッフの問題点の検証（活動 5-2）  
比国のサニテ―ション・コード及びプランミング（配管）・コードに示されたセプ

ティック・タンクの構造及び維持管理方法に関しては、今回の条例の変更と関わり

なく採用されるべきであることから、実施細則により現状における問題点の改善と

誤解の解消を図り、町担当者及び州関係者に対するトレーニングを計画レビューか

ら施設建設後の使用許可に亙って実施した。また、現場協働作業を通じて、現行組
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織及びスタッフの問題点についても検証した。 

(6) 現場検証結果に基づき個別排水処理の管理に係る新組織に係る改正案の提示

（活動 5-2）  
関連町担当者との協働により、所定の目的を達成する上での問題点を明らかにし、

技術、職員の能力・経験及び財務支援について、改善策を提案した。  
(7) 新組織対応についての地域連絡協議会の理解と支援取り付け（活動 5-2, 5-10）  

廃棄物ワーキング・グループによる条例改定案の提案時に実施体制の改善必要性

も確認され、関連町による早期対応が地域連絡本会議において指示された。  
(8) 個別排水処理施設の管理に係る新組織及び必要な職員を確保するための財務手

配の検討（活動 5-3）  
関連町の過去 2 年間の財務状況、特に環境関連対策予算と支出についての資料を

収集し、検討を行った。関連町の収入を見ると、ダウイス町は、収入のほとんどを

国からの地方交付税(IRA)に負っている。一方パングラオ町は、地方交付税と商業税

が各々50%のシェアを持ち、財源となっている。  
環境関連支出を見ると、ダウイス町では、特に環境関連支出は、行っておらず、

問題が発生した場合に非衛生場所での消毒等の応急的な衛生対策を行っている程度

であった。パングラオ町では、2012 年に海浜部での環境保全対策として、一千万ペ

ソ程度のプロジェクトに支出が計上されていた。  
上記のような財務状況において、新規組織の立ち上げと維持のための財源確保は、

難しいと考えられ、観光業からの一部支援、外部財源を探すことが必要であると結

論づけられた。  
(9) 個別排水処理施設の管理に必要となる補助職員の雇用対応（活動 5-4）  

関連町の町長は、個別排水処理施設の管理の必要性を理解し、必要職員をエグゼ

クティブ・オーダーにおいて、指名した。しかし、財源及び下水道セクターに係る

知見を有する技術者不足の現実から、計画部、技術部及び衛生部から選出した職員

による他業務との兼務によって、必要業務が賄われている。なお、地域連絡協議会

からの提案により「災害リスク軽減マネージメント・オフィス」の中に当該組織を

組み込み、同オフィスに対する国からの支援財源を使うことで、財務上の安定を図

る考えである。  
(10) 個別排水処理施設の管理職員の業務実施に係るワークショップの実施（活動 5-5） 

既存のボホール・サニテ―ション・コードに実施細則を付加することが提案され、

州議会で承認されたことを考慮し、町担当組織（MSSMO: 町下水及ぶセプテッジ・

マネージメント・オフィス）職員による改善された業務実施が行われるように、ワ

ークショップが実施された。ここで、関連町職員が標準セプティック・タンクの構

造及び維持管理に関して、十分な理解ができていなかったことに配慮して、計画・

設計から施設建設後の検査に亙って、具体的なチェックポイントと対応方法につい

て、現場協働作業を通じて関係者に技術移転を行った。  
(11) 新組織スタッフによる現場作業の実施（活動 5-6, 5-11）  

関連 2 町の MSSMO による個別排水処理施設の管理に係るマネージメント業務が
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実施され、JICA 専門家チームは、適宜関連事務所を訪問して、現状把握と必要な助

言を行った。  
(12) 新組織による個別排水処理施設の管理結果の評価、対策案の検討（活動 5-7）  

新組織による施設計画から建設に亙る個別排水処理施設の管理状況を把握し、住

民対策を含み、具体的な改善策を示し、関係者協議を行った。  
(13) 選定した規制対象者及び ST 関連業者との情報交換と連携（活動 5-8, 5-9）  

ダウイス町において、バランガイ住民及び建設会社代表に対して、修正セプティ

ック・タンク実施細則についての内容説明を行った他、水質汚濁防止に係る意見交

換も実施した。また、セプテッジ収集業者と現状の問題点について協議した他、海

域の水質保全の重要性と協力に関する意見交換も行った。  
(14) 将来に向けて更なる組織改善のための問題点の整理（活動 5-12）  

JICA専門家チームの現地不在期間中の MSSMOスタッフの関連業務の成果につい

て、ワークショップにおいて、自己評価を基に協議を行い、必要対策を明確にした。

スタッフのトレーニングの必要性、「災害リスク軽減マネージメント・オフィス」の

早期立ち上げ（2015 年末までに設立予定）フォローアップの重要性が、確認された。 
(15) 現実に合致し、持続可能な組織改善を図るための提案（活動 5-13）  

現在までのところ MSSMO の役割は、個別排水処理施設の管理に限られているが、

近い将来、海域の水質汚濁防止に関わる業務全体に介入していく必要がある。そこ

で、セプテッジ処理施設の建設・運転、水質モニタリング等を考慮したロード・マ

ップ案を示し、関係者によるアクション・プランが作成された。関係者による対応

が期待されるところである。  
(16) 水質分析資機材調達（活動 5-15）  

ボホール州内には、下水水質の測定施設が存在しないことから、基本的な水質汚

濁指標の分析が可能となるように、プロジェクトに考慮されていたパイロット・セ

プティック・タンクの水質モニタリングのための水質調査委託をやめて、その予算

等を流用して、エラー! 参照元が見つかりません。に示す分析項目の測定に必要な

機材の調達手続きを行った。  
分析室の当面の機能は、本プロジェクトで建設されたパイロットプラントの水質

モニタリングを想定しており PHO から 3 名の人材が確保されている。同機材を利用

して、その他の汚水排水、処理水、海水サンプルの分析も可能であることから、将

来的には分析の対象を広げていくことが期待される。ただし、簡易分析機材を用い

る COD, T-N, T-P については海水等の塩濃度の高いサンプルの分析はできない。  
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表  2-16 調達機材の水質分析項目及び分析手法 

 
(17) 水質分析室のセット・アップ（活動 5-16）  

州内の関係者会議を通じて、簡易水質分析室は、州保健部内の建物内に設置する

ことが決定され、州内で予算取りを含み、必要な対応がなされた。  
(18) 水質分析に係る基本的考え方に関する技術移転（活動 5-17）  

下水の水質分析に関して、JICA 専門家が派遣され、2 回に亙って技術移転が行わ

れたた。まず、水質分析概論が、現地担当スタッフ及びトレーニング参加者に対し

て提供された。  
(19) 水質分析方法に関する技術移転（活動 5-18）  

調達された水質試験器具を使って 2 回に亙って、水質分析方法の技術移転がなさ

れた。なお、ボホール州としては、水質試験の経験と成果の蓄積を図り、鋭意追加

資機材の調達を行い、正式な水質試験室としての認可を DENR から受けることを目

標としている。  
(20) 水質分析マニュアルの作成（活動 5-19）  

水質分析に係る技術移転における経験から、職員の経験・能力を勘案して、水質

分析マニュアルを作成した。  
(21) 水質分析結果の考察と評価方法に関する技術移転（活動 5-20）  

パイロット・セプティック・タンクの処理効率を含む運転状況を調査するために、

セプティック・タンクの処理過程で採水、水質測定を実施している。この調査結果

を使用して、考察方法に関する技術移転を行った。  
2.5.3. 成果 5 の達成状況  

PDM の指標に基づく成果 5 の達成状況は以下の表のとおりである。  

 

Parameters Analysis method Approved 
method 

Temperature Use of Mercury-filled thermometer ✓  
pH Glass electrode method ✓  
TSS Gravimetric method ✓  
DO Azide modification (Winkler method), Membrane 

Electrode (DO meter) 
✓  

BOD Azide Modification (Dilution Technique) ✓  
COD Pretreatment with Silver nitrate + Simple examination 

kit; Absorption spectrophotometry dichromic acid method 
 

T-N Pretreatment with Silver nitrate + Simple examination 
kit ; Alkalinity Potassium peroxodisultate decomposed- 
chromotropic acid method 

 

T-P Pretreatment with Silver nitrate + Simple examination 
kit; Potassium peroxodisultate decomposed- molybdenum 
blue method 

 



新ボホール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト 
業務完了報告書 

 

44 
 

 

表  2-17 成果 5 の指標と達成状況 

成果 指標 実績 
5. 個別排 水処理

施設管理のための

望ましい管理体制

が確立される 

5.1 個別排水処理施設の

管理システム（担当別の役

割含む）案が作成され、地

域連絡会議で意思決定が

行われる。 
5.2 定常的に水質分析が

実施される体制が確立さ

れる。 

・ 個別排水処理施設の管理システム案

が作成され、地域連絡会議で、条例の

変更と共に実施体制が重要であるこ

とが確認され、「災害リスク減少マネ

ージメント・オフィス」に組み込んだ

永続的な組織設立・運営が推奨され

た。 
・ 関連町の担当事務所スタッフの作業

マニュアルが計画・設計から維持管理

に亙って作成後、移転された。 
・ 下水のための簡易水質試験室が設置

され、スタッフに対して、トレーニン

が開始され、簡易であっても定常的に

水質分析が実施される体制が整った。 
・ 地方自治体関係者により水質汚濁に

係るモニタリングと対策実施方法が

理解され、個別排水処理施設管理作業

がマニュアルに沿って実施されてい

る。また、州及び町関係者による連携

が相互交流の機会を増やすことによ

り促進された。さらに、将来に亙って

技術能力の向上及び組織的業務実施

の必要性が理解された。 
 
プロジェクト開始前の関連町におけるセプティック・タンク管理業務は、町計画

部が中心となり、必要に応じて、衛生部及び技術部職員が、他の業務との兼務によ

り実施していた（提出された計画・設計のレビューと認可、建設後の仕様許可）。即

ち、関連職員による個別排水処理施設専門マネージメント組織の構築とスタッフ能

力開発の必要性に関する認識が低かった。  
プロジェクト実施を通じたワークショップ及び関係町職員との協働の結果、既存

法規の適切な理解と施行のため、町内で専属組織を設置することの重要性が C/P に

よって認識され、彼らによる働きかけの結果、関連町の首長により、MSSMO の設

置に至った。しかし、新規職員の雇用は、行われず、既存関連部署からのスタッフ

の兼任により賄うこととなったが、少なくともマネージャーは、本業務を優先する

ことが必要であるとの認識に至り、スタッフトレーニングによる組織的作業の強化
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が開始された。  
関連スタッフは、水質汚濁防止に係る全般的な知識を取得し（水質モニタリング、

セプテッジ処理・処分、セプティック・タンク処理水水質向上対策等を含む）、本プ

ロジェクトの直接目的であるセプティック・タンクの適切な計画・設計、建設後の

検査、施設使用許可、維持管理に亙る作業をマニュアルの活用の上、実施している。

さらに、現実対処に向けて、彼らによるマニュアルの改善も実施されている。  
 

2.6. 成果 6：個別排水処理施設（腐敗層）の標準設計処理能力を満たし、放流水質が

改善される標準仕様案/設計例が提案される 

2.6.1. 活動の概要  
プロジェクト期間における成果 6 の概略を以下に示す。  

(1) 成果品  
・ パイロット・セプティック・タンク設計図  
・ パイロット・セプティック・タンクの建設 
・ 既存のセプティック・タンク水質調査結果 
・ パイロットセプティック・タンクモニタリング結果 
・ より高い処理能力を持つ個別排水処理施設の標準仕様書案・設計例 
・ セプティック・タンク維持管理マニュアル 

(2) 地方自治体関係職員が取得すべき知識・能力  
・ セプティック・タンクの標準設計、建設及び維持管理に関する知識 
・ 下水・水質試験実施方法に関する知識 
・ 下水の水質試験結果を利用したセプティック・タンクの処理効率の検討方

法を理解する。 
・ 下水処理方法に関する情報を取得する。 

(3) 成果の完成時点での概要  
・ パイロット・セプティック・タンク(ST)に関するモニタリング結果を考慮

して、コスト的に受け入れられる範囲で、より高い処理能力を持つセプテ

ィック・タンクの標準設計案（一般家庭及び中小規模ホテル別）が関係者

に説明される。 
・ 新規のセプティック・タンク建設において採用が開始される。 

・ 建設後の施設の維持管理について、維持管理マニュアルが関係者に配布さ

れる。  

 

2.6.2. 活動  
(1) 現状の個別排水処理施設に関する調査（活動 6-1）  

パダウイス町及びパングラオ町において、既存の個別排水処理施設（以後 On-site 
Sewage Treatment Facility 「On-site STF」と称す）の現場調査を行った。調査の結果、

パングラオ島で法令に準拠した ST を有している家庭は少なく、全世帯の 80%程度

が法令に準じた ST を保有していないと推察された。一方、ホテルをはじめとした



新ボホール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト 
業務完了報告書 

 

46 
 

商業施設は、個別排水処理施設として 2 室型の ST を有していることが確認された。 
本調査では、個別排水処理施設（ST 及び二次処理施設）の水質調査も実施した。 

(2) 個別排水処理施設に関するデータ・ベースの作成（活動 6-2）  
ローカル・コンサルタントを配置し、C/P と共に既存個別排水処理施設に関する

データ収集と整理を 2013 年 12 月初旬まで実施した。同調査期間内でパングラオ町

144 世帯、ダウイス町 90 世帯についてデータが集積された。ローカル・コンサルタ

ントの任期終了時に、最終ワークショップを開催し、予定された成果の達成状況、

作業実施中の問題点、今後データ収集を継続するための対策提案、データの利用方

法（パソコンの操作方法含む）について説明・協議を行い、データ・ベース作成調

査について C/P へ引き継ぎを行った。現在は、両町に設立された MSSMO の職員が

調査を引き続き行っているが、車輌がない、人手が足りない等の理由から 2015 年 3
月現在までに収集された追加データは、ダウイス町で 3000 世帯、パングラオ町 600
世帯程度となっている。  

(3) 効果的な個別排水処理施設の検討（パイロット・サイトの決定含む）（活動 6-3）  
既存の個別排水処理施設調査の結果を踏まえ、パングラオ島に適用可能なセプテ

ィック・タンクの検討を行い、パイロット施設案を作成した。パイロット・プロジ

ェクトの目的、対象、検討するにあたっての基本条件を以下に示す。  
1) プロジェクトの目的 

比国における ST に関する法令に準拠した ST に追加設備を設けることで ST 越流

水の水質改善を図る。パイロットプラントの建設、運転をとおして、当地におい

て技術的にも経済的にも実現可能な施設について検討する他、必要な運転維持管

理方法についても検証を行うものとする。 

2) プロジェクト対象 

パングラオ島内の一般家庭（5 人槽）及び小規模（30 人未満）ホテル 

3) 基本条件 

a) 個別排水処理施設（オンサイト処理）  
パングラオ島内の低所得層人口密集地区においては、コミュニティプラントのよ

うな小規模集約処理の適用が考えらえるが、パイロット・プロジェクトにおいては、

一般家庭を対象とし、負担可能な建設・維持管理費や用地取得等の問題の他、施設

建設における立地特性、自然環境等を考慮してオンサイト処理による汚水処理方法

を検討する。  
b) 比国における既存の ST 構造に係る基準に準拠する。  
原則として、比国の ST に関する構造基準（Code of Sanitation, Plumbing code）に

従うこととするが、後述するエアレーション式を採用する ST については、一部変

更を行う。  
c)経済性及び維持管理の現実性を考慮するものとする。  
検討対象施設は、パングラオ島内の一般家庭/小規模ホテルとし、建設費及び維持

管理費の許容範囲を勘案する（平均的な収入家庭における建設費は約 50,000 ペソ/5
人槽、維持管理費は 150～300 ペソ/月と設定した）。  
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d)定期的な汚泥引抜の実施を前提とした施設計画及び維持管理計画を策定する。  
個別排水処理施設の機能の維持は、定期的な汚泥の引抜の実施が前提となる。LGU

の管理組織能力、汚泥引抜業者による対応の現状、引抜汚泥の処理・処分の現状に

鑑み、実現可能な汚泥引抜実施方法及び処理・処分法を検討する。  
e) 目標処理水質  
効果的な個別排水処理施設とするため、既存のセプティック・タンクの中で、良

好に維持管理がされている D-House#1 の処理以上の処理が可能な施設とすることを

目標とする。しかしながら、所得水準等から、経済性や維持管理の現実性を考慮し、

目標処理水質は下表のように設定した。  

表  2-18  Designed Septic Tank Effluent Water Quality 

 
Item 

Effluent standard Result of existing 
ST survey 

“D-House#1” 
outlet water 

quality  

Designed effluent 
quality Existing Newly 

constructed 

BOD (mg/l) 50 30 133 50~130 
SS  (mg/l) 70 50 90 70~90 

 
(4) パイロット ST 建設のために現地入札の実施（活動６-４）  

上述の検討結果に基づき、PGSO の C/P スタッフと協働で 5 つのパイロット ST 施

設の詳細設計を行った。  
パイロット ST 建設のための業者選定に当たっては、州政府のプロジェクトに経

験があり、高評価を受けている業者リストを州の調達部から入手し、指名競争入札

方式を採用した。なお、指名対象ローカル業者の選定に当たっては、下記の 4 項目

を必要条件とした。業者選定経緯を表 2-17 にまとめた。  
1) 州政府の実施したプロジェクトへの参画経験があり、過去 5 年間で,少なくと

も一回は、一千万ペソ/年 以上のプロジェクトを受注していること 
2)セプティック・タンクを含む建物建設実績があること 
3) 財務上健全であること 
4) 過去にプロジェクト実施上問題を起こしたことがないこと 

表 2-19 パイロット施設建設のための業者選定経緯 

日 付  内 容  

平成 25 年 8 月１5 日  ・ 州政府調達部入札担当者と現地再委託業務内容及び委託条件について

協議し、州政府の事業参画経験のある業者 6 社の推薦を受けた。  

平成 25 年 11 月 7 日  ・ 推薦された 6 業者に対して指名競争見積もり提出意思の有無を確認後、

4 社の参加を決定し、入札書類を配布後、建設費の見積もり提出を依頼

した。  

平成 25 年 11 月 20 日  ・ 3 社の代表の参加の下、入札を実施し、予算内で最低価格を提示した

社に対して契約交渉開始を通知  
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平成 25 年 12 月 2 日  ・ 選定された社と契約交渉後、現地再委託契約締結  

平成 26 年 1 月 13 日  ・ 業務着手命令交付  

 
(5) パイロット ST の建設（活動６-５）  

2014 年 1 月よりパングラオ町（3 カ所）及びダウイス町（2 カ所）おいて、合計 5
カ所のパイロット・セプティック・タンクの建設を開始した。全ての施設建設は、

予定どおり 2014 年 4 月末までに完了した。  
本パイロット・プロジェクトで建設を行った 5 基のパイロット・セプティック・

タンク施設の概要を表 2-20 に、施設断面図を図 2-27~2-29 に、現場写真を図 2-30
示す。  

表  2-20 パイロット ST 概要 

Site 処理方式  対象  建設基数  対象人員 / 

施設能力  施設概要  
建設費

※  
(PHP) 

Site1 Method 1 Type 
A: 
ST+Sponge 
Media 
Treatment 
(SMT)  

一般家庭  
（ダウイ

ス町）  
1 5 人  

設計水量  
Q=0.95m3/d 
流入負荷  
BOD:200g/d 
SS: 225g/d 

1st chamber & 2nd chamber: 
1.1m×1.4m×1.25m ＝ 1.9 
m3 
2nd chamber:  
1.1m×0.8m×1.2m＝1.1m3 
Leaching Chamber with 
Sponge Media: 
1.1m×0.8m×1.15m＝1.0m3 

137,600 

Site2 
Method 1 Type 
B: 
ST+SMT 

一般家庭  
（パング

ラオ町）  
1 

135,800 

Site3 

Method 2 Type 
A: 
ST+ 嫌気ろ床

(漁網) 

一般家庭  
（ダウイ

ス町）  
1 

5 人  
Q=2.40m3/d 
流入負荷  
BOD:200g/d 
SS: 225g/d 

1st chamber & 2nd chamber: 
1.1m×1.4m×1.30m ＝
2.00m3 
1.1m×0.7m×1.25m ＝
0.96m3 
Anaerobic filter chamber: 
0.6m×2.2m×1.2m＝1.58m3 
Leaching Chamber with 
fishing net: 
0.6m×2.2m×1.15m ＝
1.52m3 

193,400 

Site4 

Method 3: 
エアレーショ

ン式 ST 

ホテル  
（パング

ラオ町）  
1 

5 人+ 
レストラン

厨房排水  
設計水量  
Q=2.00m3/d 
流入負荷  
BOD:1.2kg/d 
SS: 1.3kg/d 

1st chamber:  
2.0m×2.0m×1.8m＝7.4m3  
Aeration tank: 
2.0m×1.2m×1.75m＝4.2m3 
Clarifier:  
2.0m×0.6m×0.5m＝0.6m3 
Leaching Chamber: 
2.0m×0.9m×1.75m ＝
3.15m3 

381.700 

Site5 

Method 2Type 
B: 
ST+ 嫌気ろ床

(塩ビ管) 

ホテル  
（パング

ラオ町）  
1 

12 人  
設計水量  
Q=2.00m3/d 
流入負荷  
BOD:480g/d 
SS: 540g/d 

1st chamber & 2nd chamber: 
2.0m×1.6m×1.5m＝4.8m3 
2.0m×0.85m×1.45m ＝
2.47m3  
Anaerobic filter chamber: 
2.0m×1.1m×1.4m＝3.08m3 
Leaching Chamber with 
plastic media: 
2.0m×1.0m×1.35m＝2.7m3 

329,000 

※経費、税金を除く直接工事費  
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Cross section of Type A (Site1 in Dauis) Cross section of Type B (Site 2 in Panglao) 

図 2-27 Method 1 (Site 1, Site3)  ST ＋SMT 処理施設断面図 

 
Cross Section of Type A (Site3)                Cross Section of Type B (Site5) 

図 2-28 Method 2 (Site 3 及び Site 5) ST ＋嫌気ろ過施設断面図 

SMT タイプ A または

タイプ B を付属品とし

て付ける  

担体ﾀｲﾌﾟｽﾎﾟﾝｼﾞ 

ｶｰﾃﾝﾀｲﾌﾟｽﾎﾟﾝｼﾞ 
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図 2-29 Method 3 (Site 4)  エアレーション式 ST 断面図 

 

 

Site1 全景  Site 1  Leaching chamber 内 SMT 

 

 

Site 2 全景  Site 2 Leaching chamber 内 SMT 
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Site 3 全景  Site 3 嫌気ろ床タンク内部 (漁網) 

 

 

Site 4 全景  Site4 エアレーションタンク内活性汚泥の様子  

 
 

Site 5 全景  Site 5 嫌気ろ床タンク内部 (塩ビ管) 

図 2-30 パイロットセプティックタンク施設写真 

(6) パイロット・セプティック・タンク処理効果に関するモニタリング実施（活動

6-6）  
1) モニタリング方法 
a) モニタリング期間  
パイロット施設建設後（2014 年 4 月）、2 か月間を馴養期間とし、2014 年 6 月か

らモニタリングを開始、2015 年 3 月まで実施した。  
b) モニタリング項目及び測定頻度  
運転期間中のモニタリング項目は、下表に示すとおり基本的な水質項目の他、使

用水量、堆積汚泥厚、ST の使用状況（水使用量等）を月 1 回の頻度で記録した。水

質モニタリング項目は、SS 及び COD（簡易測定器）とし、可能な範囲で BOD の測

定を実施した。また、処理過程で付随的にアンモニア性窒素の硝化・脱窒が見込ま

れる Method1(Site 1、Site 2)及び Method3 (Site 4)においては、T-N についても簡易測
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定器で測定した。  

表  2-21 Monitoring Items for Pilot Plants 

Monitoring Item Method Monitoring 
Frequency 

Sewage 
quality 

Site 1, 2, and 4: (can expect partial 
reduction of Nitrogen) 
SS, COD, T-N, pH, Water temperature, 
BOD 

Laboratory 
testing or simple 
water testing 
equipment. 

Once a month 

Site 3 and 5: (cannot expect removal of 
Nitrogen) 
SS, COD, pH, Water temperature, 
BOD 

Others 
 

 

  

 

・Monthly water consumption  Water supply 
flow meter 

Once a month 

・Accumulated sediment depth 
・Water surface depth 

Sediment 
measurement 
pole 

Once a month 

General information on the use of STs; 
No. of family living in the house, No. 
of guests, No. of serving dishes 

Questionnaire 
form 
 

Once a month 

 
2) モニタリング結果 

各サイトの 2014 年 7 月から 2015 年 2 月までの平均水質分析の結果を示す（図  
2-3131、図 2-32、図  2-33 及び図  2-34）。パイロットプラントの付帯設備（Additional 
Treatment Facility、以後「ATF と称す」）の後段で水質の改善が見られたのは、Site1
（Method1 type A を採用）、Site3 (運転開始から 2013 年 12 月まで Method 2 type A
を適用,2014 年 12 月中旬より Method 2 typ B 適用して運転)、及び Sie 4（Method 3
を採用）であった。  

 
図 2-31  Average TSS Analysis Results of  

Site1, Site2, Site3 and Site5 
図 2-32  Average COD Analysis Results of  

Site1, Site2, Site3 and Site5 
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図 2-33  Average TSS and COD Analysis 

Results of Site4 
図 2-34  Average T-N Analysis Results of 

Site1, Site2 and Site4 

表  2-22 Reuslts of Pilot Septic Tank Monitoring (Water consumption, Sludge depth, pH) 

 
 
 

Monitoring Item Average
pH

JUN JULY AUG OCT NOV DEC JAN FEB

Site1 Daily Ave. water consumption(m3)*1 No data 0.32 0.81 0.81 0.67 0.87 No data No data
Adult:4 Unit water consumption (lpc) - - 202.5 202.5 167.5 217.5 - -

1st chamber 12cm 4cm 13cm 0cm 5cm 5cm 6cm 22cm 6.1

2nd chamber 0cm 0cm 23cm 2cm 10cm 13cm 5cm 46cm 6.0

Effluent of 2nd chamber - - - - - - - - 6.3

Final Effluent No data 0cm 1cm 5cm 6cm - 15cm - 7.4
Site2 Daily Ave. water consumption 2.67 0.45 0.74 0.71 1.6 1.19 No data No data
Adult 3-4 Unit water consumption (lpc) 763 129 211 203 457 340 - -

1st chamber 35cm 10cm 13cm No data 9cm 5cm 12.5cm 12.5cm 7.3

2nd chamber No data 10cm 8cm No data - 1cm 12cm 12cm 7.2

Effluent of 2nd ch. - - - No data - - - - 7.3

Final Effluent 0cm 0cm 0cm No data 0cm 0cm 0cm 0cm 7.4
Site3 Daily Ave. water consumption 0.67 1.03 0.84 1.03 1.27 1.61 No data No data
Adult 4-5 Unit water consumption (lpc) 119.6 183.9 150 183.9 226.8 287.5 0 0

1st chamber 8cm 7cm 30cm 11cm 18cm 6.5cm 0cm No data 6.4

2nd chamber 0cm 4cm 7cm 10cm 8cm 38cm 0cm 23cm 6.4

3rd chamber 0cm 4cm 20cm 2.5cm 0cm 0cm 0cm 0cm 6.7

Final Effluent 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 6.9
Site4 Daily Ave. water consumption(m3/d)* No data 2.5 3.36 1.99 2.34 2.6 2.62 2.7
Restaurant Daily Ave. guest no. (persons) No data 78.1 78.4 48.8 54.6 55 0 75.7

Water consumption per capita (lpc) - 32 42.9 40.8 42.9 47.3 0 35.7

Grease trap 42cm 25cm 40cm 8cm 0cm 13cm 88cm 5.2

1st chamber Full 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 6.0

Aeration tank - - - - - - - 7.0

Final Effluent 0cm 41cm 0cm 0cm 0cm 9cm 0cm 7.0
SIte5 Daily Ave. water consumption(m3/d) 2.03 3.31 3.15 4.26 3.79 3.97 No data No data
Hotel Daily Ave. guest no. (persons/d) 4.2 3.5 5.9 3 3 4.3 0 0
guest roomWater consumption per capita (lpc) 483.3 945.7 533.9 1420 1263.3 923.3 0 0

1st chamber 6cm 42cm 10cm 5cm 6cm 8cm 23cm 0cm 7.1

2nd chamber 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 7.5

3rd chamber - - - - - - - - 7.4
Final Effluent 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 0cm 7.6

*1) Water meter was in defect until middle of July at Site1.

*2) Water consumption at Site4 includes all kitchen water but part of sewage flows to old ST. Thus, actual sewage flow at pilot ST is
estimated to be lower than the figures.

2014 2015

Sludge
depth/pH

Sludge
depth/pH

Sludge
depth/pH

Sludge
depth/pH

Sludge
depth/pH

Accumulated Sludge depthSite No.
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(7) パイロット・セプティック・タンク施設の機能評価及び運転管理指標の確立（活

動 6-6）  
1) 性能評価 

2014 年 7 月～2015 年 3 月までに実施したモニタリングの結果より、各処理法の処

理効果の検証を行った（表  2-23 参照）。付帯設備による ST 越流水の水質改善効果

が有意に見られたのは、スポンジを水平に設置した Method1 type A、PVC 単管を設

置した Method 2 type B 及びブロアによるエアレーション付帯した Method3 である。

但し、Method 2 type B は、BOD 流入負荷が極端に低かった客室排水（Site5）では効

果が観測されなかった。なお、2015 年 12 月中旬より Site 3 に同担体を移設して運

転しているが、モニタリング期間が短く、さらなる観察が必要である。また、Method 
3 は維持管理をほとんど必要としない他の施設と異なり、日常的な維持管理を必要

とする。さらに高濃度の厨房排水が流入している Site 4 では、度々機能不全の問題

が発生しており、安定した運転が難しい点に留意が必要である。  
Mtehod1B は、付帯設備の効果が見られなかった。また、Method 2A では、付帯設

備への生物膜の形成が確認されず、処理効果も限定的であった。  

表  2-23 Treatment efficiencies of Pilot Septic Tanks 

Method Final effluent 
water quality 
Criteria (mg/l) 

Average romoval rate (%) Observatoin Effectiven
ess of ATF 

BOD50~130 
SS70~90 

TSS ATF Total 

Method1 
typeA 
 

Passed Criteria 
 

TSS: 68 
COD: 
48 
T-N: 11 

TSS: 62 
COD: 
44 
T-N: 26 

TSS: 91 
COD: 
75 
T-N: 35 

Improvement of ST 
effluent quality was 
observed. However, it can 
be only applied under 
high permeability soil 
condition. 

 
Effective 

Method1 
typeB 
 

Passed Criteria TSS:85 
COD:78 
T-N: 34 

TSS:-20
2 
COD:-7 
T-N: -3 

TSS:45 
COD: 
74 
T-N: 32 

Significant effectiveness 
of additional facility was 
not observed. 

Note 
effective 
 

Method2 
type A 

Passed TSS 
Criteria but 
exceed BOD 
Criteria 

TSS: 68 
COD:54 
 

TSS: 38 
COD:18 
 

TSS: 78 
COD:61 
 

Growth of biofilm on 
fishing net AF was not 
observed. 

Limited 

Method2 
type B 

Passed TSS 
Criteria but 
exceed BOD 
Criteria 

Site 5 
TSS: 12 
BOD: 30 
 
Site 3 
TSS: 81 
COD: 
72 

Site 5 
TSS: -21  
 21e 52 
 
Site 3 
TSS: 70 
COD: 
19 

Site 5 
TSS: -7 
BOD: 48 
 
Site 3 
TSS: 95 
COD: 
77 

Growth of biofilm on 
plastic AF was not 
observed at Site5 which 
has low BOD inflow 
concentration. But it was 
observed at Site3 which 
has high BOD inflow. 
Required continuous 
monitoring. 

Effective 
at site3 

Method 
3 

Passed criteria 
during good 
operation but 
exceed TSS 
criteria during 

TSS: 96  
COD: 
80 
T-N: 45 

TSS: 41 
COD: 
79 
T-N: 52 

TSS: 98 
COD: 
96 
T-N: 73 

Improvement of ST 
effluent quality was 
observed. However, O&M 
issues for stable operation 
are remained. 

Effective 
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bad operation 
 

2) 運転管理指標の確立 

これまでのモニタリング結果から、本パイロットプラントにおける運転管理指標

を表  2-24 に示すとおり設定した。SS 及び BOD 放流水質に関する指標値は、適切な

維持管理下で一般的な家庭汚水程度の汚水を処理する場合に得られる処理水質を想

定している。なお、Method1 及び Method2 の汚泥引抜頻度、濾材清掃頻度、濾材交

換頻度については、本プロジェクトのモニタリング期間中（2015 年 2 月）までに、

結論付けができなかったため、暫定的に指標値を定めた。引き続きデータを蓄積し

て見直しを行っていく必要があり、モニタリングを C/P が継続するように手配を行

った。  

表  2-24 O&M parameters 

Evaluation Indicator Evaluation Criteria Expected value 
Final effluent water quality 
(mg/l) 
BOD and SS 

・ Designed effluent 
quality set in the pilot 
study:  

BOD 50~130 mg/l 
   SS 70~90 mg/l 
 

Designed effluent quality: 
・Mthod1 type A: 

 BOD 70~130 mg/l 
   SS 50~90 mg/l 
 
・Method 2 typeB: 

 BOD 70~200 mg/l 
   SS 50~90 mg/l  
 
・Method 3 

BOD 70~100 mg/l 
   SS 50~90 mg/l 

Required desludging frequency ・ When the 
accumulated sediment 
depth reached to more 
than one third of the 
tank depth. 
・ When the scum 
reached to outlet pipe 

・Mthod1 type A: 
   Once in 2 years 
 
・Method 2 type B: 
   Once in 2 years 
 
・Method 3 
  Once in 2 
months~6months 
 

Cleaning frequency of media  
*Cleaning may not necessary 
due to natural detached of 
thicken biofilm at the surface of 
media 

When the effluent SS 
concentration exceed 
design criteria. 

・Mthod1 type A: 
   Once in 3 years 
 
・Method 2 type B: 
   Once in 5 years 
 

Durability of SMT (Method1) 
and AF (Method 2) 

When a natural 
deterioration or a 
physical damage is 
confirmed.  

・Mthod1 type A: 
   Once in 5 years 
・Method 2 type B: 
   Once in 7 years 
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(8) セプティック・タンクの設計基準及び維持管理マニュアルの作成（活動 6-6）  
1) 標準 ST の選定 

パイロット ST の処理効果検証の結果を踏まえ、家庭排水及び家庭排水と同程度

の性状の汚水を排出する商業施設排水に対して、以下の 2 つの付加設備を伴う改善

型 ST を適用することを提案した。一方、レストラン排水等の高濃度排水を含む営

業排水処理に対しては、下水処理施設の整備が必要であるが、整備できない場合に

おいては、エアレーション方式（日本式浄化槽）の採用を考慮することが望まれる。

上記の処理方式に関する概要を表  2-25 に示す。   
家庭排水処理  
a) Method1 :ST+SMT(スポンジ・メディア水平型) 
b) Method2: ST+嫌気性ろ床（プラスチック短管）  
レストラン排水等の営業排水  
a) Method3: エアレーション式 on-site STF 

表 2-25 Overview of Proposed Modified ST 

タイプ  建設費  
（従来型 ST と

の比較）  

O&M 処理性能  
（従来型 ST 比） 

適用条件  

家庭排水  
Method 
1 

ほ ぼ 変 わ り な

い  
+5000PHP 程

度  

ほぼ必要

ない  
良い  
TSS 40～70% 
BOD 20~40% 
改善  

・地質条件から、深さ 1.5m
程 度 で 浸 透 性 が 高 い こ

と。  

家庭排水  
Method 
2 

ほ ぼ 変 わ り な

い  
+5500PHP 程

度  

ほぼ必要

ない  
良いが Method1
より劣る  
TSS 40% 
BOD 10～20% 
改善  

・特に制約条件なし  

営業排水  
Method 
3 

高い  必要  
特に発生

汚泥量が

増えるた

め、定期

的な汚泥

引抜が必

要。  

非常に良い  
TSS,BOD と も

に 80%~90% 改

善  
ただし、処理不良

に陥ると処理水

質悪化を招く。  

・処理水量・水質の変動

が大きい施設に適用する

場合には、調整槽の設置

が推奨される。  
・負荷の高い厨房排水等

の 単 独 処 理 は 推 奨 さ れ

ず、雑排水と混合した汚

水 で あ る こ と が 望 ま し

い。  
・適切な汚水管理（油を

流さない等）徹底と運転

管理の実施が必須条件。  
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2) 改善型 ST の標準化に向けた課題と提言 

パイロット施設のモニタリング結果を踏まえ、改善型 ST の標準化に向けた課題

と対策及び留意事項を以下に整理した。  
a) 建設費の問題と対策  
本検討において、建設費の圧縮を考慮した結果、Method1 及び Method2 の建設費

は従来型 ST に 3,500~5,000 ペソ程度の追加で可能となった。しかしながら、本調査

において建設費を積算した結果、一般家庭向け 5 人槽の従来型 ST の建設費が約

50,000 ペソと算出された。JICA 専門家チームが実施した既存の ST アンケート調査

によれば、パングラオ島の 1 世帯あたりの平均月収は 11,000 ペソ/月程度であり、

ST の建設費が月収の 5 か月分に相当し、従来型 ST の建設費そのものが所得の低い

対象地域住民にとっては、負担が重いと言える。  
そこで、従来型 ST の建設費の圧縮について技術上の対策案を以下に示す。  

・ 近隣住民の家（数軒を対象とし、各戸間の距離、地盤高を含む立地条件を勘案して、

汚水の自然流下による ST への収集）の汚水を集約して共同 ST を建設し、比国

Plumbing Code に従い、処理人数の増加に応じて必要施設容量（滞留時間）を緩和

する。 
・ 地下浸透効率が良い場合には、浸透槽の建設を省略し、簡易な浸透ピットの設置で

代替する。 
・ 全体建設費の約 20%を占める掘削費をＳＴ所有者自身の労働提供によって賄う。な

お、対象地域の土質（ライムストーン）は固く、自立が可能であることから、通常

直掘りが採用されており、土砂崩れ等の事故の危険性は極めて低い。 
b) 高負荷排水（商業施設排水）に対する改善型 ST Method3 の適用に向けた課題  
本調査により、レストラン厨房からの排出水の汚濁濃度が非常に高いことが確認

された。  
高負荷排水の処理には、一つの代替案として、改善型 ST Method3 の導入が望まれ

るが、同処理法は日常的な運転維持管理が必要となること、引抜汚泥量が増加する

こと、流入負荷量が高い場合必要タンク容量が大きくなること等、施設オーナーに

かかる負担が増えることから適用に当たっては十分な検討と理解が必要である。但

し、本格的な下水処理を行わず、変法による ST の適用によって、処理水質を改善

するためには、上述のような対応は、当然必要となる。  
3) 標準型 ST の設計、建設及び維持管理マニュアルの作成 

個別排水処理施設からの越流水・水質改善のための前提条件として、適切な施設

(ST)設計、建設、運転維持管理の 3 つを確実に実施することが重要となる。このた

め、個別排水処理施設の建設・管理に係る全ての行政職員が、技術的な内容を十分

に理解し、各段階での適切な検査指導を実施する必要がある。そこで、本調査では

町職員のために、設計・建設・維持管理マニュアルを作成した。  
当該マニュアルの主な考慮事項を以下に示す。  
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 マニュアルは、1 章 序章、2 章 設計（処理法の選定、各処理法の設計基準）、

3 章 建設、4 章 検査（設計～建設終了時まで含む）、5 章 運転維持管理

の順で構成され、設計から O&M に至る一連の流れを網羅する。 

 従来型 ST の設計方法について関連法令を改めて比較整理し、既存の曖昧な表

現を明確化する。（例：ベッドルーム数当たりで規定されていた ST 必要容量

表を処理対象人数当たりに変更） 

 本レポートで提案する改善型 ST 3 処理法の設計基準を記載する。 

 建設の際の留意事項について写真を多用して分かり易く記載する。 

 設計から建設完了までの検査の時期、実施主体、建設業者(コントラクター)

の責任を明記する。 

 運転維持管理方法として、必要な点検頻度、点検項目、点検方法及び清掃方

法を記載する。 

 改善型 Method3 については、運転方法について詳細に記載する。 

 

2.6.3. 成果 6 の達成状況  
PDM の指標に基づく成果 6 の達成状況は以下の表のとおりである。  

表  2-26 成果 6 の指標と達成状況 

成果 指標 実績 
6. より高い処理能力

を持つ個別排水処理

施設（腐敗槽）の標準

仕様書案 /設計例が提

案される。 

6．パングラオ島における

より効果的な個別排水処

理施設を提案し、検証のた

めのパイロット実験を行

い、標準図及び維持管理マ

ニュアル（案）が作成され

る。 

・ 既存施設調査結果を考慮して、パング

ラオ島におけるより効果的な個別排

水処理施設が提案された。 
・ パイロット実験のための個別排水処

理プラントを建設し、運転状況につい

てモニタリングを継続的に行った。 
・ 蓄積されたモニタリングデータを基

に施設の性能評価を行った。 
・ パイロット実験の結果に基づき、越流

水質が改善されるパイロット施設の

標準仕様案を検討し、設計、建設及び

維持管理マニュアル（案）を作成した。 
・ 地域連絡会議作業部会にて上記案を

パングラオ島における標準型個別排

水処理施設とすることを説明し、了解

を得た。 
・ C/P は、ST の設計、建設及び維持管

理に関する知識を習得した他、下水水

質試験方法についての知識も移転さ

れた。水質試験結果を利用した ST の
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処理効果検討を行った他、下水処理方

法に関する情報も取得した。 
 

プロジェクト開始当初、パングラオ島で採用されてきたセプティック・タンクの

仕様と対応が国家の基準に反していることが認識されていなかった。  
C/P は、セプティック・タンク越流水水質改善のための付帯設備の検討と標準設

計を行うことを目的として、パングラオ島内の既存セプティック・タンク調査の実

施と問題点の把握、さらに、パイロット・セプティック・タンク建設管理とモニタ

リング作業を JICA 専門家との協働により実施した。  
この結果、州 C/P は、セプティック・タンク越流水・水質改善付帯施設の設計、

施工等に関するマニュアルの作成に参画し、成果品に関するワークショップでの説

明を行い、関連町(MSSMO)へのフォローアプも継続実施した。  
 

2.7. 成果 7：個別排水処理施設から発生する汚泥の処理施設の設計及びその資金計画

を含む持続的な管理体制の策定支援 
2.7.1. 活動の概要  

プロジェクト期間における成果 7 の概略を以下に示す。  
(1) 成果品  

・ パングラオ島内汚泥発生量予測 

・ パングラオ島内廃棄物発生量及び性状調査結果 

・ パングラオ島内堆肥の利用状況調査及び需要予測結果 
・ セプテッジ処理施設概略設計と建設費、維持管理費算定結果 
・ 事業実施主体の検討結果 

(2) 地方自治体関係職員が取得すべき知識・能力  
・ セプテッジ処理システムに関する知識 
・ 廃棄物及び堆肥に関する調査、予測方法 を理解する。 
・ セプテェッジ処理施設の設計方法を理解する。 
・ 事業実施方法に関する検討方法を理解する。 

(3) 成果の完成時点での概要  
・ 個別排水処理施設から発生する汚泥の処理に関して処理施設の設計及びその

資金調達計画を含む持続的な管理体制が計画される。 
・ 民間を含む投資関係者に対するワークショップ/オープン・フォーラムが実施

される。 
 

2.7.2. 活動  
(1) フィリピン国内他先行事例調査（活動 7-1）  

2014 年 1 月及び 2015 年 2 月の 2 回に亙って、比国における既存のセプテッジ処

理施設視察を実施した。視察対象は、ルソン島内のマニラ、サンフェルナンド市（ラ

ウニオン州）、及びビサヤ地方のドマゲテ市及びバヤワン市（ネグロス・オリエンタ
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ル州）で、参加者は、関連町の計画部長、町会議員、町長及び州政府関連部署の C/P
を含むものであった。視察の結果、セプテッジ処理施設の建設、維持管理は、それ

ほど難しくはないこと、施設は、衛生的であること等が確認され、パングラオ島に

おけるセプテッジ処理施設建設プロジェクト実施気運が高まった。  
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-35 先行事例調査：2014 年 1 月マニラ（左）と 2015 年 2 月ドマゲテ(右) 

(2) パングラオ島内汚泥発生量予測（活動 7-2）  
２ステージでの建設を計画し、2025 年及び 2035 年を計画対象年次に設定し、将

来の定住人口および観光人口予測を使用して、パングラオ島内におけるセプテッジ

発生量を予測した。但し、発生セプテッジ量のうち、収集可能なセプテッジ量は、

セプティック・タンクの構造およびバキューム・カーがアクセスできるかどうかに

よって大きく異なってくる。プロジェクトの実施過程で、セプティック・タンク上

のマンホール設置の有無及びバキューム・カーのアクセスの可否について調査した

結果、商業施設においては、ほぼ全施設にマンホールが設置され、車輛によるアク

セスが可能であったが、一般家屋においては、マンホールが設けられ，車両がアク

セスできるのは 30％に過ぎないことが判明した。今後、全施設が汚泥引抜可能なよ

うに行政指導を行っていく必要があるが、計画年における汚泥引抜可能な施設の割

合を仮定の上、施設稼働日数を年間 300 日と設定し、処理すべきセプテッジ量を算

定した。これより、施設規模を第一次計画年次 30m3/day (2025 年)、第二次計画年次

60m3/day (2035 年)とすることが提案された。  
(3) パングラオ島内廃棄物量発生予測及び性状調査（活動 7-3）  

JICA 専門家チームは、ローカル・コンサルタントを雇用して、パングラオ島にお

ける固形廃棄物発生量及びその性状に関する調査をパングラオ町とダウイス町にお

いて実施した。この結果を基に各町の廃棄物基本計画書を策定した。  
パングラオ町では、現在、一般家庭から約 9 トン/日、ホテル及びレストランから

約 4 トン/日の廃棄物が排出されており、この内、約 3 トン/日が埋め立て処分され

ている。将来のごみ発生量は、2025 年で一般家庭から約 16 トン/日、ホテル及びレ

ストランから約 8 トン/日になると予測され、2025 年には、約 4.5 トン/日がアルバ

カーク町で 2015 年に供用開始が計画されている処分場へ搬入される予定である。今

後、新しい処分場を利用して廃棄物を適切に処理するためには、25 ペソ/月/戸の負

担が必要であるという試算がされた。しかし、低所得層を考慮した料金制度につい
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ての見直しの必要性が指摘されている。  
ダウイス町では、現在、一般家庭から約 21 トン/日、ホテル及びレストランから

約 6 トン/日の廃棄物が排出されており、このうち約 5 トン/日が埋め立て処分され

ている。このごみ量は、2025 年で一般家庭から約 48 トン/日、ホテル及びレストラ

ンから約 13 トン/日に増加すると予測され、前述のアルバカーク町で供用が開始さ

れる新処分場へは、2025 年で約 10 トン/日が搬入される予定である。今後、新しい

処分場を利用して廃棄物を適切に処理するためには、17.5 ペソ/月/戸の負担が必要

であるという試算がなされた。しかし、パングラオ町と同様に、料金制度について

の見直しが必要である。  
(4) パングラオ島内堆肥の利用状況調査及び需要予測（活動 7-4）  

パングラオ町所有のコンポスト施設及び幾つかのホテルにおいてコンポストが実

践されており、今後の同町におけるコンポストの普及可能性について調査を行った。

一般農家への聞き取り調査の結果、現在、パングラオ島では、化学肥料を利用した

農業が主流で、コンポストに関する知識は、ほとんど普及していないことが分かっ

た。  
ここで、将来、セプテック・タンクから汚泥が定期的に引き抜かれた場合、その

汚泥と有機性廃棄物を混合してコンポスト化した堆肥の需要について検討を行った。

現在の農地に施肥されている化学肥料は全島で、約 2,000 トン/年程度と推計され、

これを全てコンポストに置き換えた場合には、約 20,000 トン/年程度の需要が見込

めることになる。しかし、コンポストに含まれる肥効成分は、化学肥料のそれの 1/10
程度であることから、コンポストを採用し、施肥効果を確保するには、量的に 10
倍必要となる。現在の化学肥料のコストが 25 ペソ/kg 程度であることから、価格競

争に対応するためには、コンポスト肥料が、2.5 ペソ/kg 程度に抑えられる必要があ

る。しかし、この価格では、人件費も捻出できないと考えられるため、将来を見越

した補助制度等の導入がないとコンポストの普及を期待するのは、難しいと考えら

れる。  
(5) 処理施設の概略設計（活動 7-5）  

セプテッジ処理方式について、マニラ首都圏、ドマゲテ市、サンフェルナンド市、

バヤワン市等のフィリピンにおける先行事例を参考として検討を行った。また、日

本政府開発援助海外経済協力事業委託費による「途上国政府への普及事業」として

セブ市において実施されたセプテッジの脱水試験の事例も配慮した。さらに施設計

画に当たっては、DPWH が発行している”Support for the Nationwide Roll-out of the 
National Sewerage and Septage Management Program” (2013)を考慮し、建設用地面積、

用地の形状、建設用地のロケーション、電気の有無、地下水の有無・支持層の高さ

等の検討を行った。その結果、ドマゲテ、バヤワンおよびサンフェルナンド等の都

市と同様にラグーン式の処理方式を採用した。  
また施設から発生する汚泥の処理・処分方法として、USAID の  Operation Manual 

on the Rules and Regulation Governing Domestic Sludge and Septage を考慮して検討を

行い、汚泥乾燥床による乾燥を経て土壌改良剤として利用する計画とした。なお、
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施設建設候補地として、ダウィス町 Barangay Bingag地区の約 1ha の土地が選定され、

施設の概略基本設計を実施した。  

 

図 2-36 汚泥処理施設の概略設計 

(6) 施設の建設費、維持管理費の算定（活動 7-6）  
1)施設建設費 

施設建設費には、建設用地取得費、セプテッジ処理施設建設費、管理事務所およ

び整備場を兼ねた駐車場、バキューム・カーおよび汚泥搬送用および堆肥の撹拌を

兼ねた重機(スキッドステアローダ 1 台)の購入費を考慮した。なお、現在、主要道

路から処理施設までのアクセス道路が存在しないことから、ダウィス町の責任にお

いて、アクセス道路を建設するものとする。施設建設用地は工事前までに調達する

ものとし、1m2 当たりの調達コストを PHP350 と仮定し PHP3,500,000 の予算を考慮

した。  
第一期工事において、処理施設一系列分の建設、管理事務所、駐車場整備を行い、

バキューム・カー3 台および重機 1 台の調達を行うこととする。第二期工事におい

ては、処理施設として、1 系列追加建設し、バキューム・カーも 3 台追加購入する

こととする。建設費の総額として、直接工事費の他、共通仮設費、予備費および施

設建設業者の利益を含む間接費を見込み、建設費は、第一期工事 PHP 22,100,000、
第二期工事 PHP 15,800,000 の合計 PHP 37,900,000 が計上された。  

バキューム・カーおよび重機は中古での購入を前提とし、PHP 6,000,000(税込)を
計上し、その内訳は、第一期工事 PHP 3,500,000 および第二期工事 PHP 2,500,000 で

ある。また詳細設計、入札図書作成、業者選定、施工監理等を実施するためにコン

サルタントを雇用する必要がある。ドナーによる援助も想定されるが、現実的に、

ローカル・コンサルタントの雇用費として施設建設費の約 20％を考慮し、第一期工

事 PHP 4,400,000、第二期工事 PHP 3,100,000 を見込んだ。これより施設建設費の総
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額は、第一期工事分 PHP 30,000,000、第二期工事分 PHP 21,400,000 で、用地取得費

P3,500,000 を考慮すると、合計 PHP 54,900,000 が必要となる。  
2)維持管理費 

維持管理費として、運営に必要となる人件費、分析費、燃料費、処理施設及びバ

キューム・カー修繕費、光熱費、保険、法人税および銀行借入時の支払い利息を計

算した。  
3)事業採算性の検討  
事業採算性の検討に当たり、算定された施設建設費および維持管理費よりキャッ

シュフローを計算し、必要となる料金徴収額を算出した。また、財務的内部収益率

(FIRR)および経済的内部収益率(EIRR)を計算し、事業性の確認を行うと共に、感度

分析を実施した。結論として、施設建設費を含めた、事業に必要となる経費は、地

域住民より一人年間 PHP120.00、即ち一人一月当たり PHP10.00 を徴収し、またパン

グラオ島を訪れる宿泊客より一泊 PHP10.00 を徴収することで、住民からの料金徴

収率が 50％を下回っても自立できることを確認した。  
(7) 事業実施主体の検討（民間事業者参入可能性検討含む）（活動 7-7）  

事業実施主体の検討として、施設建設段階と事業運営・維持管理段階それぞれに

ついて検討を行った。  
1)施設建設段階  
セプテッジ処理施設の建設に当たり、施設の実施設計、建設業者選定、施設の建

設及び施工監理、試運転調整についての対応が必要となる。施設建設に先立ち、州

政府および関連 2 町の連携方法を協議して、速やかに施設建設室の設立方針を定め、

事業実施計画を策定、実施する必要がある。ここで、受益自治体は、関連する 2 町

であるが、施設建設室設立案として以下の 4 案が提示された。  
・ 関連する 2 町が共同で施設建設室（建設ユニット）を設立する。なお、州

政府による支援も考慮する。 

・ 建設用地がダウィス町に位置することから、ダウィス町が主体となり、パ

ングラオ町がダウィス町に業務委託する。但し、全ての必要コストの捻出

においては、州政府の支援も考慮する。 

・ ボホール州政府が主体となり施設建設室を設立し、関連する 2 町の連携の

もと、事業を実施する。 

・ 官民パートナーシップ(Public Private Partnership: PPP)により、施設建

設後の事業運営も含めた施設建設を行う。なお、PPP には、プライベート・

ファイナンシャル・イニシアティブ(Private Financial Initiative: PFI)

方式、公設民営方式(Design Build and Operate; DBO)等が含まれる。 

PFI 方式は BOO(Build-Own and Operate)、 BOT(Build-Operate and Transfer)、
BTO(Build- Transfer and Operate)等の各種の方法があるが、いずれも施設建設に要す

る資金調達を民間セクターが負担するものであり、事業の特性を考慮すると導入は

難しい。DBO 方式は公共が資金調達を負担し、施設の設計・建設、運営を民間に委

託する方式であり、本事業においても導入の可能性がある。ただし契約する建設業
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者が類似の業務経験を有していることが前提となる。なお、いずれの場合も、関連

する 2 町による管理・調整は必要となる。  
施設建設を官主導とするかあるいは民間セクターの積極的参加を求めるかによっ

て官民それぞれの役割が異なるが、いずれの場合においても、コンサルタントの雇

用が必要になると考えられ、事業費の積算の際に、そのコストを考慮しておく必要

がある。  
2)事業運営・維持管理段階 

事業運営・施設の維持管理段階における事業実施主体として、以下の 3 案が考え

られた  
・ 関連する 2 町が主体となり特別目的会社(Special Purpose Company: SPC)

を設立する。なお、２町以外に、ボホール州政府、地元の水道企業、セプ

テッジ収集業者、その他、地域において先行してセプテッジ処理を行って

いる民間業者等による事業運営会社への参画も検討する。 

・ ダウィス町が事業実施主体となり、パングラオ町がダウィス町に業務委託

する。 

・ DBO 方式による民間企業への委託。この場合においても関連する 2 町によ

る管理・調整は必須となる。 

バキューム・カーの運転手および助手の人数は収集されるセプテッジ量により異

なり、第二次計画年次の計画処理量 60m3/day を収集する場合、それぞれ 6 名必要と

なる。よって運営・維持管理で必要となる人員数は最終的に全体で 20 名となる。な

お、セプテッジ収集のみを現地の民間企業に委託することも可能である。なお、民

間業者として、ボホール水道（Bohol Water Utility Inc.）、ドマゲテ市水道区等の参入

の可能性があることが C/P より示唆された。  
(8) 汚泥処理の事業化セミナー開催（活動 7-8）  

2015 年 3 月末に、州及び町関係者の参加の他、特別講師として、DPWH 下水・セ

プテッジ処理プロジェクト関連部署マネジャー、ドマゲテ市水道区セプテェッジ処

理施設マネージャーの参画を得て、オープン・フォーラムが、タグビララン市で開

催された。  
オープン・フォーラムでは、セプテッジ収集・処理・処分計画、事業費積算、事

業実施計画、財務手配等を含みセプテッジ処理施設の建設に係る F/S の内容が説明

され、参加した官民代表（DENR 地域事務所理事及び州事務所、ボホール水道会社、

PIEC 廃棄物作業委員会）によるプロジェクトに関する理解が得られた他、国家機関

からの地方自治体によるセプテッジ /下水事業に対する支援状況と支援を受けるた

めの条件、成功裏にセプテッジ処理が実施されているドマゲテ市での経験等につい

ても各担当マネージャーから説明がなされた。そして、参加者による意見交換が行

われ、最終的に、州及び町関係者により、事業化に向けた対応を急ぐことで合意形

成がなされた。  
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2.7.3. 成果 7 の達成状況  
PDM の指標に基づく成果 7 の達成状況は以下の表のとおりである。  

表 2-27 成果 7 の指標と達成状況 

 
ボホール州においては、セプテッジ処理事業が実施されていなかったことから、

州・町関係者による関連知識が欠如しており、セプテッジ処理システム構築のため

の議論の基礎がなかった。  
セプテッジ処理施設の建設及び料金徴収を含む維持管理に関して、状況把握を行

うため、州及び町関係者は、2 回に亙って、フィリピン国内の既存セプテッジ処理

施設を視察した。この結果、関係者による処理施設に対する理解が深まったばかり

ではなく、視察結果の説明・意見交換会が C/P が中心となって、州内で数回に亙っ

て実施された。また、セプテッジ処理施設に関する F/S が策定された結果、処理プ

ロセス、建設、維持管理費の他、実施計画及び資金調達案についての議論を通じて、

C/P は、プロジェクトの内容と対応方法を確認し、プロジェクト実施に向けた具体

的なアクション・プランを作成した。  
なお、セプテッジ処理後の汚泥と固形廃棄物の混合により堆肥利用を図るため、

固形廃棄物収集・処理に関する調査（ごみ質及び量）・検討が、JICA 専門家チーム

と町担当部署との協働により実施され、町職員は、調査手法に関する知識を取得し

た。  

成果 指標 実績 
7．個別排水処理施設

から発生する汚泥の

処理に関して、処理

施設の設計及びその

資金調達計画を含む

持続的な管理体制の

策定支援を行う。  

7．セプテッジ処理施設建設

のためのフィージビリティ

ーが確認され、実施に向けた

構想が構築される。  

・ セプテッジ処理施設の建設に係る

F/S が策定され、実施に係るフィー

ジビリティーが確認された。 
・ C/P によりセプテッジ処理システ

ムに関する知識が既存施設の視

察、JICA 専門家との協議を通じ

て、習得され、処理施設の設計及

び事業実施改革の策定方も学ん

だ。また、廃棄物の量及び質に関

する調査方法、予測方法について

も理解した。 
・ 事業実施計画及び建設、維持管理

に関する財務手配について、関係

者によるオープン・フォーラムで

確認、共通認識が、得られた。 
・ 州政府及び関連町によるセプテッ

ジ処理施設建設の実現に向けた準

備が開始された。 
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2.8. 全成果共通 
2.8.1. 国別研修  

2014 年 7 月 6 日から 7 月 19 日（14 日間）に神戸、鳥羽、及びボホール島と類似

点の多い沖縄において国別研修を実施した。研修員はボホール州知事を含む 12 名で

あった。研修員は研修の目的を踏まえて積極的に意見交換や視察を行い、研修目的

は達成された。研修の最後にはアクションプランを作成し、帰国後はそのアクショ

ンプランに従い日本での経験を生かして活動を行った。JET から総括の谷本と副総

括の平野が全行程同行して研修員の理解促進を支援した。  
 

2.8.2. 広報  
プロジェクトは活動の認知度を広めるために、以下のように様々な媒体を通して

広報に努めた。  
 ニュースレター  

2013 年 8 月に No.1 を発行してプロジェクトの開始をステークホルダーに周知

し 2014 年 3 月には No.2 を発行してパングラオ地域連絡会議の設立とその内

容をステークホルダーに伝えた。その後の活動は次のパンフレットにまとめ

た。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-37 ニュースレタートパンフレットの表紙 

 パンフレット  
2015 年 7 月にプロジェクトの内容と成果を広報するため、全 16 ページ（表

紙・裏表紙を含む）のパンフレットを作製した。一般の住民にも伝わるよう

簡易な内容としてデザインを重視し、1 万部印刷して主にパングラオ島で配

布した。  
 ウェブサイト  

プロジェクトでは特にエコツーリズム開発のためのウェブサイトを開設した。

言語は英語であるが、写真や図を多用して閲覧者が親しみやすいようにした。 
また JICA ウェブサイトの技術協力サイトに本プロジェクトのページ（和文・

Newsletter No.1 Newsletter No.2 Pamphlet 
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英文）を追加した。  
 ポスター・バナー  

特にエコツーリズム開発のためのポスターやバナーを印刷し、タグビララン

やパングラオ島の道路沿い、ホテルなどで掲示した。  
 卓上カレンダー  

プロジェクトの様子が分かるような卓上カレンダーを作成し、関係者に配布

した。  
 

 
 

 
 
 
 
 

図 2-38 卓上カレンダー2014 年と 2015 年 

 新聞  
パングラオ地域連絡会議やエコツーリズム開発に関する活動が地元紙や日本

人向けのまにら新聞に掲載された。  
 

2.8.3. ロードマップの作成  
本プロジェクトでは 7 つの成果を得ることによりプロジェクト目標を達成したが、

今後上位目標である「新空港建設後もパングラオ島周辺において持続可能な観光開

発が達成される」を現実のものとするためには、今後も活動を継続して課題を克服

し成果を上げていかなければならない。その道筋を示すために、上位目標の達成に

向けてプロジェクト終了後に C/P が各成果で継続的かつ発展的に実施すべき活動、

手法、スケジュール、実施機関等を整理したロードマップを作成した。ボホール州

政府、パングラオ町、ダウイス町はこれらの活動の実施にコミットし、2015 年 8 月

にボホール州知事、パングラオ町長、ダウイス町長は、JICA 及び専門家チームとロ

ードマップに記載された活動を実施することを記載した覚書（MOU）を交わした（添

付資料－4）。  
 

2.8.4. 全体会議  
第 1 回全体ワークショップを 2013 年 6 月、第 2 回全体ワークショップを 2014 年

3 月に開催した。当初はその後も全体ワークショップを開催する予定にしていたが、

パングラオ地域連絡会議と出席者及び内容が重なること、開催の効果が小さいと判

断されたことから、ワークショップは「持続的な観光資源利用の展開」と「個別排

水処理施設の能力強化」の 2 つのコンポーネントでそれぞれ個別に行った。  
2015 年 8 月にはプロジェクトの総括として最終セミナーを開催した。最終セミナ

Calendar 2014 (Front and Back) Calendar 2015 (Front and Back) 
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ーではプロジェクトの成果や教訓・提言を説明したほか、各 C/P が考えていること

を質問に対する回答の択一方式で引き出し、テーマごとに話し合った。  
 

2.9. キャパシティ・ディべロップメント及びキャパシティ・アセスメント 
2.9.1. キャパシティ・ディベロップメント  

C/P スタッフへの技術移転の結果は表 2-28 の通りである。  
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表 2-28 C/P スタッフへの技術移転 

取得すべき知識・能力 
C/P スタッフ 

技術移転方法 技術移転達成状況 
所属機関ポジション 参加頻度 

成果 1 
1) 順応的管理の概要について理解する 
2) ステークホルダー間で情報共有が可能

になる 
3) 合意形成の重要性を理解しそれに資す

る議論に取り組む 
 

 
PPDO 
・ PPDC 
・ Planning Officer 
・ Project Development 

Officer 
BEMO 
・ Aquaculturist 
PLO 
・ Legal Officer 
Gov. Bohol 
・ Provincial Board 

Member 
Mun. Dauis 
・ Councilor 
Mun. Panglao 
・ Councilor 

 
1) 主要会議（C/P 会議、

ワーキンググルー

プ会議、科学委員会

等、月に１～２回） 
 
2) セクターワイズコ

ンサルテーション

及び個別ヒアリン

グ（2013 年 9 月に

ほぼ毎日、その後

2014 年 2 月まで適

宜） 
 
3) パングラオ地域連

絡会議（2014 年 2
月から 2015 年 8 月

にかけて適宜） 
 

 

 
1) 順応的管理を行うための官民連

携した基本的な枠組みについて

JICA 専門家チームと C/P が協

議を繰り返し、条例案や運用規

則案を作成 
 

2) セクターワイズコンサルテーシ

ョンで現状の課題と地域連絡会

議の必要性を C/P が説明し、各

セクターの意見を聞いて地域連

絡会議設立の在り方を把握 
 

3) パングラオ地域連絡会議の度に

詳細な資料を作成し、論理的な

議論を促す 

 
1) 条例案の作成、各種会議

の開催、議会出席などの

機会に、説明や協議を行

い、順応的管理の枠組み

に関する理解を向上させ

た。 
 

2) セクターワイズコンサル

テーションでステークホ

ルダー間のコミュニケー

ションが活性化し、地域

連絡会議を通じて情報共

有が出来た。 
 

3) 地域連絡会議で当初は

個々の主張を繰り返して

いたが、生産性の高い議

論を重ね、合意形成が出

来るようになった。 
注）PPDO: Planning and Development Office, BEMO: Bohol Environmental management Office, PLO: Provincial Legal Office, BTO: Bohol 
Tourism Office, MPDO: Municipal Planning and Development Office, PHO: Provincial Health Office, PGSO: provincial General Service Office, 
MEO: Municipal Engineering Office, MSSMO: Municipal Sewage and Septage management Office  
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取得すべき知識・能力 
C/P スタッフ 

技術移転方法 技術移転達成状況 
所属機関ポジション 参加頻度 

成果 2 
1) 順応的管理について理解する 
2) キャリングキャパシティについて理

解する 
3) 順応的管理に必要なモニタリングに

ついて理解する 
4) モニタリングマニュアルに従ったモニ

タリングが出来るようになる 
5) キャリングキャパシティに基づく利用

調整計画を提案できるようになる 
6) モニタリングに基づき利用調整計画を

見直すことができるようになる 
7) ガイドを活用した観光資源の管理が出

来るようになる 
8) 官民連携した活動が出来るようになる 

 
BEMO 
・ Aquaculturist 
BTO 
・ Administrative Aide 
PPDO 
・ Planning Officer 
Mun. Dauis 
・ Tourism Officer 
Mun. Panglao 
・ Tourism and Coastal 

Resource 
Management Officer 

 
1) 主要会議（1 回/2

週） 
 
2) 観光利用（15 回）及

び観光資源（2 回）

のモニタリング実

施 
 
3) PIEC を活用したダ

イビング、洞窟、ス

ノーケリング、ビー

チのパイロット活

動（2014 年 1 月か

ら 2015 年 8 月） 
 

4) スタディーツアー

（2014 年 7 月に 4
日間） 

 
5) 本邦研修（2014 年 7

月に 2 週間） 

 
1) 地域連絡会議等を通じて順応的

管理の理解を促進 
 

2) 観光利用及び観光資源のモニタ

リング結果を分析し、現状の課

題と必要な対策を検討 
 

3) ダイブサイトとヒナグダナン洞

窟、についてキャリングキャパ

シティの初期値を設定し、利用

調整計画を立案・実施 
 

4) バリカサグのスノーケリングに

ついてガイド組合の指針を作成 
 

5) 洞窟のトライアル利用調整の実

施、ガイドのトレーニング及び

インタビュー評価 
 

6) フィリピン国内外の事例を視察 

 
1) 地域連絡会議でキャリン

グキャパシティやそれに

基づく利用調整について

議論し、内容を理解して

計画することが出来るよ

うになった。 
 

2) モニタリングマニュアル

を作成し、モニタリング

を重ねることで、モニタ

リング能力が向上した。

また分析と計画への反映

も出来るようになった。 
 

3) スノーケリングと洞窟に

関するガイドシステムが

策定され、意識・技術が

向上した。 
 

4) 順応的管理を官民連携し

て行った。 
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取得すべき知識・能力 
C/P スタッフ 

技術移転方法 技術移転達成状況 
所属機関ポジション 参加頻度 

成果 3 
1) ボホール州の観光資源に関する知識

を習得する 
2) エコツーリズムを理解する 
3) エコツアー開発の企画・施設・資材

等の整備が検討できるようになる 
4) エコツアーの広報が出来るようになる 
5) ウェブサイトを観光のために効果的に

利用できるようになる 

 
BTO 
・ Head of BTO/ 

Administrative Aide 
PPDO 
・ Planning Officer 
Relevant Committee 
Members 
・ Eco-tourism 

Promotion Program 
Committee and 
Provincial Tourism 
Committee (PTC) 
Members 

Municipalities 
・ MTO(Municipal 

Tourism Officer)s 

 
1) 主要会議（1 日/週） 
 
2) エコツアー開発

（キャンペーンツ

アー）に関する会

議 
 

3) エコツアーに関す

るインスペクショ

ン・デモンストレー

ション・モニタリン

グの実施 
 
4) ボホール州の観光

資源に関する情報

収集（数日） 

 
1) インタビュー調査や現地調査に

よる観光資源の確認、観光者ニ

ーズの確認 
 

2) クライテリアに基づく有望観光

資源とエコツアーの特定につい

て様々な関係者との協議 
 

3) ボホール州の観光開発コンセプ

ト、ガイドランの作成 
 

4) パイロット事業（1 町 1 エコツ

アーのコンセプトに基づクラス

ター型モデルエコツアーのキャ

ンペーン開催）の実施 
 

5) ウェブサイトの開発（ウェブデ

ザイン、エコツアー情報の掲載

など） 

 
1) ボホールの新たな観光開

発のコンセプトである

「Eco-toursim Bohol」を

関係者間で検討、知事に

より正式に宣言した。 
2) エコツアー開発に向けて

州・町の観光関係者が主

導して調査・検討を包括

的に実施した。 
3) 町及び観光事業者が中心

的な役割を担い、計 102
のエコツアーの発掘・開

発、計 12 の日帰りパッケ

ージツアーを開発した。 
4) 2015 年 2 月～3 月を中心

にパイロット事業を展開

し、それを通した技術移

転を図った。 
5) 新たなウェブ開発を通じ

て関係者への技術移転を

実施した。 
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取得すべき知識・能力 
C/P スタッフ 

技術移転方法 技術移転達成状況 
所属機関ポジション 参加頻度 

成果 4 
1) 個別排水処理施設の管理に関わる国

家から町に至る関連法規に対する知

識 
2) 関係者に対する改定法規の説明と指

導 
3) 将来に亙って関連法規の必要改定対

応 
 

PHO 
・ Head of PHO 
 
BEMO 
・ Manager of BEMO/ 

Pollution Control 
Officer 

MPDO (ダウイス町 
・ MPDC 
・ MSSMO マネジャー 
MPDO(パングラオ町) 
・ MPDC 
・ MSSMO マネジャー 

 
主要会議及び調査参加 

（2-3 日/週） 
 
主要会議（2 回/月） 
 
 
主要会議/ルーティーン

打合せ（2-3 日/週） 
同上 
 
 
現場での改定法規に従

った協働（1 回/週） 
 
 
 
 
 

一連のワークショップ/セミナーに

は、全 C/P が参加する。 
1) 関連法については、全員が個別

排水処理施設管理に係る全法規

をレビューし、内容について確

認した。 
2) 全員が改定法規案の策定に町議

員と共に準備作業から参画し、

案について PIEC 作業部会で説

明も行った。 
3) 将来に亙る関連法規改定対応

（セプテッジ処理施設の建設に

伴う対応）について、セプテッ

ジ処理施設に係る既存施設視

察、F/S 策定と並行して、意見

交換を行い、具体的内容につい

て、案を作成した。 

1) ワークショップで資料提

供、内容協議後理解を深

めた。 
2) 現場協働作業により案を

示し、継続的な支援実施 
3) 項目 2)と同時に実施 
 
町会議における条例改定の背

景、必要対応、その他関連情

報の提供、意見交換の実施。 
 
Public Hearingにおける関連

町支援 (準備作業、ワークシ

ョップ、フォローアップに亙

る)。 
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取得すべき知識・能力 
C/P スタッフ 

技術移転方法 技術移転達成状況 
所属機関ポジション 参加頻度 

成果 5 
1) 個別排水処理施設管理に必要となる

町職員の作業の適切な実施（セプテ

ィック・タンクの計画・設計チェッ

ク、建設中及び建設完了時のチェッ

ク及び既存施設の維持管理チェッ

ク） 
2) 汚濁源及び海域の水質汚濁に係るモ

ニタリングと対策の実施（下水水質

試験室の有効利用含む） 
3) 町政府内関連部署及び町―州間の関

係者による連携促進 
4) 将来に亙って技術能力向上及び組織

的業務実施のための自主的な改善 

PHO 
・ Head of PHO 

 
・ 水質試験担当者(計 3

人) 
 
 
 
BEMO 
・ Pollution Control 

Officer 
 
MPDO (ダウイス町 
・ MPDC 
MPDO(パングラオ町) 
・ MPDC 

 
MSSMO(ダウイス町) 
・ Office Head, 計画担

当、建設検査担当、衛

生担当 
MSSMO (パングラオ町) 

 
町関係者との主要会議

参加（必要に応じて） 
水質試験トレーニング

参加;下水コンポーネン

トに係るワークショッ

プ参加 
 
町関係者との主要会議

参加（必要に応じて） 
 
 
関連ワークショップ／

セミナー及び現場作業 
 
 
申請された ST 計画/設
計チェック；建設中、

完 了 後 の チ ェ ッ ク

JICA 専門家チームと

の協働（７日/2 週間） 
同上（個別排水処理新

1) 既存法規に基づく必要作業内容

についてのワークショップ及び

実践部隊（MSSMO に対する勉

強会による具体的内容の理解促

進）。MSSMO スタッフとの協

働により申請された計画内容チ

ェック及び現場での施設検査実

施。 
2) 下水水質試験の重要性と試験室

セット・アップに係る関係者協

議と水質汚濁防止概論、モニタ

リング・システムに係る検討会

議を州関連 C/P と継続実施。 
モニタリング組織案を作成し

た。 
3) 町関係者に対する作業内容ワー

クショップ及び現場作業に州の

PHO 及び PGSO 担当者の参画

を得て、州―町間の連携協議促

進を図った。また、ワークショ

ップ、関連会議参加時に、個別

排水処理対策に関する州及び町

1) 既存法に沿って、地方自

治体による必要作業が、

適切に実施されるように

JICA 専門家の時間が許

す限り MSSMO スタッフ

との協働を行い、多種の

ケースへの対応を実践し

た。 
2) 下水・水質試験方法につ

いて、JICA 水質試験専門

家が、2014 年 9 月から 11
月に技術移転を実施し

た。 
3) 州及び町関係者による意

見交換と協議の場を増や

すことを念頭に、ワーク

ショップ/セミナーのみな

らず、打ち合わせ会議で

の州スタッフの同席に配

慮した。また、特に町に

対する州による可能な支

援の実施を図った（標準 
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・ Office Head, 計画

担当、建設検査担当、

衛生担当 

組織編成後、JICA 専門

家チームが町事務所訪

問、協働時には終日参

画） 

担当者による協働を助長し、意

見交換を通じて、協力体制を構

築した。 
4) 水質汚濁防止に対する基礎知識

の取得、関係者による意識改革

の必要性について確認し、本プ

ロジェクト実施を通じた教訓と

レッスンから将来に亙った積極

的な改善を図るべく多方面から

の説明・協議を行った。また、

水質汚濁防止対策の総合的対応

のためのロード・マップを示し、

これに基づくアクション・プラ

ンが作成された。 

STに関する情報伝播にお

いて、パンフレットの作

成支援等）。 
4) JICA 専門家チームは。

C/P による自主的な改善

を図るために協働の機会

をできるだけ増やし、関

連情報の提供と意見交換

を行った。 
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取得すべき知識・能力 
C/P スタッフ 

技術移転方法 技術移転達成状況 
所属機関ポジション 参加頻度 

成果 6 
1) セプティック・タンクの標準設

計、建設及び維持管理に関する

知識 
2) 下水水質試験実施方法 
3) 下水の水質試験結果を利用した

セプティック・タンクの処理効

率の検討 
4) 下水処理方法に関する知識習得 
 

PHO 
・ Head of PHO 
 
・水質試験室担当者（2
名） 
 
 
 
PGSO 
・ Assistant Eng. 
 
 
 
 
MPDO(ダウイスおよび

パングラオ町) 
・ MPDC 
・ MPDO スタッフ 
MEO 
・ ME 及びスタッフ 

 
主要会議 
（1 回/月） 
分析トレーニング及び

パイロットプラントモ

ニタリング実施（平均 2
日/週） 
 
パイロット計画、建設、

運転管理、モニタリン

グ（1 日/1 週間） 
分析トレーニング (20
日間） 
パイロット計画、建設 
（1 日/2 週間） 
 
 
 
同上 

1) パイロット ST の処理方式の選

定と施設基本設計及び維持管理

マニュアルについて、ワークシ

ョップを開催し、技術移転を行

った。また、設計、建設におい

て、JICA 専門家チームと C/P
の協働を行い、移転を図った。 

2) 下水水質試験方法については、

JICA 供与機器を使用し、JICA
専門家により州が配置したスタ

ッフに対して、移転した。 
3) パイロット ST のモニタリング

結果から得られる水質を利用し

た ST の処理効率検討を協働に

て実施した。 
4) 下水処理方式代替案について、

資料を提供し、概要について、

セミナーで説明・協議した。 
 

1) 標準 ST に関しては、成果 4 
& 5 において、関係者に対し

て何回も説明・協議を行った

結果、C/P によって認識され

た。パイロット改善型 ST に

おける付帯処理設備（基本設

計）と維持管理については、

2015 年 3 月のワークショッ

プで最終的に技術移転を行

った。 
2) 下水・水質試験方法について

のトレーニングが JICA専門

家により 2 回に亙って実施

された。 
3) 同上 
4) パイロット・プロジェクトの

実施過程で関係者に情報提

供を行った他、2015 年 3 月

セミナーにおいて総合的に

技術移転を行った。 
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取得すべき知識・能力 
C/P スタッフ 

技術移転方法 技術移転達成状況 
所属機関ポジション 参加頻度 

成果 7 
1) セプテッジ処理システムに関す

る知識 
2) 廃棄物及び堆肥に関する調査、

予測方法 
3) セプテェッジ処理施設の設計方

法 
4) 事業実施方法に関する検討 
 

PHO 
・ Head of PHO 
 
 
BEMO 
・ Manager of BEMO/ 

Pollution Control 
Officer 

MPDO (ダウイス町 
・ MPDC 
MPDO(パングラオ町) 
MPDC 

 
既存セプテッジ処理施

設視察、処理施設の検

討・設計時協議参加 
同上 
 
 
 
同上、廃棄物及び堆肥

に関する調査参画 2 日/ 
週） 
同上 

 
1) セプテッジ処理施設の検討過程

で、基礎事項の検討・協議（施

設の用地確保等）既存セプテッ

ジ処理施設の視察を通じて、処

理システムの理解促進を図っ

た。 
2) 調査説明会から、具体的な調査

における参画を得て、知識の提

供を行った。 
3) セプテェッジ処理施設の設計過

程において、基本事項の説明・

協議を行い、設計完了後 
2015 年 3 月にオープン・フォー

ラムで全体の説明を行った。 
4) 事業実施方法に関する計画を示

し、必要対策事項を示した。 
 

1) セプテッジ処理・処分に関す

る知識を比国における実施

例を参考として（視察を含

む）、数回の説明会で、説明

した。 
2) ローカル・コンサルタントに

よる廃棄物調査実施時に、町

担当の参画を得て、協働を行

い、技術移転を行った。 
3) 比国の既存セプテッジ処理

施設視察時の準備及び取り

まとめ時に説明を行った。ま

た、セプテッジ処理施設の設

計方法については、F/S 策定

後、セミナーで説明を行っ

た。 
4) 事業実施方法について、セプ

テッジ処理施設建設に係る

F/S に考慮し、報告書内容の

説明・協議を行った他、州ア

ドミニストレーターと実施

に向けた対応について、協議

した。 
 



新ボホール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト 
業務完了報告書

77 

2.9.2. キャパシティ・アセスメント 
プロジェクト目標の達成のために設定した具体的な達成項目に係る C/P の実施能力につ

いて、プロジェクト実施前後の状況把握をすることを目的に、プロジェクトの開始時（2013
年 8 月）と終了時（2015 年 4 月）に質問票を用いて C/P による自己評価を実行した。回答

者はキャパシティに関する各質問に対して、以下の 5 段階評価を考慮した。 
5：Always able、4：Generally able、3：Sometimes able、2：Hardly able、1：Unable 

(1) 持続的な観光資源利用の展開 
持続的な観光資源利用の展開に関わった 12 名のカウンターパート 2を対象としたキャパシテ

ィ・アセスメントの結果概要は以下の図のとおりである。

（成果 3 の開始時は 2014 年 5 月）

パングラオ地域連絡会議そのものは新しい試みだが、法制化や文書作成、会議運営など

は通常業務としてこれまでも行ってきたものであることから、成果 1 は当初から成果 2 よ

りも能力が高かった。成果 2 については、キャリングキャパシティに基づく利用調整とい

う活動をこれまで行っていなかったため開始時のグレードが低かったが、プロジェクトを

通じて議論と実践を積み重ね、順応的管理や科学委員会などを含むシステムの理解が進み、

成果 1 とともに 1 ポイント以上上昇して Generally able のレベルを超えた。成果３は州全体

の観光を発展させるものであったため、関係した C/P が BTO に限られた。BTO は当初よ

り州の観光のために活発に活動していたため、当初のグレードが高く終了時との差が小さ

い結果となった。ただし、契約変更で追加された成果で活動期間が比較的短かったこと、

終了時の評価が成果の中で最も高かったことから、CD 活動の効果が認められる。 

2 プロジェクト開始時に州政府から提出された C/P リストには、関連する部署のスタッフがかなりの人数で選定

されていた。しかし、実作業が進むにつれ、JICA 専門家チームによる助言もあり、州及び関連町とも、継続的な

参画が可能な C/P に絞り込みを行った。  
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2015 Apr 

Output 1 Output 2 Output 3 Total 

図 2-39 C/P によるプロジェクト前後の自己評価結果の平均値（成果1-3） 
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(2) 個別排水処理施設の管理能力強化 
個別排水処理施設の能力強化に関わった 11 名のカウンターパート 3を対象としたキャパ

シティ・アセスメントの結果は以下の図のとおりである。

プロジェクト開始時に対象とした 3 達成事項とも、開始時の Sometimes able から終了時

にはGenerally able/ Always ableに向上している。中でも成果 4の改善率が高くなっている。

これは、C/P が役所の職員として、法規に係る作業に習熟しているため、参画しやすかっ

たことが原因である。成果 5 については、州及び町の運営方法から、上級マネージメント

の支持に従う縦型組織の中で、担当レベルの改善意識が啓発される機会に乏しく、組織に

係る問題の発見と対応に不慣れなことから、時間がかかると考えられるが、プロジェクト

の実施を通じて、ある程度の改善が見られた。成果 6 については、C/P の中に技術者が、

極端に限られ、コーディネーターが殆どであったことから、施設の計画、設計、建設管理

等については、概論の理解程度にとどまらざるを得ず、具体的な作業内容については、要

点の把握程度で、外注が必要となる。少なくとも概要と要点把握が進められた結果、他の

成果と比べると低めの平均点となっているが、ある程度のスコアが得られた。

3 プロジェクト開始時に州政府から提出された C/P リストには、水質汚濁防止、衛生改善に関連する部署のスタ

ッフがかなりの人数で考慮されていた。しかし、実作業が進むにつれ、JICA 専門家チームによる助言もあり、州

及び関連町とも、継続的な参画が可能な C/P に絞り込みを行った。  
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図 2-40 C/P によるプロジェクト前後の自己評価結果の平均値（成果4-6） 



新ボホール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト 
業務完了報告書 

 

79 
 

3. プロジェクト目標の達成度 
(1) 持続的な観光資源利用の展開 (コンポーネント 1) 

PDM ver.2 のプロジェクト目標の指標からみたコンポーネント 1 の達成状況は以下のと

おりである。 

表 3-1 プロジェクト目標の指標と達成状況（コンポーネント 1） 

プロジェクト目標 目標達成指標 達成状況 
新空港建設後に観光客

の増加によってパング

ラオ島周辺の環境負荷

がかかることが抑制さ

れる。 

パングラオ島周辺の観光

利用調整管理活動が順応

的管理に基づき開始され

る。 

・ ダウイス町ではヒナグダナン洞窟におい

てモニタリング→キャリングキャパシテ

ィ初期値の設定とそれに基づく利用調整

計画の策定→条例の制定→利用調整の実

施→モニタリング→キャリングキャパシ

ティと利用調整計画の見直し→条例の修

正→利用調整の実施という順応的管理の

サイクルを行った。適宜 PIEC のワーキ

ンググループ会議及び科学委員会会議

で、合意形成や科学的検討を行い、順応

的管理のシステムが活用された。 
・ パングラオ町ではダイビングについてモ

ニタリングを行い、キャリングキャパシ

ティについて科学論文を参照した上でワ

ーキンググループや科学委員会で慎重に

検討を行った。さらにモニタリングを行

い、利用調整計画を策定して環境利用税

にかかる条例の改定に盛り込んだ。現在

事前予約制度などの利用調整を実施して

いるところであり、順応的管理のシステ

ムにより環境負荷の抑制が行われてい

る。 
・ パングラオ町では砂浜の利用やスノーケ

リング、ボートの係留などのキャリング

キャパシティや利用調整も PIEC で議論

を行い、環境利用税に係る条例や漁業条

例の改定により実施に移している。順応

的管理に基づく利用調整が沿岸観光資源

の様々な要素について開始されている。 
・ パングラオ島の環境負荷を低減するため
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上記のようにプロジェクト目標は指標と照合して達成された。しかし上位目標である

「新空港建設後もパングラオ島周辺において、持続可能な観光開発が達成される」を達成

するためには、一層の人材育成が必要である。以下に成果毎の対応事項を記す。 
PIEC の各種会議の適切な開催：PIEC の運営能力は向上し、会議の議事進行や議事録の

作成などは問題ない。ただし議題の適切な選定や資料の作成には州と 2 町の協働が必要で

ある。また、Secretariat が会議開催のための費用を確保することも必要となる。 
順応的管理による利用調整：ダイビングの利用規制は成功しているが、今後より一層違

法なボート利用や漁業の取り締まり、適正な利用を監視するスタッフが必要であるが、現

時点ではまだ育成を始めた段階である。また砂浜の保全に関しては専門家が高度な調査と

分析を行う必要がある。ボホール州にはそのような人材はいないため、外部から招聘する

必要がある。 
ボホール州全体における持続的観光開発：エコツアー開発は概ね軌道に乗り、キャンペ

ーンの結果ボホールをエコツーリズムの州と位置付ける関係者の認識やコミットメント

は向上した。しかし、エコツーリズムを担当する BTO には所長のほかに常勤職員が 2 名

しかおらず、職員の追加と能力向上が必要である。一方で、エコツアーは民間観光事業者

にも浸透しつつあり、民間が主導し行政が支援する体制が適切に構築されていく必要があ

る。 
(2) 個別排水処理施設の能力強化（コンポーネント 2） 

PDM ver.2 のプロジェクト目標の指標からみたコンポーネント 2 の達成状況は以下のと

おりである。 

表 3-2 プロジェクト目標の指標と達成状況（コンポーネント 2） 

の取組として、ボホール州全体への観光

客の分散を目的とした「Eco-tourism 
Bohol Program」を実施した。パイロッ

ト事業等を通じて理解・活動の促進を図

り、計 102 のエコツアーサイト、計 12 の

パッケージツアーが開発され、民間観光

事業者にツアーとして活用されている。 

プロジェクト目標 目標達成指標 達成状況 
個別排水処理の管

理能力強化が行わ

れる 

個別排水処理施設か

らの越流水改善対策

が開始された。 

・ 目的達成には、法規の整備、運営組織の設立、

関連施設の技術改善が必要であり、下水道の普

及を将来に期待する現在、セプテッジ処理施設

の建設を急がなければならない。 
・ 現況の個別排水処理施設の問題点を把握し、関

連法規の総合的見直しを行い、適切な設計、維
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上位目標である「新空港建設後もパングラオ島周辺において、持続可能な観光開発が達

成される」を達成するためには、プロジェクト目標を達成した上で、関連法規、個別排水

処理施設管理組織、技術改善を継続実施する必要がある。また、個別排水処理施設から、

永続的に発生するセプテッジ処理施設を国家衛生コードに示されているように LGU の責

任において早急に実施するように関連州及び町が対応する必要がある。以下にあげたのは、

主要成果毎の将来に向けた課題と対応事項である。 
関連法規：セプティック・タンクの管理に係る条例が、関連町の Sangguniang 会議で最

終化の段階に入っているが、住民からの協力を得るために、さらなる住民対話、情報伝搬

等の対策が必要である。また、セプテッジ処理施設の建設が計画される中、建設開始前に、

関連法規の追加を行わなければならない。 
セプテッジ処理システム運営組織：現在 MSSMO が設立され、個別排水処理施設管理業

務を行っているが、MDRRMO の設立を急ぎ、この中での MSSMO の位置づけを明確にし、

永続的なオフィス運営を図る必要がある。 
技術改善：的確な仕様のセプティック・タンクの建設には、かなりのコストが必要とな

ることから、財務援助、住民/ホテルオーナーからの理解を得るための対策、コミュニティ

ー・トイレットの採用等、複合的な対策を講ずる必要がある。 
セプテッジ処理施設の建設とセプテッジ・システム運営：策定された F/S に沿って、必

要な準備を行い、財務手配、施設建設と運営対策を開始する必要がある。 
 

  

持管理に亙り、州衛生コード及び町条例の加

筆・修正案が作成され、PIEC の合意を得て、

町議会に条例案が提案された。 
・ 個別排水処理施設の管理のための組織

（MSSMO）が設立され、関連法規の適切な運

用による管理作業が、住民及びホテル・レスト

ランを対象に行われている。 
・ パイロット・セプティック・タンクが建設、モ

ニターされ、越流水・水質改善のための施設が

提案された。 
・ セプテッジ・マネージメント・総合システム構

築に必要なセプテッジ諸施設建設に係る F/S
が策定され、事務手配、実施体制の設立に向け

た、アクション・プランが作成された。 
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4. プロジェクトへの投入状況 
4.1. 日本側による投入 
4.1.1. JICA 専門家チームの派遣 

下表はプロジェクトが開始から終了までに投入された専門家の、氏名、専門分野と現地での

アサインの期間である。 

表 4-1 JICA 専門家チームの派遣 

氏名 

（専門分野） 
年 M/M  作業概要 

谷本 晋一郎 

（総括/持続可能型観光開発(1)/

生態系保全(1)） 

2013 5.57  プロジェクトの実施監理 
 順応的管理のための情報収集 
 セクターワイズワークショップ 
 観光資源のベースライン調査現地再委託手続き 
 パングラオ地域連絡会議（PIEC）の設立準備 

2014 8.17  プロジェクトの実施監理 
 パングラオ地域連絡会議の州条例による設立・

運営 
 観光資源モニタリングマニュアル案作成 
 キャリングキャパシティに基づく利用調整検

討・実施 
 ガイドシステムの構築とトレーニング 

2015 4.70  プロジェクトの実施監理 
 パングラオ地域連絡会議の運営 
 モニタリングマニュアルに基づくモニタリング

実施 
 キャリングキャパシティに基づく利用調整検

討・実施及び再検討 
 行政官用管理ガイドライン作成 
 プロジェクト終了後のロードマップ作製 

平野 邦臣 

（副総括 /持続可能型観光開発

(2)/土地利用管理） 

2013 2.13  パングラオ地域連絡会議の設置、プロジェクト

実施体制の構築 
 順応的管理計画の検討 
 環境モニタリング調査の仕組みづくり 

2014 4.90  順応的管理計画の継続的検討 
 環境モニタリング調査の技術移転 
 観光開発プログラムの検討 

2015 2.27  観光開発プログラムの展開 
 パイロット事業の実施 

野島 哲 

（生態系保全(2)/サンゴ礁モニタ

リング） 

2013 1.50  観光資源のベースライン調査監理 
 サンゴ礁調査のトレーニング 

2014 1.00  サンゴ礁調査マニュアル案作成 
 サンゴ礁調査実施 

2015 1.00  サンゴ礁調査マニュアル作成 
 サンゴ礁調査実施 

百瀬 正敏 

（組織管理体制改善） 

2013 6.60  個別排水処理施設の現況把握と関連法規収集・

レビュー 
 関連法規の改定 
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 個別排水処理施設関連業の現状把握と問題点摘

出、町関係者と対策案の検討 

2014 6.37  関連法規の改定に係る PIEC の合意 
 個別排水処理施設の管理組織改善支援と関連職

員トレーニング 
 州及び町関係者の現場での協働 

2015 3.03  住民意識改善と参画対策としてのコミュニティ

会議支援 
 セプテッジ処理施設の建設に向けたオープン・

フォーラム 
 C/P の技術移転結果評価と提案作成 

嶋津 陽子 

（個別排水処理施設改善 (1)） 

2013 5.37  現状の個別排水処理施設調査 
 既存個別排水処理施設インベントリー作成支援 
 パイロット・プラント設計、現地再委託手続き

の実施 

2014 4.17  水質分析機器調達 
 パイロット施設運転支援と水質モニタリング 
 越流水水質改善のための標準施設の設計 

2015 1.40  越流水水質改善のための標準施設の設計とマニ

ュアル作成 

竹田 久人 

（個別排水処理施設改善 (2)） 

2013 1.97  パイロットプラント設計及び入札図書作成 
 汚泥発生量予測 

2014 2.13  セプテッジ処理に関する比国内他先行事例調査 
 パイロット・プラント建設施工監理 
 水質分析機器調達仕様書作成 

2015 1.37  セプテッジ処理に関する比国内他先行事例調査 
 セプテッジ処理施設建設概略設計及び F/S 作成 
 セプテッジ処理施設建設のための準備作業支援 
 プロジェクト終了後のロードマップ作製 

木村 剛 

（観光拠点開発） 

2014 2.37  ボホール島の観光の現状調査 
 観光開発プログラムの検討 

2015 1.00  観光開発プログラムの展開 

望月 嘉人 

（観光情報整備） 

2014 1.07  エコツーリズムポータルサイトの情報収集とデ

ザイン作成 
 エコツーリズムポータルサイトの試験的公開 

2015 1.57  エコツーリズムポータルサイトの詳細ページの

作成と更新作業 
 エコツーリズムポータルサイトの改善と州観光

局職員へのトレーニング 

厚見 安宏 

（水質分析） 

2014 1.00  水質分析方法及び結果検討方法のトレーニング 

後藤 孝志 

（廃棄物・堆肥） 

2014 2.00  廃棄物質・量調査の現地再委託先選定 
 廃棄物発生量及び性状調査 
 堆肥の利用状況調査及び需要予測 

 
4.1.2. 国別研修 

国別研修をカウンターパートのために計画・実施した。国別研修の概要、参加者リスト、

及びプログラムを以下に示す。 
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図 4-1 国別研修の概要 

表 4-2 国別研修の参加者リスト 

 

研修目的：日本において沿岸自然を資源とする観光地域の自然資源の保全、行政と地域社会との連
携、モニタリング、観光とキャリングキャパシティ、汚水管理の実井例についての理解を深める。

成果１：沿岸生態系の特徴
を理解し、対策(利用調整
を含む）を策定できるよう
になる。

成果２：地域社会と連携し
キャリングキャパシティに
配慮した持続的な観光を推
進できるようになる。

成果３：沿岸自然を資源と
する観光地域の自然資源保
全に資する汚水管理の必要
性が理解できるようになる。

アクションプラン(研修成果とボホールにおける今後の業務への応用）の作成・発表

講義：国際サンゴ礁研究・
モニタリングセンター

講義：石垣市役所観光文化
スポーツ局

講義：石西礁湖サンゴ礁基
金

講義：沖縄エコツーリズム
推進協議会

講義：海洋政策研究財団
講義：ケラマエコツーリズ
ム推進協議会

見学：海島遊民くらぶ（エ
コツアー実施団体）

講義：阿嘉島臨海研究所

見学：渡嘉敷村阿波連浄化
センター

1 Edgardo M. Chatto Governor Province of Bohol

2 Abeleon R. Damalerio Provincial Board Member Province of Bohol

3 Leonila P. Montero Mayor Municipality of Panglao

4 Joseph Jasper A. Arcay Councilor Municipality of Panglao

5 John Titus J. Vistal
Provincial Planning & Development

Coordinator
Provincial Palnning & Development

Office

6 Josephine R. Cabarrus Administrative Officer IV Bohol Tourism Office

7 Ma. Mercedes E. Salinas
Municipal Planning & Development

Coordinator
Municipality of Dauis

8 Esperanza J. Flores Sanitation Inspector IV Provincial Health Office

9 Jovencia B. Ganub Adminstrative Officer III Provincial Health Office

10 Maria Socorro A. Trinidad Aquaculturist II
Bohol Environnment Management

Office

11 Aida L. Evangelista Planning Officer I
Provincial Palnning & Development

Office

12 Severino Jr. L. Abonete
Driver I

(Governor's Companion)
Province of Bohol

No Name Position Office
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表 4-3 国別研修プログラム 

 
 

～

18:30 ～ 20:20 谷本 日本工営 東京

9:30 ～ 11:00 講義
研修CDN
谷本・平野

JICA　研修管理員
日本工営

13:30 ～ 15:30 講義 古川恵太 海洋政策研究財団　主任

19:00 ～ 21:00 入柿部長ほか JICA 東京

9:10 ～ 11:58 のぞみ19号

14:00 ～ 16:00 見学 池本啓二 北淡震災記念公園

19:00 ～ 21:00 築野所長ほか JICA 神戸

9:50 ～ 12:00 見学 大木健一 人と防災未来センター

13:30 ～ 15:00 見学 自治体の防災対策 齋藤富雄 兵庫県三木総合防災公園

16:55
19:30

～
18:55
20:25

ANA3729
ANA1781

石垣

10:00 ～ 12:00 講義 斎藤倫実
環境省那覇自然環境事務所
石垣自然保護官事務所

13:30 ～ 15:00 講義 前田博
NPO法人石西礁湖サンゴ礁
基金

13:00 ～ 16:00 講義 鷲尾雅久
NPO法人石西礁湖サンゴ礁
基金

石垣

10:00 ～ 12:00 見学
研修CDN
谷本

JICA　研修管理員
日本工営

13:00 ～ 17:00 講義 嘉数博仁 石垣市役所 石垣

9:20 ～ 10:15 ANA1764

14:00 ～ 17:00 講義 花井正光
NPO法人沖縄エコツーリズ
ム推進協議会

那覇

7/13(日) 10:00 ～ 18:00 見学
研修CDN
平野

JICA　研修管理員
日本工営

那覇

10:00 ～ 11:00 見学 金城豊
渡嘉敷村役場　経済建設課
上下水道係兼林務係

14:00 ～ 14:35 那覇

10:30 ～ 12:00 講義 岩尾研二 阿嘉島臨海研究所　研究員

13:00 ～ 16:00 講義 垣花武信
元ケラマエコツーリズム推
進協議会理事長　（実施協
力機関：慶良間商工会）

那覇

7/16(水)
11:40
14:47

～
13:50
17:23

JTA252
バス

鳥羽

8:30 ～ 13:30 見学 兵頭智穂
有限会社オズ　海島遊民く
らぶ

14:00 ～ 16:00 講義 江崎貴久
有限会社オズ　海島遊民く
らぶ

16:40 ～ 20:23 JR・のぞみ248 東京

9:00 ～ 11:30 発表
谷本・平野
篠原主任

日本工営
JICA

13:00 ～ 18:00

19:00 ～ 21:00 夕食会 谷本・平野 日本工営 東京

7/19(土) ～

7/7(月)

ブリーフィング
研修オリエンテーション

夕食会

宿泊先

7/6(日)
出発　来日

夕食会

研修内容 受入先等日付 時刻 形態

海をいかした街づくり

夕食会

7/9(水)

阪神淡路大震災の被害

移動（神戸－那覇）
移動（那覇－石垣）

地震発生源となった断層の観察7/8(火)

移動（東京－新神戸）

7/10(木)

サンゴ礁保全とモニタリング

協議会の活動資金メカニズム構築、普及啓
発活動等

島内見学

7/12(土)

移動（石垣－那覇）

持続可能な観光とエコツーリズム(講義後
ディスカション有り）

持続可能なエコツーリズム

7/11(金)

観光客の増加に対する資源保護

島内見学　美ら海水族館

7/17(木)

帰国

アクションプラン作成
修了証書授与

帰国準備

地域コーディネート・エコツーリズム

移動（那覇－中部国際空港）
移動（中部国際空港－鳥羽）

移動（鳥羽－東京）

7/15(火)

移動（那覇:9:00－阿嘉:10:10）
持続的観光とサンゴ礁保全

持続的観光とサンゴ礁保全
移動（阿嘉：17:20－那覇：18:10）

7/14(月)

移動（那覇:泊港9:00発－渡嘉敷:阿波連港
9:35着）
汚水処理（回分法/天日乾燥/緑農地利用）
簡単な講義、意見交換の場有り

移動（渡嘉敷:阿波連港－那覇：泊港）

7/18(金)

地域の活性化とエコツーリズム
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4.1.3. 納入機材 
下表のように合計 7,786,498 円のプロジェクト機材が調達された。 

表 4-4 プロジェクトでの調達機材リスト 

Year Item Quantity Cost (PHP) Cost (Yen) 

2013 

(1) Desktop computer 2 79,590 190,300 
(2) Laptop computer 1 42,925 102,634 
(3) A3 colored laser photo-copier/printer 1 349,800 836,372 
(4) Projector and Projector screen 1 22,200 53,080 
(5) Satellite image 1 553,114 1,322,496 
(6) Portable T-N, T-P, COD measurement 1 124,161 296,000 

Sub-total 1,171,790 2,800,882 

2014 
(7) Other water quality measurement 1 2,019,049 4,738,590 
(8) Laptop computer 1 41,425 98,467 

Sub-total 2,060,474 4,837,057 

2015 (9) Laptop computer  1 53,400 148,559 
Sub-total 53,400 148,559 

Total 3,285,664 7,786,498 

 
4.2. フィリピン側による投入 
4.2.1. カウンターパート 

表 4-5 ボホール州及びダウイス町、パングラオ町の投入実績 

名前(州/町役職) プロジェクト役割 年 投入 M/M 

John Titus Vistal 
(Provincial Planning and Development Coordinator) 

Project Director 2013-2015 5.0 

Ma. Maria Socorro Trinidad 
(Aquaculturist II, BEMO) 

Project Manager 2013-2015 7.0 

Josephine R. Cabarrus 
(Head, BTO) 

Project Manager 2013-2015 4.0 

Samuel V. Racho 
(OIC, BEMO) 

Project Manager 2014-2015 3.0 

Jovencia B. Ganub 
(Administrative Officer IV, PHO) 

Project Manager 2013-2015 7.0 

Esperanza J. Flores 
(Head, Environment & Sanitation Section, PHO) 

Project Manager 2013-2015 7.0 

Hermilo Arcaya 
(Project Evaluation Officer IV, PPDO) 

Project Manager 2013-2015 1.0 

Aida L. Evangelista 
(Planning Officer II, PPDO) 

C/P 2013-2015 4.0 

Judith U. Sumatra 
(Administrative Officer V, PPDO) 

C/P 2013-2014 2.0 

Artemio B. Alo 
(Project Development Officer I, PPDO) 

C/P 2013-2014 2.0 

Mildred Madronero C/P 2013-2015 6.0 
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(Administrative Aide, PPDO) 
Adelfa Salutan 
(Agricultural Technologist, BEMO) 

C/P 2013-2015 3.0 

Moises Cañete Jr. 
(Administrative Assistant II, BEMO) 

C/P 2013-2015 1.0 

Jose Garcia 
(Aquacultural Technician, BEMO) 

C/P 2013-2015 3.0 

Cecilio I. Arayata Jr. 
(CRM Staff, BEMO) 

C/P 2014-2015 2.0 

Gina Kapirig 
(Administrative Aide, BTO) 

C/P 2013-2015 8.0 

Remedios Regacho 
(Aquaculturist II, OPA) 

C/P 2013-2015 1.0 

Anna Lou B. Tiongson 
(Aquaculture Technician I, OPA) 

C/P 2014-2015 2.0 

Teodoro Lagang 
Legal Officer, PLO) 

C/P 2013-2014 1.0 

Arsenio G. Garcia 
(Engineer II, PGSO) 

C/P 2013-2015 5.0 

Lorenz Lee Llera 
(Sanitation Inspector I, PHO) 

C/P 2013-2015 3.0 

Flordeliza Mesina 
(Sewage Laboratory in Charge, PHO) 

C/P 2014-2015 5.0 

Edgardo Petallar 
(Engineer II, Motorpool) 

C/P 2013-2015 1.0 

Jovencia S. Asilo 
(MPDC, Panglao Municipality) 

Deputy Project 
Manager 

2013-2015 5.0 

Darwin Menorias 
(Tourism Officer, Panglao Municipality) 

C/P 2013-2015 7.0 

Julita L. Cogo 
(Rural Health Physician, Panglao Municipality) 

C/P 2013-2015 1.0 

Rogelio S. Bonao 
ME, Panglao Municipality) 

C/P 2013-2015 1.0 

Abelio Arbilo 
(MSSMO, Panglao Municipality) 

C/P 2013-2015 1.0 

Ma. Mercedes E. Salinas 
(MPDC, Dauis Municipality) 

Deputy Project 
Manager 

2013-2015 3.0 

Christopher Nistal 
(Tourism Officer, Dauis Municipality) 

C/P 2013-2015 5.0 

Oscar B. Nistal 
(MSSMO, Dauis Municipality) 

C/P 2013-2015 5.0 

Joni L. Co C/P 2013-2015 1.0 
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MHO, Dauis Municipality) 
Alexander P. Dolauta 
ME, Dauis Municipality) 

C/P 2013-2015 1.0 

Abeleon R. Damalerio 
(Chair, Committee on Environment, PGBh) 

Advisory Member - - 

Joseph Jasper Arcay 
Chair, Committee on Environment, Panglao 
Municipality) 

Advisory Member - - 

John Ericson G. Aranjuez 
(Chair, Committee on Environment, Dauis 
Municipality) 

Advisory Member - - 

 
4.2.2. フィリピン側による運営費の負担 

プロジェクト期間においてボホール州、パングラオ町及びダウイス町がプロジェクト運

営のためにそれぞれ負担した金額（C/P の給与を除く）は以下の通りである。 

表 4-6 フィリピン側による運営費の負担 

Year 2013 (Actual) 2014 (Actual) 2015 (Budget) Total (Budget) 
Province of Bohol 16,000.00 157,686.00 296,572.00 470,258.00 

Municipality of Panglao 2,000.00 15,050.00 348,700.00 365,750.00 
Municipality of Dauis 1,500.00 3,200.00 3,350.00 8,050.00 

Total 844,058.00 
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5. 教訓と提言 
5.1. 教訓 
5.1.1. 関連する州と町の連携 

本プロジェクトは JICA とボホール州の間で合意して実施されたものである。このため

当初はタグビララン市に所在する州政府を主要 C/P として、州の影響力によってパングラ

オ島での環境保全を進めようとした。しかし、環境保全活動の実施主体は各町であり、パ

ングラオ島ではダウイス町とパングラオ町がそれぞれ町議会により町条例を制定し、町職

員がそれを実施している。 
このためダウイス町とパングラオ町を C/P 機関と位置づけ、各種会議のインビテーショ

ンレターなどには、2 町のロゴマークを必ず付すようにした。また 2 町の方針を重視し、

パングラオ地域連絡会議を設立する際にも 2 町とのコミュニケーションを重視して意見を

取り入れ、2 町の権限を損なうことがないよう注意した。これらの対応により 2 町の積極

的な参画を得て、プロジェクトを環境保全のために実質的に効果があるものにした。 
 

5.1.2. 技術協力を進めるためのニーズの把握 
観光資源のモニタリングにおいては、パングラオ町やダウイス町に実施能力のある人材

が無く、州でも経験はあるものの順応的管理に資するモニタリングを分析とフィードバッ

クまで行える人材はいなかった。このため最も重要なサンゴ礁の調査手法としては、簡易

で分析のしやすいSpot Check法 4（日本では一般に行われている手法）を導入し、州のモニ

タリング経験がある職員の調査員としての能力向上を図るべく調整した。しかし、ボホー

ルでこれまで行われてきた手法はPoint Intercept法 5であり、州としては経験のある職員が

その手法を各町やバランガイに指導してボホール全体の状況をモニターしていくことを

計画していた。このため州のサンゴ礁モニタリングチームの責任者と協議し、プロジェク

トは方向転換してPoint Intercept法によるモニタリングマニュアルを作成し、OJTはトレー

ナー養成を目的としたものに修正した。 
Point intercept 法は Spot Check 法に比べて時間と費用がかかるが、C/P の実施意欲が高く

なければ持続性はより低いものになる。またトレーナー養成を目的として時間をかけて集

中的にトレーニングをしたため、結果として職員を調査員としては一定のレベルに高める

ことが出来た。現状を客観的にみたニーズを押し付けるのではなく、コミュニケーション

を十分に取って、当事者が望むことをくみ取ることが、技術協力のニーズ把握では必要で

ある。 
 

                                                   
 
4 時間当たり（15 分間が一般的）にスノーケリングで約５０m 四方の海域を泳ぎ、全体的にサンゴの被度（海底

の面積に対し、生きたサンゴに覆われた面積を％ で表す）を調べる。調査者の主観によるため、ある程度の経験

が必要。環境省の「モニタリングサイト 1000」プロジェクトに採用されている。 
5 ５０m の巻尺を海底に設置し、２５cm 置きのポイント直下の海底の状態をチェック。全 200 ポイントのうち、

生きたサンゴが何％を占めるかで、生きたサンゴの被度を算出する。調査者の主観が影響するスポットチェック

法に比べて精度が高いが、時間とスキューバ等の装備が必要。 



新ボホール空港建設に係る持続可能型環境保全プロジェクト 
業務完了報告書 

 

90 
 

5.1.3. 官民連携による観光開発の推進 
一般的に観光業とは、地域の観光資源を活用しながら、旅行代理店・ホテル・レストラ

ン・交通セクターなどの民間が主導して進めるものであり、そこに如何に効果的・効率的

に公的な支援を投入するか大きなポイントとなる。ボホールでは、州政府の観光当局であ

る BTO は、常勤スタッフ 3 名、契約スタッフを含めても 10 名ほどの組織規模しかなく、

観光インフォメーションセンターを兼ねる事務所において、一般観光客への観光情報案内

や州イベント企画・対応、州政府に対する公的訪問者への対応を通常業務としている。一

方、観光関連の民間企業も一定以上の知見と経験、ボホールの地域生計向上に対する意識

を有していることもあって、ボホール州では以前から適度な距離を持って官民の連携が図

られている。 
このような州の状況を踏まえ、本プロジェクトでは官民連携のエコツーリズム推進組織

「Eco-tourism Promotion Program Committee」を組成した。この組織の代表者は民間の旅行

代理店の経営者が務めたが、彼女の理解力と高い意識、公平性や実行力、そして BTO 担

当者との密な連携が、今回の成果の大きな原動力になった。一方で、FAM ツアーなどを通

じて、他の民間旅行代理店の本プロジェクトへの参画にも十分に努めており、趣旨に賛同

して開発したエコツーリズムプログラムを活用する代理店も少なからず見られるが、民間

企業への横展開が今後更に取り組むべき課題として挙げられる。 
 

5.1.4. 州町連携による州全体での観光振興 
今回のプログラムは、観光振興による恩恵を、パングラオ島だけではなくボホール全体

に分散していかに展開するかが重要な目的であり、州政府と州下 48 市町の情報共有、意

見交換、連携を図ることが大きなポイントであった。複数回にわたってセミナーやワーク

ショップを開催して、州下の市町の観光担当者（MTO）を集めて本プロジェクトの趣旨や

内容の説明・周知、市町の情報と意見の吸い上げを進めた。その上で、パイロット事業の

実施を通して、市町との連携実施において一定の成果を収めた。しかし、本プロジェクト

は「１町１エコツアー」をサブタイトルとして掲げていたが、町によっては観光担当者が

不在、かつ/または観光振興に関心がなく、48 市町中、5 つほどの町で本プロジェクト中に

エコツアーを開発することができなかった。これらの町では、今後の本プログラムの成果

を示しながら、カウンターパートによる継続的な参画促進を図っていく必要がある。 
 

5.1.5. 必要最小限の観光受け入れ施設の整備とそのための費用捻出 
観光振興プログラムでは、主に 2015 年 2～3 月にパイロット事業の一環として、プロモ

ーションキャンペーンツアーを実施した。ここでは 3 タイプの日帰りツアーが組まれ、計

13 の個別エコツアーサイトが対象となった。これら 13 サイトは、半数近くは以前から観

光客を受け入れていたところもある一方で、残りは今回初めて観光客を受け入れるべく準

備を進めたところである。これら 13 サイトについては、パイロット事業の試行として JICA
プロジェクトから観光客を受け入れるための最低限の施設整備・機材提供を実施した。こ

の支援により、今後も観光客を継続的に受け入れるための基盤が整った。一方で、その他
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の多くのサイトは、自然・文化資源的なポテンシャルは有しているものの、トイレ、誘導

サイン、説明板をはじめとする観光客を迎え入れるための最低限の施設・機材が不十分で

あり、JICA の支援がない中で、州または各町が一定の費用を捻出して観光地として受け入

れるための準備を進める必要がある。 
 

5.1.6. 本邦研修の実施 
本プロジェクトでは当初本邦研修を予定していなかったが、契約変更の際に追加した。

主要 C/P は本邦研修に参加することによって、日本の技術を目の当たりにし、ボホールで

の導入に強い期待を持つようになった。また参加した C/P との関係が非常によくなり、そ

の後プロジェクトを一緒に行う気持ちが高くなった。さらには参加した C/P が核となって

プロジェクトをけん引したため、他の C/P にも好影響を与えた。このように本邦研修の実

施は C/P が主体となって実施する技術協力プロジェクトでは非常に有効である。 
 

5.1.7. 広範囲の対象者に対する衛生改善及び下水処理対策に係る基礎知識の提供 
ボホール州においては、DENR による水質汚濁防止に係る対応は、極端に限られている

他、州及び関連町においても、基礎知識が欠落しており、水質保全法を考慮した水域及び

汚濁源における水質モニタイング、大規模排水制御対策等も全く行われていない。 
小規模町では、環境担当議員といえども関連法規、下水処理等に関する知識が欠如して

おり、本プロジェクト開始当時から、協議のベースとなる基礎知識の提供を必要に応じて

C/P に限らず他の関係者に提供するようにワークショップの開催等で配慮した。その結果、

議論を深めることができ、協力体制の構築を図り、関連法規の改善、管理組織の構築等へ

のスムースな支援が得られた。このように関連州及び町の知識レベルの実情把握に基づき、

プロジェクト開始時点から対象者を決めて情報提供と意見交換の場を、設定することが必

要である。 
 

5.1.8. 水質汚濁防止に関する住民対話実施における町職員に対する支援 
プロジェクト開始当初、住民ばかりではなく、町役所関係者も水質汚濁防止対応経験が

なく、料金支払いを含む対策への参画意識もほとんどない状況であった。そこで、まず町

職員及び町議員の意識改革を図り、住民対話としてダウイス町のバランガイ住民との会議

において、JICA 専門家は、町職員の説明・協議に参加して、追加説明、意見交換等におい

て支援を行った。この結果、水質汚濁問題と対策の必要性が出席者によって認識され、協

力への意思表示も示された。系統だった論理的な説明・協議が必要である他、住民からの

質問に対して、適切かつ簡易な説明が要求されることから、ここで行われたように、コミ

ュニティー・ミーティングへの支援は、効果的であった。 
 

5.1.9. 町担当者との協働の機会を増やし、自立を助長する。 
パイロット・セプティック・タンクの設計から工事管理、水質モニタリングに亙って、

州技術者(C/P)との緊密な協働が行われた結果、知識の移転が効果的になされたばかりでな
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く、パイロット・プラントの建設、運転過程で生じた問題対応に具体的な工夫が見られた。

また、町関係者との連携を自発的に行い始めた他、ワークショップでもリーダーシップを

伴い、積極的な参加が見られるようになった。ここで、指名される C/P は、能力及び実績

が所属部署内で、評価された職員であり、幾つかの業務を兼任しているのが常である。彼

らによる各種出張が多い中、本業務への正式参画が関連部署内で公表・認知されることに

より、他業務との調整がスムースに運び、本業務への優先対応が可能となった。 
下水・水質試験室が州政府保健事務所内に設置され、JICA 供与機材を利用して、水質試

験が実施されているが、パイロット・セプティック・タンクの水質モニタリングにおいて、

JICA 専門家とのルーティーン作業を通じた協働により、徐々に応用が利くようになってき

ており、経験の少ない事項に関して、ルーティーン業務において、JICA 専門家との協働の

機会を増やすことは、有効であった。協働により、実作業の中で、些細なことであっても、

議論することにより、C/P 自身の中で、問題が解決され、担当部署の責任が認識され、必

要な対策を自ら考えて実行するようになった。 
 

5.1.10. プロジェクト事例の視察機会を増やし、理解を深めさせる。 
セプテッジ処理施設の建設及び維持管理に関して、計画すら策定されていない状況下、

関係者は、具体的なイメージが無いばかりではなく、処理施設の現実化に対する議論もし

ていなかった。比国内の既存セプテッジ・処理施設を視察する機会を提供することにより、

処理施設のクリーンで衛生的な状況、施設が複雑ではない、維持管理も容易で、建設・維

持管理費も受益者からの料金で賄える等の情報を直接得ることができ、パングラオ等への

処理施設導入に積極的に取り組むことになった。このように、身近な成功例を視察するこ

とが、初めての経験事業を実施する上で、有効である。 
 

5.1.11. 廃棄物収集・処理調査・検討に町担当者の参画を図る。 
廃棄物の性状と発生量調査が実施されたが、雇用されたローカル・コンサルタントと町

担当者が調査計画から現場調査まで、協働を図ったことから、作業の進め方から、廃棄物

収集・運搬・処分に亙って、理解が深まり、今後の廃棄物対応のための基礎知識が移転さ

れた。このように現地職員の調査への全面的介入は、将来の事業拡張に向けて役に立つも

のである。但し、町関連部署による人的配置と予算の確保が必要であり、今回の業務で行

ったように、プロジェクト開始に当たり、説明・合意を得ておく必要がある。なお、調査

の結果、家庭ごみの発生原単位が推算され、ダウイス町 424g/人・日、パングラオ町 302g/
人・日が得られた。 

 
5.1.12. 下水・水質試験室の設立について 

ボホール州においては、他の地方州と同様に公共用水域における水質保全に関する認識

が薄く、汚濁源や、水域における水質モニタリングの重要性について、説明と理解を得る

ための対策を全関係者に行うことが必要である。そして、モニタリングの頻度と測定タイ

ミングの重要性が理解できると、対象地域内での下水専門の試験室の設置を急ぐことにな
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る。水質試験室が設置とスタッフが配置されると、モニタリングへの興味が助長され、測

定技術に止まらず、水質保全への対策、住民に対する水質改善啓蒙活動にも参画意欲を示

すようになった。 
 

5.1.13. 衛生環境改善、水質保全に対する認識改善 

個別排水処理施設改善のため、関連法規、管理組織及び技術改善について、現地関係者

（州及び関連町職員及び住民）との協働を通じた技術支援を行うことにより、今まで、水

質保全に関して具体的に考える機会もなかった地域の関係者による下水セクターへの認

識が改善され、セプティック・タンク汚泥処理場建設、共同トイレの建設、住民対話の継

続等、対策への参画が開始された。 
 

5.2. 提言 
5.2.1. 統合沿岸管理の実施 

プロジェクト期間中にダイビング、スノーケリング、ビーチなどの利用調整を計画し実

施してきた。これらはパングラオ周辺の観光資源を保全するためには重要なものであり成

果も高い。しかし、観光資源の集中する沿岸域は複雑な要素で構成されており、それらが

相互に作用して変化している。サンゴ礁やビーチの劣化は様々な要因が入り組んで生じて

おり、劣化を防止するためには関係するそれぞれの利害関係者が連携して統合的に管理す

る必要がある。パングラオ町では 2015 年 6 月に Fishery and Coastal Resource Management
条例が制定された。今後この条例を活用し既存の他の条例とも連携して統合沿岸管理を実

施する必要がある。ダウイス町でも既存の Fishery Code of Dauis under Municipal Ordinance 
No. 11-B in 2011 を活用して統合沿岸管理を実施する必要がある。 

 
5.2.2. 科学委員会の継続 

C/P はパングラオ地域連絡会議を継続することにコミットしている。実際にワーキング

グループの活動は今後も継続することに大きな支障はないと考えられる。しかし科学委員

会は州外から科学的知見の深い委員を招いて開催するため、費用負担が大きい。 
科学委員会はプロジェクトの中でキャリングキャパシティの設定や利用調整計画を策

定する上で科学的根拠、いわゆるお墨付きを与えてきたもので、ステークホルダーの合意

形成を行う上で極めて重要な機能を担っていた。今後もパングラオ地域連絡会議が適切で

合意される提言を行うためには、科学委員会の継続が必要である。 
このため科学委員会の事務局である PPDO は科学委員会開催に係る費用を適切に予算計

上して継続的な委員会の開催を確保することが必要である。 
 

5.2.3. パングラオ全体における海岸保全調査の実施 
プロジェクトはアロナビーチにおいて利用調整を実施し、その過程で様々な課題・問題

を確認した。それらの問題の要員を把握することは海岸を保全するために必要である。パ

ングラオ全体の海岸の状況を詳細に調査し、海岸を保全するための代替案や改善策を策定
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する必要がある。 
 

5.2.4. 関連法規に則ったセプティック・タンクの普及を図るための複合的な対策実施 
2014 年以降、関連町で認可申請が出されたセプティック・タンクに関しては、妥当な施

設仕様が採用されていることを町担当事務所が確認している。しかし、殆どの既存のセプ

ティック・タンクは、関連法規に示された仕様に反しており、既存施設の補修あるいは、

新規建設が必要となる。しかし、既存施設については、罰則を含む条例案が早い時期に関

係者によって最終化されたが、住民の反対が予想されることから、2015 年 6 月現在、町議

会での最終合意に至っていない。 
このような状況を改善するため、関連町は、州の支援を得て、住民対話の促進、建設の

ための財務支援策の具体的な提案、コミュニティー・トイレットの導入等の複合的な対策

を講じる必要がある。 
 

5.2.5. MDRRMO の早期設立と MSSMO の組織・能力強化 
関連町の町長による人選により兼任対応であるが、設置された MSSMO 内に職員が配置

されている。そして、本プロジェクトを通じて、見直された標準セプティック・タンクの

適用が、少なくとも新規施設に対して、義務づけられ対応がなされている。 
国家からの財務支援が期待できる「町災害リスク減少マネージメント・オフィス: 

MDRRMO」の設立とこの組織内での MSSMO の位置づけが合意されていることから、セ

プティック・タンクの運営管理体制は、整ったと言える。但し、現在進められているセプ

テッジ処理施設の建設、維持管理のための組織が必要となることから、現在の MSSMO の

業務範囲を拡大し、職員の増員、能力強化を図る必要がある。 
 

5.2.6. 改善型 ST の標準化に向けた課題と提言 
本調査において提案された Method1 及び Method2 改善型 ST は、従来型 ST に 3,500~5,000

ペソ程度の追加負担で建設可能な設計としている。しかしながら、一般家庭向け 5 人槽の

従来型 ST の建設費が約 50,000 ペソと算出されおり、従来型 ST の建設費そのものが所得

の低い対象地域住民にとっては、負担が重いと言える。 
そこで、改善型 ST のみならず、従来型 ST の建設を実現するためには、ST の建設費の

ための補助制度が必要である。現在、州政府（PHO）の財源による衛生トイレの建設支援

（平成 26 年度 2,000 ペソ相当資機材/世帯、平成 27 年度より 850 ペソ相当資機材/世帯）が

行われているが、類似のスキームを ST の建設支援にも広げていく等、町及び州が一体と

なり、ST 建設支援方策を検討し、実施・定着させることが望まれる。 

 
5.2.7. 商業施設からの排水対策 

レストラン、ホテル等の商業施設からの排出水の汚濁濃度が非常に高く、従来型 ST で

は十分な処理が行われず、高濃度の ST 越流水がそのまま排出されていることが確認され

た。この対策として、改善型 ST Method3（日本式浄化槽）の導入を提案しているが、ST
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の前段で適切な廃油管理が行われないと、パイロット調査で Method3 の施設運転時に経験

されたように処理不良を引き起こす。 
本調査により、対象地域内の大多数のホテルでは、厨房にてフライパンや鍋についた油

やソースが直接 ST に排出され、グリース・トラップによる適切な除去も行われていない

ため、多量の廃油を含む汚水が ST に流入していることが明らかとなった。レストランを

はじめ、油分を多く含む汚水を排出する施設に対しては、Sanitation Code によりグリース・

トラップを ST の前段に設置することが義務づけられているが、現状ではグリース・トラ

ップの構造や、清掃状況に問題がある施設が大多数である。 
一方で、ホテル側からは、グリース・トラップのスカムや汚泥の処分先が定められてお

らず、清掃ができないという声が多く聞かれる。これらは、本来、産業廃棄物として地方

自治体が回収、処理、処分するべきであるが、汚泥処理処分場が建設されるまでは、ホテ

ル側が負担せざるを得ない。従って、Method3 の導入に当たっては、上記のような問題が

あることを理解した上で、厨房排水管理を徹底することが必要条件となる。また、現在進

められているセプテッジ処理施設の建設を急ぎ、処理施設内での廃油処理を考慮する必要

がある。 
 

5.2.8. セプテッジ処理施設の建設・管理を含むセプテッジ運営・管理システム構築のための

町条例の追加・修正 
プロジェクトの目的が、個別排水処理施設（セプティック・タンク）の管理・運営にあ

ったことから、提案法規改定案において、セプテッジ処理施設の建設及び維持管理に関し

ては、一般的な記述に止めていた。しかしながら、セプテッジ処理についての議論が深ま

り、知事を始めとして、関係者による施設建設の緊急性が認識されたことと F/S において

実現可能性が示されたことから、セプテッジ処理システム構築に向けて、PIEC における事

業実施体制の決定、関連町間の連携、施設建設用地の購入手配等の準備が開始された。 
セプテッジ処理施設建設事業の開始に先立て、関係者の合意を得て、料金徴収を考慮し

た受益者負担を考慮した関連条例の追加・修正を実施する必要がある。なお、料金徴収に

おいて、低所得家庭対応が必要となり、5.2.3 で述べた複合的な対策の配慮も必要となり、

町条例に反映させる必要がある。 
 

5.2.9. セプテッジ処理施設の建設・管理事業実施準備の実施 
事業の実施に当たっては、民間活用、州政府等の支援、プロジェクト実施主体の決定、

財務手配等の問題があり、関係組織によるプロジェクト推進室を早期に設立し、まず、関

係者による合意と実施に向けた対応が必要となる。なお、既に関係者によって協議された

本件に関わるロード・マップに基づくアクション・プランの実施おいて、州政府関連部署

によるリーダーシップが重要となる。 
 

5.2.10. セプテッジ処理施設建設事業のための州内マネージメント組織の構築 
将来に亙って、持続的な観光開発が可能となるように、観光に係る直接対策と共に、海
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域の水質汚濁防止対策を主要な人為的汚濁源を対象に実施することが必要となる。公共下

水道施設の建設が難しい現状において、個別排水処理施設改善策を含み、セプテッジ処理

システムの構築のために、セプテッジ処理施設の建設、維持管理が不可欠なものである。 
技術、財務等を考慮した上で、現実的に事業に対処するためには、州政府関連部署によ

るリーダーシップの発揮が重要な条件となる。しかし、州全体として、国家が制定した

Water Act を踏まえた上での水質汚濁防止に関する認識が十分でないこと、州、町とも環

境保全関連部署は、多く存在するが、現実対処に向けた、人材、予算配分が不足している

ことが判明した。 
そこで、セプテッジ処理施設建設プロジェクトを実施するためには、まず、BEMO を中

心として、適材適所を考慮した人員配置を行い、責任と権限を明確にした上で、予算配分

を行い、プロジェクト実施チーム/組織の構築が必要となる。ここで、ボホール州において

は、同様なプロジェクト実施経験がないことから、法規改善、実施機関の組織構築と強化、

施設建設に必要なコンサルタント及び建設業者選定等に対するマネージメント支援が必

要であると考えられる。なお、このようなマネージメント支援が行われる場合においても、

州及び町のトップマネージメントによる実施組織強化が前提となる。 
 

5.2.11. 下水・水質試験室の設立及び衛生環境改善、水質保全に対する理解と認識改善 
一般的に、開発途上国においては、下水分野に対する認識・理解が遅れていることから、

衛生改善、水質保全関連プロジェクトの実施に当たっては、現地関係者との協働の機会を

増やして、技術移転を行う中、ワークショップ等を有効に利用して、下水道セクターへの

理解と参画を図る必要がある。その上で、現地関係者が中心となって、下水・水質試験室

の設置と有効活用を促進することが、水質保全を達成するための第一歩となるものである。 
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Ver.02（案）

プロジェクト名 対象地域 ターゲットグループ 実施期間

上位目標

プロジェクト目標

アウトプット
【観光資源保護のための環境モニタリング】

●セプテ-ジ処理施設の建設・維持管理に係るフィージ
ビリティー・スタディーレポート

5.2 定常的に水質分析が実施される体制が確立される、 ●水質分析検体数

プロジェクトデザインマトリックス (PDM)

新ボホール空港建設に係る
持続可能型環境保全プロジェクト

プロジェクトの要約

新空港建設後もパングラオ島周辺において持続可能な観
光開発が達成される。

6. より高い処理能力を持つ個別排水処理施設（腐敗槽）
の標準仕様書案/設計例が提案される。

7.　個別排水処理施設から発生する汚泥の処理に関し
て、処理施設の設計及びその資金調達計画を含む持続
的な管理体制の策定支援等を行う。

7.1セプテッジ処理施設建設のためのフィージビリティー
が確認され、実施に向けた構想が構築される。

2013年5月-2015年10
月

●関連組織、住民、民間企業等がパングラ
オ島周辺の環境管理に積極的に関わる。

指標データ入手手段

●モニタリング仕様書
●モニタリング結果の報告書
●パングラオ地域連絡会議議事録
●行政官用の管理ガイドライン
●プロジェクトの業務進捗報告書及び業務完了報告書

●科学委員会議事録
●プロジェクトの業務進捗報告書及び業務完了報告
書●パイロットプラントモニタリングデータ

ボホール州政府、パングラオ市及びダウイス市ボホール州パングラオ市、ダウイス市（バリカ
サグ島を含む）

●地域連絡会議議事録

指標

●環境管理のための予算措置を含む必要
な対策が関連機関により継続される。
●パングラオ島周辺が大規模な自然災害
によって損なわれない。

●パングラオ島周辺の観光利用調整管理活動が順
応的管理に基づき開始される。
●観光利用調整管理計画を反映した個別排水処理
施設管理の体制が形成され、導入の準備が行われ
る。

【個別排水処理施設の能力強化】

2. 「順応的管理」の基礎システムが確立された実施体制
によってパングラオ島周辺で実施される。

4. 個別排水処理施設の建設及び管理に関する最適な規
制方法が提案される。

2014年5月2日

6.1パングラオ島におけるより効果的な個別排水処理施
設を提案し、検証のためのパイロット実験を行い、標準
図及び維持管理マニュアル(案）が作成される。

外部条件

●地域連絡会議が州政府の公式な意思決定機関と
なり、定期的に（年1回程度）モニタリングデータに基づ
き管理活動を評価/アップデートする（順応的管理を行
う）。

●パングラオ島やバリカサグ島の環境管
理政策に影響を与えるような急激な地域経
済の変動がプロジェクト期間に発生しな
い

1.1 パングラオ地域連絡会議及び科学委員会が設立さ
れ、4回以上開催される。

2.1 モニタリング結果に基づきキャリングキャパシティが
設定され、地域連絡会議で観光利用調整に関する合意
が行われる。

●パングラオ地域連絡会議及び科学委員会会議議事録
●プロジェクトの業務進捗報告書及び業務完了報告書

●地域連絡会議議事録
●プロジェクトの業務中間報告書及び業務完了報
告書

●モニタリング活動に必要な人員と資源が
確保される。

1. キャリングキャパシティに基づく利用調整管理を含む
「順応的管理」実施のための基礎的な管理体制が確立さ
れる。

4.1観光施設と一般家庭の両方について、個別排水処理
施設に関する規制、定期検査、可能性のある罰則等を
含む効果的な規制の改訂案が提案され、地域連絡会議
で意思決定が行われる。

●新たな管理体制の構築に対し、州および
町の協力が得られる。

●パングラオ地域連絡会議議事録
●プロジェクトの業務進捗報告書及び業務完了報告
書

新空港建設後に観光客の増加によってパングラオ島周辺
に環境負荷がかかることが制御されるとともに、個別排水
処理の管理能力強化が行われる。

●関連する住民及び観光施設オーナー等
と合意形成がされる。

2.2 順応的管理の基礎システムを含む行政官用管理ガ
イドラインが作成される。

5. 個別排水処理施設管理のための望ましい管理体制が
確立される。

5.1個別排水処理施設の管理システム（担当別の役割含
む）（案）が作成され、地域連絡会議で意思決定が行わ
れる。

●パングラオ地域連絡会議議事録
●プロジェクトの業務進捗報告書及び業務完了報告
書

3. パングラオ島周辺における順応的管理を継続するため
ボホール州全体における持続的観光開発を検討する

3.1 ボホール州観光開発コンセプトが明確になり、パイ
ロット事業により拠点開発が試行される。

●ボホール州観光開発ガイドライン
●プロジェクトの業務進捗報告書及び業務完了報告書

●2013年10月に発生した大地震の震災復
興が予定通りに進む。



プロジェクト活動
1-1. 環境保全に係るステークホルダー情報の収集・整理     フィリピン国側
1-2. 「パングラオ地域連絡会議（仮称）」の運営体制の策定 専門家 カウンターパート（×人）
1-3. 事業者との事業種別ワークショップの開催 総括 プロジェクトダイレクター
1-4. 「パングラオ地域連絡会議(仮称)」の設立 副総括 プロジェクトマネージャー
1-5. 「科学委員会（仮称）」の設立 持続可能型観光開発 組織・制度 前提条件
2-1. ｷｬﾘﾝｸﾞｷｬﾊﾟｼﾃｨ設定に必要な情報収集 生態系保全 モニタリング
2-2. 観光資源のベースライン調査の実施 サンゴ礁モニタリング キャリングキャパシティ
2-3. 「順応的管理」実施計画作成 観光拠点開発 利用調整
2-4. 観光情報整備 海洋生態管理
2-5. キャリングキャパシティ初期値設定と利用調整計画策定 組織管理体制改善 環境教育
2-6. 継続モニタリングの手順書作成と開始 個別排水処理施設改善(1) 個別排水処理施設改善
2-7. 最大収容数を管理するためのパイロット活動実施 個別排水処理施設改善(2) その他のスタッフ
2-8. キャリングキャパシティ修正及び利用成長計画再検討 水質分析
2-9. ガイドを対象としたワークショップ開催 廃棄物・堆肥化
2-10. 既存ガイドシステムの修正支援 短期専門家 (数量及び専門領域は適宜決める)
2-11. 関係者用トレーニングプログラムの作成・実施 業務調整
2-12. 行政官用管理ガイドライン作成 ローカル専門家（数量及び専門領域は適宜決める）
2-13 観光利用調整に関するフィリピン国内の視察（スタディーツアー）
3-1. ボホール州の観光資源・観光開発に係る現状のレビュー 機材
3-2. ボホール州の観光に係るコンセプトの明確化 パイロットプラント５基建設 プロジェクトオフィス
3-3. ボホール州全体の観光開発ガイドラインの作成 ｐH、BOD、TSS測定装置および試薬・消耗品類 水質分析室及び分析スタッフ
3-4. ボホール州全体に対する観光開発ガイドラインの実践に向けた理解促進 (試薬・消耗品は初回分のみ) 既存の関連資料・データ等
3-5. 作成された観光開発ガイドラインに基づく個別のエコツアー開発の企画 T-N、T-P、COD簡易測定機および試薬類 水質分析試薬・消耗品
3-6. パイロット事業の実施 機材・設備・車輌等
3-7. ボホール州全体の観光情報を提供するためのポータルサイトの構築
3-8. ボホール州の観光情報の提供のためのパンフレットの作成支援
4-1. 個別排水処理施設に係る既存の規制に関する情報の収集・整理
4-2. 関係者とのインタビューによる関連情報収集 5-13 持続的な組織のためのマニュアル、参考資料作成
4-3. 規制、中間検査、罰則等における効果的なマネージメント・システムの検討 5-14 水質分析室設置に係る組織体制、運営体制の整備
4-4. 調査結果及び法・規制に係るドラフトに関する関係機関協議 5-15 水質分析資機材調達
4-5. 関連政府機関から提案に対する大枠での合意を得る 5-16 水質分析室セットアップ
4-6. 提案に基づく中間検査作業を通じて、提案システムに関する問題点の摘出 5-17 水質分析に係る基本的考え方に関する技術移転
4-7. 提案された法・規制の変更について、パングラオ連絡会議の合意を得る 5-18 水質分析方法に関する技術移転
4-8. 法・規制の変更手続きを行うと共に、現場での改定案の実施継続 5-19 水質分析マニュアルの作成
4-9. 現場作業に係る実施マニュアル及び参考資料の作成と関係職員の訓練 5-20 水質分析結果の考察と評価方法に関する技術移転
4-10. 法・規制変更手続きの完了と現場での実施継続 6-1. 現状の個別排水処理施設に関する調査
4-11. 現場での実施経験反映による効果的なシステムへの補完 6-2. 個別排水処理施設のインベントリー作成
4-12. 個別下水処理施設からの放流水質改善計画策定 6-3. 個別排水処理施設に係る検討
5-1. 個別下水処理システムの管理に係る既存体制情報の収集整理と財務検討 6-4. ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計・現地再委託入札手続き/契約
5-2. 個別下水処理に係る効果的な体制検討 6-5. パイロットプロジェクトの実施（建設）
5-3. 関連政府機関と新組織の位置づけ、職員配置計画及び財務手配の協議 6-6. パイロットプラントモニタリング・検討(個別排水処理改善案作成・標準化)
5-4. 関連政府機関による新規の追加職員手配 7-1. フィリピン国内他先行事例調査
5-5. 新規組織関連スタッフに対するワークショップ開催（作業方法と実施内容） 7-2. パングラオ島内汚泥発生量予測
5-6. 新組織による提案された現場作業の実施 7-3. パングラオ島内廃棄物発生量及び性状調査
5-7. 新組織による成果の評価、問題点の摘出と対策案の検討 7-4. パングラオ島内堆肥の利用状況調査および需要予測
5-8. 現場経験に基づき、関連政府機関と新規組織に関する意見交換 7-5. 処理施設の設計
5-9. 住民の代表及び汚泥収集会社に対する新規組織に関する情報提供と協議 7-6. 施設の建設費、維持管理費の算定
5-10. パングラオ連絡会議での新規組織と管理体制の承認 7-7. 事業実施主体の検討(民間事業者参入可能性検討含む)
5-11. 新組織による提案された現場作業の実施 7-8. 汚泥処理の事業化セミナー開催
5-12. 将来に向けたさらなる組織改善のための問題点の摘出・検討

●事業対象地域の治安状況が悪化
しないこと
●空港建設事業が行われること

●プロジェクト期間中、各活動の主要メン
バーの解雇・異動が行われない。

パングラオ島周辺のキャリングキャパシティ検討対象地域設定

日本側
投入



 

 

 

 

 

添付資料－2 List of Major Activities of Output 1-3 

  



List of Major Activities of Output 1-3 
Year Month/Date Title 

2013 May 23 Kick-Off Meeting on Sustainable Environment Protection Project for Panglao 
Island 

2013 July 4 Coral reef monitoring seminar by Dr. Satoshi Nojima 
2013 July 10 Meeting on the methodology to be used for the baseline coral reef survey  

2013 July 11 Orientation workshop on project for new officials 

2013 July 15 Component 1 Counterpart Meeting on the SEPP Timeline of Activities  
2013 July 24 Component 1 Counterpart Seminar on the Executive Committee and Roles of 

counterparts 
2013 August 12 Component 1 Seminar on the Legal Framework of  SEPP in Panglao and the 

establishment of Panglao Island Executive Committee (PIEC) 
2013 September 4 Facilitators Meeting for Sector-wide Consultation Workshop 
2013 September 

15 & 16 
Alona Beach visitor counting survey, Alona Beach Questionnaire survey 
And Balicasag Island boat survey 

2013 Sept. 17-20, 
25& 26 

Sector-wide Consultative Workshop (Dauis & Panglao: MFARMC, Dive shops, 
Tour Guides, Boat operators, Youth, Women, Fisherfolks, Hotels and 
Restaurants, LGU Officials, PGBh Officials & Counterparts, Support Group, 
Scientific Committee and NGOs) 

2013 November  
17 & 21 

Tourist Exit Survey 

2014 Jan Drafting of the Coral Reef Monitoring Manual for Adaptive Management in 
Panglao by Dr. Satoshi Nojima 

2014 Feb 3 Approval of the PIEC Ordinance # 2014-002 by the Sangguniang Panlalawigan 
(SP) of the Provincial Government of Bohol (PGBh)  

2014 Feb 6 1st PIEC Plenary Meeting in Bohol Tropics. 
2014 Feb 11 Orientation on the coral reef monitoring protocols 
2014 Feb 24-Mar 1 Joint Coral Reef Monitoring by the MPA-TWG composite team (JICA-SEPP, 

PADAYON-BMT and MPA-PTWG). 
2014 Mar 13 2nd Plenary Workshop on SEPP in Panglao Municipality  
2014 Mar 26-28 Carrying capacity workshop by  SU-IEMS attended by BEMO, OPA, DA-BFAR, 

DENR, Padayon-BMT 
2014 Apr 21 1ST Tourism and Conservation Working Group (TCWG) Meeting at Bohol Bee 

Farm, Brgy Dau, Dauis, Bohol 
2014 May 12 & 18 Tourist Exit Survey 
2014 May 16-17 Alona Beach visitor counting survey  
2014 May 18 & 25 Hinagdanan Cave questionnaire survey 
2014 May 19-20 Local guide training workshop on tour guiding techniques  at Hinagdanan Cave 
2014 May 21-25 Pilot testing the Cave UC protocol in Hinagdanan cave  
2014 May 22 1st Scientific Council (SC) Meeting at Metro Center Hotel, Tagbilaran, Bohol. 
2014 Jun 24 2nd TCWG meeting at Bohol Bee farm, Dauis, Bohol 
2014 Jun 25 Snorkeling surveys (weekday) in Balicasag Is 
2015 Jul 1-4 Study tour in Cebu and Negros Oriental  
2014 Jul 7-10 Dive center survey in Panglao Is.  



2014 Jul 6-19 Training in Japan  
2014 Jul 12 Snorkeling surveys (weekend) in Balicasag Is 
2014 Jul 14 Salvage zone survey in Alona Beach by BEMO, BTO, LGU Panglao, JICA-SEPP 
2014 July 25,28, 30 Presentation/Discussion of Eco-Tourism Promotion Program with Atty. 

Nunag(PTC Pres., Ms. Dumaluan (PTC Executive Director and BTO Head 
2014 Aug 1 2nd PIEC Board of Directors Meeting for TCWG 
2014 Aug 4 Eco-Tourism Promotion Program Meeting with Municipal Tourism Officers and 

Bohol Tourism Office 
2014 Aug 6 Eco-Tourism Promotion Program Meeting with Provincial Tourism Council 
2014 Aug 12 Meeting for the Implementation of Eco-Tourism Promotion Program with BTO, 

Academe, Transport Group, DAR, DTI, Tour Guides, & Travel Agents) 
2014 Sep 15 Divers Counting Survey (Weekend) in Balicasag Is 
2014 Sep 16 Public hearing of the revised EUF Ord. and Business of Diving Ord. in Panglao  

SB Hall 
2014 Sep 25 3rd TCWG meeting at Linaw beach resort  and restaurant, Panglao, Bohol 
2014 Sep 12 1st Snorkeling workshop (Snorkeling protocols for local guides) in Panglao SB 

Hall 
2014 Sept 14 & 15 Tourist Exit Survey 
2014 Sep 17 Introduction of draft monitoring manual for the adaptive management of  

tourism resources 
2014 Sep 27 Divers counting survey (weekend) in Balicasag Island 
2014 Sep 28 Hinagdanan cave perception survey on bird removal  
2014 Oct 1 2nd Snorkeling protocol workshop in BIDR, Balicasag Island  
2014 Oct 1 Divers counting survey (weekday) in Balicasag Island 
2014 Oct 15 Site visitation of JICA Country Representative  
2014 Oct 24 Special Brgy session for the presentation of result of Hinagdanan cave 

perception survey on bird removal in Brgy Hall of Bingag 
2014 Oct 29 3rd Snorkeling workshop on BISGA re-organization in BIDR, Balicasag Island 
2014 Nov 5 Orientation on the proposed advance reservation system (ARS) for divers for 

Balicasag Island by Isea.Inc 
2014 Nov 16 & 17 Tourist Exit Survey 
2014 Nov 26-28 Basic Q GIS seminar, Casa Rey, Tagbilaran City, Bohol  
2014 Dec 2 & 12 Eco-Tourism Campaign Tour Demonstration 
2014 Dec 15 2nd Scientific Council Meeting, Bohol Tropics, Tagbilaran City, Bohol 
2014 Dec 18 4th TCWG meeting at Bohol Bee Farm, Dauis, Bohol 
2014 Jan 27 2nd PIEC Plenary Meeting 
2015 Feb 5-6 Trainor’s training on periodic tourism resource monitoring, Casa Rey, 

Tagbilaran City 
2015 Feb 9-13 Reef monitoring survey 
2015 Feb 16-20 Data base training workshop (data encoding and processing) 
2015 Feb 23-27 Data base training workshop (data analysis and technical writing)  
2015 Mar 8 Hinagdanan Cave Survey 
2015 Mar 11 & 14 Divers counting survey and Snorkeling Survey in Balicasag Island 
2015 Mar 19 5th TCWG meeting at Panglao SB Hall, Panglao, Bohol 



 

2015 Mar 20 Public presentation of 2015 coral reef monitoring result  
2015 Mar 23 Stakeholders meeting on water quality monitoring in Doljo, Bellevue resort, 

Doljo, Panglao, Bohol 
2015 Mar 27 Special session on proposed revision  of Hinagdanan Cave Ordinance 
2015 Apr 13 Implementation of advance reservation system (ARS) for Balicasag Island 

diving. 
2015 Apr 19 Hinagdanan Cave Survey 
2015 May 15 Hinagdanan cave assessment by DENR-CENRO Tagbilaran City, Bohol 
2015 May 17 & 18 Tourist Exit Survey 
2015 May 19 3rd Scientific Council Meeting, Bohol Tropics, Tagbilaran City, Bohol 
2015 Jun 5 Meeting on Hinagdanan Cave data gaps by DENR-CENRO and JICA-SEPP 
2015 Jun 24 6th TCWG  meeting at Dauis SB Hall, Dauis, Bohol 
2015 July 3 CRM Plan of Panglao review workshop 
2015 July 21-24 Hinagdanan Cave Biodiversity Assessment  
2015 Aug 6-7 Baseline assessment on tourism-related reef damage 
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List of Major Activities of Output 4-7 
Year Month/Date Title 

2013 May 23 
Kick-Off Meeting on Sustainable Environment Protection Project for Panglao 
Island 

2013 June 17 First sewage component C/P meeting (Explanation/confirmation on the 
contents of IR, collection of information)  

2013 June 20 First overall workshop for the Sewage Component  (Explanation of the 
component)  

2013 July 02 JET Courtesy Call to Gov. Chatto (Discussion on the Sustainable Environment 
Protection Project) 

2013 July 11 Orientation workshop on project for new officials 

2013 July 18 Workshop for sewage component implementation for C/Ps of Province and 
Municipalities (data base preparation, detailed survey, etc.)  

2013 July 29-30 Meeting with C/Ps of Dauis and Panglao for schedule arrangements to meet 
real conditions 

2013 Aug 23 Second sewage component   workshop  (present problem analysis, study on 
relevant laws for management of individual STFs) 

2013 Oct 3-4 Workshop for the preparation of draft ordinances in Dauis 
2013 Oct 8-9 Workshop for the preparation of draft ordinances in Panglao 
2013 Dec 5 Workshop for continuation of Database management  
2014 Jan 27-Feb5 Field Inspection to existing STP in Luzon and Dumaguete City 
2014 Feb 6 1st Panglao Island Executive Committee or PIEC Plenary Meeting in Bohol 

Tropics. 
2014 Feb 12 Orientation on septage treatment system for governor and provincial staff 
2014 Feb 20 Orientation on septage treatment system for municipal staff 
2014 Mar 2 Orientation on septage treatment system for municipal staff 
2014 Mar 12 Workshop for work manual of LGUs for the management of individual STF 
2014 Mar 13 2nd Plenary Workshop on SEPP in Panglao Municipality  
2014 Apr 21 1st  PIEC WMWG (waste management working group) meeting 
2014 May 12 Workshop for set up of organization to manage 0n-site STFs in Panglao 
2014 May 13-16 Workshop  for set up of organization to manage 0n-site STFs in Dauis 
2014 May 21 Dauis WMWG discussions on manual 
2014 May 22 2nd PIEC WMWG meeting 
2014 May 30 Panglao WMWG discussions on manual with Task Force 
2014 July 1 1st  Board of Directors Meeting for WMWG 
2014 Jul 2-7 Management of on-site STFs for Panglao and Dauis Task Force (Bohol Plaza: 

23persons) 
2014 Jul 17 Barangay Captain Meeting (Dauis) on issues and problems on existing ST and 

need of Ordinance modifications 
2014 Aug 22 3rd PIEC WMWG Meeting 
2014 Sep 8-Nov 4 Waste Water Quality Analysis Training 
2014 Sep 30 Clarification/ sharing of present status on ST management and find solution 

on issues and problems 
2014 Dec 5 Sharing of status of the Sewerage Component of the Project to set up 



 

concrete supporting system in the overall project implementing system 
2014 Dec 11 4th PIEC WMWG Meeting 
2015 Jan 27 2nd PIEC Plenary Meeting 
2015 Feb 11 Seminar for the utilization of used oil 
2015 Feb 26-27 Site visit to Dumaguete Septage Treatment Facility with Filipino Counterparts 
2015 Mar 6 Review of performance of sewerage component and presentation on 

modified ST through pilot study 
2015 Mar 31 Open Forum for Construction of a Septage Treatment Plant 
2015 Apr 7 Follow up workshop for Construction of STP and Application of Modified ST 

(Explanation and discussions on completed Reports) 
2015 May 28 5th PIEC WMWG Meeting 
2015 Jun 11 Overall and Final Workshop for the evaluation of performance by C/Ps and 

sharing of Present issues and problems in the municipalities for the operation 
of septage management system 

2015 Aug 12 3rd  Board of Directors Meeting for TCWG and WMWG 
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主管部長 文書管理課長 主管課長  情報管理課長 図書資料室受付印 

     

収集資料リスト(List of Collected Materials) 
平成 27 年 9 月 XX 日作成 

地 域 アジア 調 査 団

等 名 称 
新ボホール空港建設に係る持続可

能型環境保全プロジェクト 

調 査 の 種 類 技術協力プロジェクト 作 成 部 課  

国 名 フィリピン 現 地 調 査 期 間 2013/5 - 2015/9 担当者氏名  
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1 Fisheries Code_Philippines_RA8550 Electric file A4 38 Copy 1 DENR Free      

2 R.A_9147_wildlife_Act Electric file A4 10 Copy 1 DENR Free      

3 
Provincial Ordinance No. 2014-002. Establishing the 
Panglao Island Executive Committee for Sustainable 
Environmental Protection Project. 

Hard copy A4 6 Copy 1 PPDO Free      

4 

Municipal Ordinance No. 03 Series of 2008. An 
Ordinance Providing for the Establishment of 
Environmental Users Activity System in the Municipality 
of Panglao, Bohol, and Inposing Fees thereof. Municipal  

Hard copy A4 8 Copy 1 Municipality of Panglao Free      

5 

Municipal Ordinance No. 12 Series of 2014. An 
Ordinance Amending Municipal Ordinance No. 03 Series 
of 2008 Entitled: “An Ordinance Providing for the 
Establishment of Environmental Users Activity System in 
the Municipality of Panglao, Bohol, and Imposing Fees 
Therof” 

Hard copy A4 12 Copy 1 Municipality of Panglao Free      

6 Municipal Ordinance No. 11 Series of 2014. An 
Ordinance Regulating the Business of Diving in the 

Hard copy A4 4 Copy 1 Municipality of Panglao Free      

作成者： JICA Expert Team 
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Municipality of Panglao, Bohol Promulgating the Rules 
and Regulations thereof. 

7 

Provincial Ordinance No. 2012-026. Requiring Mandatory 
Accreditation by the Philippine Commission on Sports 
Scuba Diving of Diving Establishments in the Province of 
Bohol. 

Hard copy A4 6 Copy 1 Municipality of Panglao Free      

8 

Executive Order No. 9 (Mayor of Panglao) Series of 2014. 
Enforcing the Sulvage Zone and Easement along the 
Shorelines of this Municipality and Creating the Salvage 
Zone Enforcement Team for the Purpose. 

Hard copy A4 2 Copy 1 Municipality of Panglao Free      

9 
Barangay Ordinance No. 03 Series of 2014. An Ordinance 
Modifying Ordinance No. 01, Series of 2008 “Known as 
Regulating Taking a Bath at Hinagdanan Cave” 

Hard copy A4 2 Copy 1 Barangay Bingag Free      

10 
Barangay Ordinance No. 01 Series of 2015. An Ordinance 
Amending the Barangay Ordinance No. 03, Series of 2014 
Entitiled Regulationg Taking a Bath at Hinagdanan Cave 

Hard copy A4 3 Copy 1 Barangay Bingag Free      

11 Comprehensive Land Use Plan 2011-2020, Panglao Electric file A4 165 Copy 1 Municipality of Panglao Free      

12 Comprehensive Land Use Plan 2011-2020, Dauis Electric file A4 140 Copy 1 Municipality of Dauis Free      

13 

Stockwell, B. et al, 2007, Balicasag Island Risk 
Assessment: Estimating the carrying capacity of coral 
reefs for SCUBA diving at Balicasag Island, Panglao, 
Bohol 

Hard Copy A4 21 Copy 1 SUAKCREM (Siliman 
University) Free      

14 Hawkins, J. P. and Roberts, C. M., 1997, Estimating the 
Carrying Capacity of Coral Reefs for Scuba Diving Hard Copy A4  4 Copy 1 SUAKCREM (Siliman 

University) Free      
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15 Sudara, S. and Nateekarnchanalapm S., 1998, Impact of 
Tourism Development on the Reef in Thailand. Hard Copy A4  6 Copy 1 SUAKCREM (Siliman 

University) Free      

16 Huttche, C. et al, 2002, Sustainable Coastal Tourism 
Handbook for the Philippines Hard Copy A4  6 Copy 1 SUAKCREM (Siliman 

University) Free      

17 Garrod, B. and Wilson, J. C., 2005, Marine Ecotourism 
Issues and Experiences Hard Copy A4  231 Copy 1 SUAKCREM (Siliman 

University) Free      

18 Alcala, A. C. et al, 2008, Directory of Marine Resorves in 
the Visayas, Philippines Hard Copy A4  177 Copy 1 SUAKCREM (Siliman 

University) Free      

19 
Alcala, E. et al, 2007, Assessment of the Biophysical 
Conditions of Caves Promoted for Ecotourism in 
Mabinay, Negros Oriental, Philippines. 

Hard Copy A4  11 Copy 1 SUAKCREM (Siliman 
University) Free      

20 Structure Based on Clustering of Offices in Bohol 
Province Hard Copy A4 2 Copy 1 BEMO Free      

21 
Report on the 2013 Socio-Economic Survey on Balicasag 
Island Hard Copy A5 21 Copy 1 

Social Economic and 
Environment management 
Cluster 

Free      

22 

Executive Order No. 533 (President). Adapting Integrated 
Coastal Management as a National Strategy to Ensure the 
Sustainable Development of the Country’s Coastal and 
marine Environment and Resources and Establishing 
Supporting Mechanisms for its Implementation 

Hard Copy A5 6 Copy 1 
Social Economic and 
Environment management 
Cluster 

Free      

23 Code on Sanitation of the Philippines (septage related) Hard copy A4 5 Copy 1 Government of the 
Philippines Free      

24 Clean Water Act Hard copy A4 10 Copy 1 -do- Free      
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25 Operations Manual on the Rules and Regulations 
governing Domestic Sludge and Septage Hard copy A4 5 Copy 1 -do- Free      

26 National Plumbing Code of the Philippines Hard copy A4 10 Copy 1 -do- Free      

27 Revised National Plumbing Code Hard copy A4 15 Copy 1 -do- Free      

28 Presidential Decree 198 Hard copy A4 5 Copy 1 -do- Free      

29 Local Government Code (related parts) Hard copy A4 5 Copy 1 -do- Free      

30 Revised Panglao Island Tourism Estate (PITE) Guidelines Hard copy A4 5 Copy 1 PIEC  Free      

31 Presidential Decree No. 1152 (1977), Hard copy A4 5 Copy 1 Government of Philippines Free      

32 Environmental Code Hard copy A4 5 Copy 1 Government of Philippines Free      

33 Bohol Sanitation Code Hard copy A4 5 Copy 1 Bohol Provincial 
Government Free      

34 Bohol Environment Code (Draft) Hard copy A4 5 Copy 1 -do- Free      

35 Revised Effluent Regulations of 1990, Revising and 
Amending the Effluent Regulations of 1982 Hard copy A4 3 Copy 1 Government of Philippines Free      

36 Operations Manual on the Rules and Regulations 
Governing Domestic Sludge and Septage Hard copy A4 43 Copy 1 USAID Free      

37 City Septage Management System Hard copy A4 16 Copy 1 Dumaguete City Water 
District Free      

38 An Ordinance Establishing a Septage Management Hard copy A4 13 Copy 1 Dumaguete City Free      
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System in the City of Dumaguete 

39 
Technology Options for Wastewater and Septage 
Treatment Hard copy A4 30 Copy 1 

Maynilad 

 
Free      

40 USAID-Rotary San Fernando Sewerage and Septage 
Management Program Hard copy A4 15 Copy 1 USAID, International h2O Free      

41 An Ordinance Amending Chapter 16 of the Sanitation 
Code of the City of San Fernando Hard copy A4 13 Copy 1 San Fernando City Free      

42 
Planning, Establishment and Operation of Waste 
Management and Ecology Centere including Landfill in 
Bayawan City, Negros Oriental 

Hard copy A4 60 Copy 1 

Dr. Johannes Paul, GIZ- 
AHT, Udo Lange AHT 
Group AG, Essen, 
Germany 

Free      

        Free      
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